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業務実績評価シー トの評価の視点等新旧対照表



第 2法人全体の業務運営の改薔に関する
事項

独立行政法人の趣旨を十分に踏まえ、業

務実施方法の更なる改善を図り、機構に期
待される社会的使命を効率的、効果的に果
たすことができるよう、経営管理の充実・

強化を図ること。

第 1法人全体の業務運営の改善に関する
目標を選成するためにとるべき措置
機構に期待される社会的使命を効率性、

有効性を持つて果たしてい<ために、第二
期中期目標期間においては、「専門性の向

上」と「業務間の連携強化」を図り、総合
力の発揮を目指して、次のような機構の事
業全般にわたる共通の取組を実施すること

とする。

第 1法人全体の業務運営の改善に関する
日標を達成するためにとるべき措置
法人全体の業務運営の更なる改善を推進

するための仕組みの適切な運用と機能強化
に努めることとする。

勤率的かつ効果的な業務運営体日の

整備

国の政策や福祉医療に係る事業経営環

境が変化する中で福祉医療に係る事業の

健全な発展を総合的に支援するため、組
織編成、人員配置等の業務運営体制を継

続的に見直すこと。

1 効率的かつ効果的な業務運営体制の
整備

(1)国 の政策や福祉医療に係る事業経営
環境が変イじする中で福祉医療に係る事

業の健全な発展を総合的に支援するた

め、組織編成、人員配置、人事評価制

度、職員研修等の業務運営体制につい

て、継続的に見直しを行う。

1 効率的かつ効果的な業務運営体制の
整備

(1)第 1期中期計画に引き続き、事務・
事業の含理イヒ・効率化のため、業務の

実態を踏まえつつ組織のスリム化を図
る。

(2)国の政策や福祉医療に係る事業経営
環境の変化等に迅速的確に対応するた

め、 トップマネジメントを補佐する経
営企画会議等の効率的かつ効果的な運

営を図る。

(2)ト ップマネジメント機能が有効に発
揮されるよう、経営企画会議等の効率
的かつ効果的な運営に努める。

(3)多岐にわたる事業を実施している機
構の特長や専門性を活かしつつ、業務

間の連携を強化することにより、業務
の効率的な運営を図る。

(3)民間活動応援宣言の具体イじに向けて、
多岐にわたる事業を横断的に総括する
「民間活動応援本部 (仮称)」 を設置
し、機構の総含力の強化を図り、福祉
と医療のネットワークによる地域社会
づ<りに対し機動的に対応する。
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自己評定 定評
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[評価の視点]

○ 福祉医療に係る事業の健全な発展を総合的に支援するため、業務
運営体制を継続的に見直しているか。

○ トップマネジメント機能が有効に発揮され、国の福祉医療施策の
変化等に関する重要事項に迅速かつ的確に対応しているか。

○ 業務間の連携強化により、どのような業務運営の効率化が図られ
ているか。

■ 法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを把握・分析し、
評価しているか。 (政・独委評価の視点)

[評価の視点]

○ 福祉医療に係る事業の健I~な発展を総合的に支援するため、業務
運営体制を継続的に見直しているか。

○ トップマネジメント機能が有効に発揮され、国の福祉医療施策の
変化等に関する重要事項に迅速かつOo確に対応しているか。

○ 業務間の連携3螢化により、どのような業務運営の効率化が図られ
ているか。

■ 法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを把握・分析し、
言平価しているか。 (政 。独委評価の視点)
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中 期 目 標 期 計 画 21年 度 計 画 21度業務実績

業務管理 《リスク管理)の充実
効率的かつ効果的な業務運営を行うた
め、業務の実態に応じた業務管理手法の

確立・定着を図るとともに、法人運営に

伴い発生する業務上のリスク、財務上の

リスク等をi巴握し、適切な予防措置を請
じるなどリスク管理の充実を図ること。

2 業務管理 (リ スク管理)の充実
(1)内 gB監査、顧客満足度調査、各種デ
ータ分析などに基づ<是正・予防処置
活動により、業務改善の推進及び事務

リスクの抑制を図る。

また、職員の業務改革等に向けた取

組を奨励し、業務改善活動の活性化を

図るとともに、業務管理手法の改善等

を進め業務管理の充実を図る。

2 業務管理 (リ スク管理)の充実
(1)第 1期中期計画において構築した |

S09001に 基づ<品質マネジメン
トシステムの運用を通じ、業務上の課

題、顧客からのニーズ等に効果的に対

応するための是正・予防処置活動の充

実及び内部監査の実施による事務リス

ク等の抽出・管理を行う。

また、平成 19年度に創設した改善
アイデア提案制度を効果的に運営し、

職員の創意工夫による改善活動の活性

化を図る。

さらに、業務管理手法の充実を図る

ため、機構のセグメント情報等を活用

の上、業務活動単位ごとのコスト分析
の実施に向けて検討する。

(2)福祉貸付事業及び医療貸付事業にお
いては、ALM(資 産負債管理)シス
テムなどを活用して、金利リスクなど

の抑制に努める。

(2)ALM(資 産負債管理)システムを
活用して、貸付事業に係る財務構造の

状況の定期的な把握及び予算要求や財

投機関債の発行等のタイミングに合わ

せた分析を行うとともに、信用リスク
モデル分析を実施し、モデルの精度向

上に努める。

(3)個人情報の保護に関する法律に基づ
き個人情報保護を徹底するとともに、

情報セキュリティー対策の充実を図

る。

(3)情報資産の安全確保等の観点から、
平成20年度に見直しを実施した情報
セキュリティ対策基準及び実施手順を

基に、情報セキュリティ対策の実施状

況に関する自己点検・内容の高度化を

図る。

また、保有個人情報の適切な管理及

び保護について更なる強化を図る。
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自己評定 定評

く現行)
一蓄

1灘価あ視点辱t彙)

[評価の視点]

○ 内部監査、顧客満足度調査、各種データ分析などに基づ<是正・
予防処置活動により、業務改善の推進及び事務リスクの抑制を図つ
ているか。

○ 職員の業務改革等に向けた取り組みを奨励し、業務改善活動の活
性化を図つているか。

○ 業務管理手法をどのように改善し、業務管理の充実を図つている
か。

O ALMシ ステムを適切に活用するなど、金利リスク等の抑制に努
めているか。

○ 個人情報を適切に管理しているか。

○ 情報セキュリティー対策の充実を図っているか。

■ 内部統制 (業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、業務活
動に関わる法令等の遵守等)に係る取組についての評価が行われて
いるか。 (政・独委評価の視点)

[評価の視点]

※下線音B分のみ追加

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウ トカム指標を追加  :
●......ロ ロロロロ●●ロロ●●●●●●●ロロロロロ●口●●●●●●●●●口●●口●●「

○ 国民からの言re・ ,著摘についての分析・対応、内部監杏、顧害満
足度調査、各種データ分析など|こ基づ<是正・予防処置活動により、
業務改善の推進及び事務リスクのlrl制を図っているか、

○ 職員の業務改革等|こ向けた取り組みを奨励し、業務改善活動の活
性イしを図つているか。

○ 業務管理手法をどのように改善し、業務管理の充実を図っている
か。

O ALMシ ステムを適切に活用するなど、金利リスク等の抑お」に努
めているか。

○ 個人情報を適切に管理しているか。

○ 情報セキュリティー対策の充実を図つているか。

■ 内部統制 (業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、業務活
動に関わる法令等の遵守等)に係る取組についての評価が行われて
いるか。 (政・独委評価の視点)
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

第3 業務運営の効率化に関する事項
通則法第29条第2項第2号の業務運営
の効率化に関する事項は、次のとおりとす
る。

第 2 業務運営の効率化に関する目額を選
威するためにとるべき措置
独立行政法人通則法 (以下「通則法」と

いう。)第 30条第2項第 1号の業務運営
の効率イヒに関する事項は、次のとおりとす

る。

第2 業務運営の効率化に関する目標を選
威するためにとるべき措置

1 業務・システムの効率化と情報化の推
進

(1)平成 19年度に策定した以下の事業
等に係る業務・システムの最適化計画
に基づき業務の見直し並びにシステム
構成及び調達方式の見直しを行うこと

により、システムコスト削減、システ
ム調達における透明性の確保及び業務

運営の合理イじを行い、経費の節減及び
随恵契約の見直し等を図ること。
・ 福祉医療貸付事業
・ 福祉保健医療情報サービス事業
・ 退職手当共済事業
・ 年金担保貸付事業
・ 承継年金住宅融資等債権管理回収

業務

業務・システムの効率化と情報化の推

進

1)平成 19年度に策定した以下の事業
等に係る業務・システムの最適化計画

に基づき業務の見直し並びにシステム

構成及び調達方式の見直しを行うこと

により、システムコスト肖」減、システ
ム調達における透明性の確保及び業務

運営の合理化を行い、経費の節減及び

随意契約の見直し等を図る。
・ 福祉医療貸付事業
・ 福祉保健医療情報サービス事業
・ 退職手当共済事業
・ 年金担保貸付事業
・ 承継年金住宅融資等債権管理回収

業務

1 業務・システムの効率化と情報化の推
進

(1)平成 19年度に策定した業務・シス
テム最適化計画に基づき、システム効

率化、運用保守コストの削減、外部委

託業務の適正管理及び業務の効率化を

図る。

① 福祉保健医療情報サービス事業に
係る次期システムの設計・開発を進

めるとともに、「システム用ハード

ウェア・ソフトウェア」、「運用・

保守」の分割調達を実施し、業務・

システム効率化及び運用保守コスト

の削減を図る。

② 退職手当共済事業、年金担保貸付
事業及び承継年金住宅融資等債権管

理回収業務の外部委託業務の適正な

管理を行うため、システム運用保守

業務と入力作業等の委託業務の分割

調達を実施する。

③ 福祉医療貸付事業及び退職手当共
済事業の業務の効率化及び合理化を

図るため、電子申請届出の推進及び

改善を図る。

(2)業務の実施を効率00かつ安定的に支
援するため、システム等の継続的な改

善に努めること。

(2)業務の実施を効率的かつ安定00に支
援するため、最適イヒ対象外の他のシス

テムについても継続的な改善を推進す

る。

(2)業務の実施を効率的かつ安定的に支
援するため、最適化対象外の他のシス

テムについても計画的なシステム改

修及び機器・ソフトの導入等を行う。

(3)情報化の進展による諸環境の変化に
対応できるように、情報管理担当部署
の専P5性の向上を図るとともに、業務
上必要となる職員の 1丁技能の習得を

(3)情報化統括責任者 (CIO)及 び情
報化統括責任者 (CiO)補 佐官を中
心に、情報化推進体制の強イじを図ると
ともに、情報システムの運用管理体制

(3)業務の一層の効率化及び利用者の利
便性の向上等を図るため、情報化統括

責任者 (CIO)及 び情報化統括責任
者 (C10)補 佐官を中心として、情
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
・推進すること。 の向上を図るため、機構の情報化推進

を担う IT技術に精通した人材の育成
を図る。

報化推進体制の強化を図るとともに、
1丁技術に精通した人材を育成するた
めの研修プログラムに基づき研修を受
講する。

(4)各業務の特性に応じて、当該業務に
必要な ITに 関する技能の習得を推進
するため、職員に対する研修等を計画

的に実施する。

(4)各業務の特性に応じて、当該業務に
必要な 1下 に関する技能の向上を図る

ため、情報化統括責任者 (C10)補
佐官及び情報管理担当部署等による職
員研修等を計画的に実施する。
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自己評定 評 定

1     世1饒 ,■|

[評価の視点]

○ 業務・システムの最適化計画に基づき、経費の節減及び随意契約

○

の見直し等を図つているか。

業務の実施を効率的・安定的に支援するために、システム等の継
続的な改善に努めているか。

情報化統括責任者 (Clo)及 び情報化統括責任者 (C10)補
佐官を中心とした専P3性の高い情報化推進体制の強化を図つている
か。

1丁技術に精通した人材の育成を計画的に実施しているか。

職員に対する 1丁 に関する研1多等を計画的に実施しているか。

○

○

○

[評価の視点]

○ 業務・システムの最適化計画に基づき、経費の節減及び随意契約
の見直し等を図っているか。

○ 業務の実施を効率的・安定的に支援するために、システム等の継
続的な改善に努めているか。

情報化統括責任者 (CIO)及 び情報化統括責任者 (CIO)補
佐官を中心とした専門性の高い情報化推進体制の強化を図つている
か。

1丁技術に精通した人材の育成を計画的に実施しているか。

職員に対する 1丁 に関する研修等を計画的に実施しているか。

○

○

　

○
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2 経費の節減
(1)業務方法の見直し及び事務の効率化
を行い、経費の節減に努めること。

2 経費の節減
(1)質が高<効率的な業務運事を確保し、
組織における資源を有効に活用するた
め、業務の外部委託 (アウトソーシン

グ)を適切に活用する。

2 経費の節減
(1)質が高<効率的な業務運営を確保し、
組織における資源を有効に活用するた

め、業務の外部委託 (アウトソーシン

グ)を適切に活用する。

(2)契約については、原則として一般競
争入札等によるものとし、以下の取組
により、随意契約の適正化を推進する

こと。

①  瞳 意契約見直し計画」に基づ<
取組を着実に実施するとともに、そ
の取組状況を公表すること。

② 一般競争入札等により契約を行う
場合であつても、特に企画競争や公

募を行う場合には、競争性、透明性
が十分確保される方法により実施す

ること。

③ 監事及び会計監査人による監査に
おいて、入札・契約の適正な実施に
ついて徹底的なチェックを受けるこ

と。

(2)契約については、原貝」として一般競
争入札等によるものとし、以下の取組
により、随意契約の適正イしを推進する。

①  「随意契約見直し計画」に基づ<
取組を着実に実施するとともに、そ
の取組状況を公表する。

② 一般競争入札等により契約を行う
場合であっても、特に企画競争や公

募を行う場合には、競争性、透明性
が十分確保される方法により実施す

る。

③ 監事及び会計監査人による監査に
おいて、入札・契約の適正な実施に
ついて徹底的なチェックを受ける。

(2)契約については、原則として一般競
争入札等によるものとし、以下の取組
により、随意契約の適正化を推進する。

①  「随意契約見直し計画」に基づ<
取組を着実に実施するとともに、そ
の取組状況を公表する。

② 一般競争入札等により契約を行う
場合であっても、特に企画競争や公

募を行う場合には、競争性、透明性

が十分確保される方法により実施す

る。

③ 監事及び会計監査人による監査に
おいて、入札・契約の適正な実施に
ついて徹底09なチェックを受ける。

(3)一般管理費、人件費及び業務経費 (退
職手当金、承継年金住宅融資等債権管
理回収業務に係る金融機関及び債権回

収会社への業務委託費及び担当権移転
登記経費並びに承継教育資金貸付けあ
つせん業務に係る経費を除<。 )につ
いては、効率的な利用に努め、中期目

標期間の最終事業年度において、平成
19年度予算と比べて 155%程 度
の額を節減すること。

人件費については、「簡素で効率的
な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」 (平成 18年法律第
47号 )に基づき、平成 18年度以降

(3)毎年度、業務方法等を点検し、
方法の改善等を行うことにより、
の効率化を推進する。

務

務

業

事

(3)業務方法等を点検し、業務方法の改
善等を行うことにより、事務の効率化
を推進する。

(4)― 般管理費、人件費及び業務経費 (退
職手当金、承継年金住宅融資等債権管

理回収業務に係る金融機関及び債権回
IIR会社への業務委託費及び担当権移転

登記経費並びに承継教育資金貸付けあ
つせん業務に係る経費を除<。 )につ
いては、効率的な利用に努め、中期目

標期間の最終事業年度において、平成
19年 度予算と比べて 155%程 度
の額を節減する。

人件費については、「簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」 (平成 18年法律第
47号)に基づき、平成 18年度以降

(4)一般管理費、人件費及び業務経費 (退
職手当金、承継年金住宅融資等債権管

理回収業務に係る金融機関及び債権回
収会社への業務委託費並びに担当権移

転登記経費並びに承継教育資金貸付け

あっせん業務に係る経費を除<。 )に
ついては、経費節減に関する中期目標
の達成を念頭に置きつつ、効率的な利
用に努める。

「簡素で効率的な政府を実現するた

めの行政改革の推進に関する法律」(平

成 18年法律第47号 )及び経済財政
運営と構造改革に関する基本方針20
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の 5年間で、平成 17年度を基準 (た
だし、平成 18年度に承継された年金
住宅融資等債権管理回収業務及び教育

資金貸付けあっせん業務に係る2勘定
については、平成 18年 4月 1日 に在
職する人員及びこれを前提として支払
われるべき人件費を基準)と して5%
以上を削減すること。

さらに、経済財政運営と構造改革に

関する基本方針2006(平 成 18年
7月 7日間議決定)に基づき、国家公
務員の改革を踏まえ、人件費改革を平
成23年度まで継続すること。
併せて、機構の給与水準について、
以下のような観点からの検証を行い、

その検証結果や取組状況については公

表するものとすること。

① 職員の在職地域や学歴構成等の要

因を考慮してもなお国家/Ak務員の給
与水準を上回つていないか。

職員に占める管理職割合が高いな
ど、給与水準が高い原因について、
是正の余地はないか。

国からの財政支出の大きさ、累積
欠損の存在、類似の業務を行つてい
る民間事業者の給与水準等に照ら
し、現状の給与水準が適切かどうか

十分な説明ができるか。

その他、給与水準についての説明
が十分に国民の理解の得られるもの
となっているか。

②

③

④

の5年間で、平成 17年度を基準 (た
だし、平成 18年度に承継された年金
住宅融資等債権管理回収業務及び教育

資金貸付けあっせん業務に係る2勘定
については、平成 18年4月 1日に在職
する人員及びこれを前提として支払わ
れるべき人件費を基準)と して5%以
上を肖」減する。

さらに、経済財政運営と構造改革に

関する基本方針2006(平 成 18年
7月 7日間議決定)に基づき、国家公
務員の改革を踏まえ、人件費改革を平
成23年度まで継続する。
併せて、機構の給与水準について、
以下のような観点からの検証を行い、

これを維持する含理的な理由がない場

合には必要な措置を講することによ

り、給与水準の適正化に速やかに取り
組むとともに、その検証結果や取組状
況については公表するものとする。
① 職員の在職地域や学歴構成等の要
因を考慮してもなお国家

7AN務
員の給

与水準を上回つていないか。

② 職員に占める管理職割合が高いな
ど、給与水準が高い原因について、
是正の余地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積
欠損の存在、類似の業務を行つてい

る民間事業者の給与水準等に照ら
し、現状の給与水準が適切かどうか

十分な説明ができるか。

④ その他、給与水準についての説明
が十分に国民の理解の得られるもの
となつているか。

06(平 成 18年 7月 7日 間議決定)
を確実に実行するため、常勤職員数を

IB制 し、人件費削減に取り組む。

併せて、機構の給与水準について、

適正化に向けた取組を計画的に進める

とともに、取組状況を/AN表する。
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[数値目標]

① 一般管理費等については、中期目標期間の最終事業年度において、
平成19年度予算と比べて155%程 度の額を節減する。

② 人件費については、平成17年度を基準 (ただし、平成18年度
に承継された年金住宅融資等債権管理回収業務及び教育資金貸付け
あつせん業務に係る2勘定については、平成18年4月 1日に在職す
る人員及びこれを前提として支払われるべき人件費を基準)と して
5%以上を削減する。

[数値目標]

① 一般管理費等については、中期目標期間の最終事業年度において、
平成 19年度予算と比べて155%程度の額を節減する。

② 人件費については、平成17年度を基準 (ただし、平成18年度
に承継された年金住宅融資等債権管理回収業務及び教育資金貸付け
あつせん業務に係る2勘定については、平成18年4月 1日に在職す
る人員及びこれを前提として支払われるべき人件費を基準)と して
5%以上を削減する。

今回新たに視点を追ガ0

既に同趣旨の視点を設定済み

:i:ii,ii,ii,Ill卓 ill::i言iiii::il⑤ 平成24年度 (平成25年度公表)における年齢・地域・学「tf差
を勘案した対国家公務員指数を概ね 100ポィントとするよう努め
る。

[評価の視点]

○ 業務の外部委託 (アウトツーシング)を適切に活用するなど、経
費を節減しているか。

随意契約の適正化について、中期計画に示したとおり適切に行わ
れているか。 (政・独委評価の視点事項と同様)

契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切
性等、必要な評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等
の適切性等、必要な評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な
検証・評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

業務方法をどのように改善し、事務の効率化を図つているか。

一般管理費等の経費の節減については、中期目標を達成している
か。

〇

■

○

　

○

[評価の視点]

○ 業務の外部委託 (アウトソーシング)を適切に活用するなど、経
費を節減しているか。

○ 随意契約の適正化について、中期計画に示したとおり適切に行わ
れているか。 (政・独委評価の視点事項と同様)

■ 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切
性等、必要な評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等
の適切性等、必要な評価が行われているか。 (IEX・ 独委評価の視点)

■ 個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な
検証・評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

○ 契約監視委員会での見直し・点検は通切に行われたか (その後の
フォヨーアップを含む。)。
O 業務万法をどのように改善し、事務の効率化を図つているか。

○ -11管理費等の経費の節減については、中期目標を達成している
か。

○ 事業費における冗費を点検し、その削減を図つているか。
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○ 人件費の肖」減については、中期目標を達成しているか

○ 機構の給与水準について、中期目標に示されたとおり
組んでいるか。

適切に取

■ 国家公務員と比べて給5水準の高い法人について、以下のような
観点から厳格なチェックが行われているか。 (政・独委評価の視点)
● 給与水準の高い理由及び講する措置 (法人の設定する目標水準を
含む)についての法人の説明が、国民に対して納得の得られるも
のとなっているか。
● 法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となってい
るか。

国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金のある法人につい
てヽ国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切
性に関する法人の検証状況をチェックしているか。 (政・独委評価
の視点)

取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるかどうかについ
て、法人の取組の適切性について検。Iが行われているか。また、今
後、削減目標の達成に向け法人の取組を促すものとなっているか。
(政・独委評価の視点)

法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運
営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必要な見直しが行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

■

■

○ 人件費の晟減については、中期目標を達成しているか。

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
●.........● ●●●●●●口●●●●●●●●●●●口●●●●口●●●●●●●●●●「

○ 平成24年度 (平成25年度公表)における年齢・地域・学歴差
を動案し′た文」国家公務員指数を概ね 100ポ ィントとするよう努め
ているか。

○ 機構の給与水準について、中期Ll標に711されたとおり、適切に取
組んでいるか。

日 国家公務員と比べて給与水準の葛い法人について、以下のような
観点から厳格なチェックが行われているか。 (政・独委評価の視点)
● 給与水準の高い理由及び講する措置 (法人の設定する目標水準を
言む)についての法人の説明が、国民に対して納得の得られるも
のとなっているか。
● 法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となつてい
るか。

国の財政支出害」合の大きい法人及び累積欠損金のある法人につい
て、国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切
性に関する法人の検証状況をチェックしているか。 (政 。独委評価
の視点)

取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるかどうかについ
て、法人の取組の適切性について検証が行われているか。また、今
後、削減目標の達成に向け法人の取組を促すものとなっているか。
(政・独委評価の視点)

■ 法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運
営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必要な見直しが行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

■

O 国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。

O 法定外福利費の支出は、通切であるか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 、21年度業務実績

第 4 業務の質の向上に関する事項

通則法第29条第2項第3号の国民に対
して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項は、次のとおりとする。

第 3 業務の質の向上に関する目留を達成
するためにとるべき措置

通貝」法第30条第 2項第2号の国民に対
して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項は、次のとおりとする。

第3 業務の質の向上に関する目標を達成
するためにとるべ者措置

福祉医療貸付事業 (福祉賞付事業)
福祉貸付事業については、国の福祉政
策に即して民間の社会福祉施設等の整備

に対し長期・固定・低利の資金を提供す
ること等により、福祉、介護サービスを

安定的かつ効率的に提 1共する基盤整備に

資するため、以下の点に特に留意してそ
の適正な実施に努めること。

福祉医療貨付事業 (福社貸付事業)
福祉貸付事業については、国の福祉政

策に即して民間の社会福祉施設等の整備

に対し長期・固定・低利の資金を提供す
ること等により、福祉、介護サービスを

安定的かつ効率的に提供する基盤整備に

資するため、以下の点に特に留意してそ

の適正な実施に努める。

福社■菫貸付事業 (福祉賞付事業)

福祉貸付事業については、国の福祉政

策に即して民間の社会福祉施設等の整備

に対し長期・固定・低利の資金を提供す
ること等により、福祉、介護サービスを

安定的かつ効率的に提供する基盤整備に

資するため、以下の点に特に留意してそ

の適正な実施に努める。

(参考)

区  分 平成21事業年度

貸付契約額

資金交付額

千円

162,700,OoO
153,500,O00

)国の福祉政策における政策目標を着
実に推進するため、毎年度、国と協議
のうえ、当該年度における融資の基本
方針を定めた融資方針に基づき、政策

優先度に即して効果的かつ効率的な政
策融資を実施すること。

)政策優先度に即して効果的かつ効率
的な政策融資を行うため、毎年度、国
と協議のうえ、当該年度における融資
の基本方針を定めた融資方針に基づ

き、福祉貸付事業を実施する。

)政策優先度に即して効果的かつ効率
的な政策融資を行うため、利用者等ヘ

の融資方針の周知等に努め、当該融資
方針に基づいた事業を実施する。

(2)政策融資の実たすべき役割を踏まえ、
国の要請等に基づき、災害復旧、制度

改正、金融環境の変イじに伴う経営悪化
への対応に臨機応変に対応すること。

(2)政策融資の果たすべき役割を踏まえ、
国の要請等に基づき、災害復 1日、制度

改正、金融環境の変化に伴う経営悪化
への対応に臨機応変に対応する。

特に、療養病床の再編を推進するた
め、医療貸付事業と連携し、転換の受

け皿となる施設の優先的整備を進め

る。

(2)国の要請等に基づき、療養病床の再
編、「新待機児童ゼロ作戦」に伴う保

育所等の整備、障害者の就労支援、消

防用設備の整備等に係る事業への融資

を、優遇措置等を講じて実施する。

また、セーフティネットとしての政

策融資の果たすべき役害」を踏まえ、急

激な経営環境の変化による社会福祉施

設等の-0寺的な資金不足に対し、経営

資金を迅速に融資することにより社会

福祉施設等の安定的な経営を支援す
る。
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(3)政策融資の果たすべき役割を踏まえ、
事業者の施設整備等に関する相談等を
適切に実施することにより、利用者サ
ービスの向上を図ること。

(3)利用者サービスの向上を図るため、
福祉施設の整備の融資相談等を充実す

る。

(3)平成20年度に引き続き、事業者に
対する融資内容の積極的周知や個月」融

資相談の積極的実施、わかり易い諸手
引き等の作成・提供などを行い、利用

者サービスの向上を図る。

また、国の政策目標に即した施設整

備への支援などを行うための情報収
集・提供を行う。

(4)民業補完の推進の観点から、福祉貸
付における協調融資制度を充実し、制

度の適切な運用に努めること。

(4)協調融資制度の対象を福祉貸付の全
対象施設等に拡大するなど制度を充実

させるとともに周矢□を図り、制度の適

切な運用を行う。

(4)平成20年度にヨ|き続き、協調融資
制度についての周矢0等を行う。

(5)審査業務及び資金交付業務について
利用者サービスの向上を図ること。

(5)審査業務については特殊異例な案件
を除き、借入申込み受理から貸付内定

通知までの平均処理期Fo3を 75日以内
とする。

また、資金交付業務については、請
求内容の不備が著しいもの等を除き、

請求後 15営業日以内に行う。

(5)中期計画に定められた審査業務及び
資金交付業務に係る処理期間の順守に

努め、利用者サービスの向上を図る。
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[数値目標]

① 審査業務については特殊異例な案件を除き、借入巾込み受理から
貸付内定通知までの平均処理期間を75日以内とする。

② 資金交付業務については、請求内容の不備が著しいもの等を除き、
請求後15営業日以内に行う。

[数値目標]

① 審査業務については特殊異例な案件を除き、借入申込み受理から
貸付内定通知までの平均処理期間を75日以内とする。

② 資金交付業務については、請求内容の不備が著しいもの等を除き、
請求後15営業日以内に行う。 今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

:"…
りう
口
「男iI層藻瑾嵐

…
1

,.........■●●●●口●●●o●●●●●●●●●●口●●"●■●●●■●●●●「

[評価の視点]

○ 毎年度、国と協議のうえ、当該年度における融資の基本方針を定
めた融資方針に基づき、政策優先度に即した効果的かつ効率的な政
策融資を実施しているか。

○ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等を受けて、政策
融資として災害復 1日、制度改正、金融環境の変化に伴う経営悪化等
への緊急措置に臨機応変に対応しているか。
特に、療養病床の再編を推進するため、医療貸付事業と連携し、
転換の受け皿となる施設の優先的整備を進めているか。

○ 利用者サービスの自上を図るため、融資相談等を充実しているか。

O 協調融資制度の対象を拡大するなど制度の充実を図つているか。

○ 協調融資制度の周知を図り、制度の適切な運用を行っているか。

○ 審査業務の平均処理期間については、特殊異例な案件を除き、中
期計画を達成しているか。

○ 資金交付業務の平均処理期FB5に ついては、請求内容の不備が著し
いもの等を除き、中期計画を達成しているか。

[評価の視点]

○ 毎年度、国と協議のうえ、当該年度における融資の基本方針を定
めた融資方針に基づき、政策優先度に即した効果的かつ効率的な政
策融資を実施しているか。

○ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要言青等を受けて、政策
融資として災害復旧、制度改正、金融環境の変化に伴う経営悪化等
への緊急措置に臨機応変に対応しているか。

特に、療養病床の再編を推進するため、医療貸付事業と連携し、
転換の受け皿となる施設の優先的整備を進めているか。

○ 利用者サービスの向上を図るため、融資相談等を充実しているか。

○ 協調融資制度の対象を拡大するなど制度の充実を図っているか。

○ 協調融資制度の周知を図り、制度の適切な運用を行っているか。

○ 審査業務の平均処理期間については、特殊異例な案件を除き、中
期計画を達成しているか。

○ 資金交付業務の平均処理期間については、請求内容の不備が著し
いもの等を除き、中期計画を達成しているか。

○ 国民のニーズとすれている事務 。事業や、費用に対する効果が小
さく継続する必要性の乏しい事務 ,事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを図つているか。
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2 福社■凛貸付事業 (目蘊賞付事業)
医療貸付事業については、国の医療政
策に即して民間の医療施設等の整備に対
し長期・固定・低利の資金を提供するこ
と等により、医療サービスを安定的かつ

効率的に提供する基盤整備に資するた
め、以下の点に特に留意してその適正な
実施に努めること。

2 福祉■猥貸付事業 (医療貸付事業)
医療貸付事業については、国の医療政

策に即して民間の医療施設等の整備に対

し長期・固定・低利の資金を提供するこ

と等により、医療サービスを安定的かつ

効率的に提供する基盤整備に資するた

め、以下の点に特に留意してその適正な

実施に努める。

福社医療貸付事業 (■猥賞付事業)
医療貸付事業については、国の医療政
策に即して民間の医療施設等の整備に対
し長期・固定・低利の資金を提供するこ

と等により、医療サービスを安定的かつ

効率的に提供する基盤整備に資するた
め、以下の点に特に留意してその適正な
実施に努める。

(参

区  分 平成21事業年度

貸付契約額

資金交付額

千円

161,OOO,000
148,300.〇 〇〇

(1)国の医療政策における政策目標を着
実に推進するため、国と協議のうえ、
中期目標期間中における融資の基本方
針を定めたガイドラインに基づき、政
策優先度に即して効果的かつ効率的な

政策融資を実施すること。
ただし、当該ガイドラインの施行に
当たっては、制度の円滑な移行のため
十分な周知期間を設けること。

(1)政策優先度に即して効果的かつ効率
0,な政策融資を行うため、国と協議の

うえ、中期目標期間中における融資の

基本方針を定めたガイドラインに基づ

き、医療貸付事業を実施する。

ただし、当該ガイドラインの施行に

当たっては、制度の円滑な移行のため

十分な周知期間を設け適切に対応す
る。

(1)医療貸付事業については、医療制度
改革に対応し医療施設の質00向上と効
率イヒを推進することにより、医療の政

策目標の推進に積極的に貢献する。

また、病院への融資については、平
成 21年度からガイ ドラインに基づ
き、政策優先度に即して効果的かつ効
率的な政策融資を実施する。

(2)政策融資の果たすべき役割を踏まえ、
国の要請等に基づき、災害復1日、制度
改正、金融環境の変化に伴う経営悪化
への対応に臨機応変に対応すること。

(2)政策融資の果たすべき役害」を踏まえ、
国の要請等に基づき、災害復 1日、制度
改正、金融環境の変化に伴う経営悪化
への対応に臨機応変に対応する。
特に、療養病床の再編を推進するた
め、福祉貸付事業と連携し、転換の受
け皿となる施設の優先的整備を進め

る。

(2)セーフティネットとしての政策融資
の果たすべき役割を踏まえ、急激な経
営環境の変化による医療施設等の一時
的な資金不足に対し、運転資金を迅速
に融資することにより医療施設等の安
定的な経営を支援する。
また、療養病床の再編を推進するた
め、療養病床転換に係る貸付条件の優
遇などの支援策を引き続き実施する。

(3)政策融資の果たすべき役割を踏まえ、
事業者の施設整備等に関する相談等を
適切に実施することにより、利用者サ
ービスの向上を図ること。

(3)利 用者サービスの向上を図るため、
医療施設の整備の融資相談等を充実す

る。

(3)全国数か所で実施する融資相談会の
開催に加え、事業計画検討中の者に対
し融資相談に出向<など、融資相談の
充実を図るとともに、代理貸付が円滑
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
に行われるよう受話金融機関に対して

実務者研修を実施し、貸付手順の周知

や問題点の認識の共有イじを図るなど、
引き続き利用者サービスの向上に努め

る。

さらに、経営環境の悪化に伴い、こ

れまでの融資制度を中心とした利用者
に対するサービスに加え、施設の整備

面や運営面に係る課題の解消策等の提

案及び経営の参考になる情報の発信を

行う。

(4)審査業務及び資金交付業務について
利用者サービスの向上を図るととも

に、病院の機能や経営1犬況についての

第三者評価結果を融資審査に活用する
こと。

(4)審査業務については特殊異例な案件
を除き、借入申込み受理から貸付内定

通知までの平均処理期間を45日以内
とするとともに、病院の機能や経営状

況についての第二者評価結果を肩虫資審

査に活用する。

また、資金交付業務については、請

求内容の不備が著しいもの等を除き、

請求後 15営業日以内に行う。

(4)継続的な審査方針の見直し、事務の
含理化等により、審査期間に関する中

期計画を達成するため、審査業務の迅
速化に努めるとともに、アンケート等
による利用者の声の収集・分析を基に、

利用者の利便性の向上に努める。

また、融資審査においては、病院の

機能や経営状況についての第二者評価

結果を、31き続き活用する。

さらに、資金交付時期に関する中期

計画を達成するため、引き続き資金交

付業務の迅速化に努める。
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自己評定 定評
構

‐・‐・‐ im撃砦記
[数値目標]

① 審査業務については特殊異例な案件を除き、僣入申込み受理から
貸付内定通知までの平均処理期間を45日以内とする。

② 資金交付業務については、請求内容の不備が著しいもの等を除き、
請求後15営業日以内に行う。

[数値目標]

① 審査業務については特殊興ll」な案件を除き、借入申込み受理から
貸付内定通矢□までの平均処理期間を45日以内とする。

② 資金交付業務については、請求内容の不備が著しいもの等を除き、
請求後15営業日以内に行う。 今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
●.........● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●口●●●●●●●「

○

[評価の視点]

○ 中期目標期Fo5中における融資の基本方針を定めたガイドラインに
基づき、政策優先度に即した効果的かつ効率00な政策融資を実施し
ているか。

政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等を受けて、政策
融資として災害復旧、制度改正、金融環境の変化に伴う経営悪化等
への緊急措置に臨機応変に対応しているか。
特に、療養病床の再編を推進するため、福祉貸付事業と連携し、
転換の受け皿となる施設の優先的整備を進めているか。

利用者サービスの向上を図るため、融資相談等を充実しているか。

審査業務の平均処理期間については、特殊異例な案件を除き、中
期計画を達成しているか。

資金交付業務の平均処理期間については、請求内容の不備が著し
いもの等を除き、中期計画を達成しているか。

病院の機能や経営状況についての第三者評価結果を融資審査に活
用しているか。

○

○

○

○

○

[評価の視点]

○ 中期目標期間中における融資の基本方針を定めたガイドラインに
基づき、政策優先度に即した効果的かつ効率的な政策融資を実施し
ているか。

政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等を受けて、政策
融資として災害復旧、制度改正、金融環境の変化に伴う経営悪化等
への緊急措置に臨機応変に対応しているか。

特に、療費病床の再編を推進するため、福祉貸付事業と連携し、
転換の受け皿となる施設の優先的整備を進めているか。

利用者サービスの向上を図るため、融資相談等を充実しているか。

審査業務の平均処理期間については、特殊異例な案件を除き、中
期計画を達成しているか。

資金交付業務の平均処理期間については、請求内容の不備が著し
いもの等を除き、中期計画を達成しているか。

病院の機能や経営状況についての第二者評価結果を融資審査に活
用しているか。

○

○

○

○

○ 国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小
さく継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直 t′を図っているか。
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3 福祉目凛費付事業 (債権管理)
(1)福祉医療貸付事業等の効率化
① 政策金融改革の趣旨を踏まえ、融
資の重点化及び融資率の31き下げを
行い平成24年度予算における福祉
医療貸付事業の新規融資額を平成 1
7年度における同事業の新規融資額
の実績と比べて20%程度縮減し、
併せて同事業における融資残高の縮
減に努めること。

② 福祉医療貸付事業の金利につい
て、政策の変更、緊急措置等やむを
得ない事情により国が認めたものを
除き、現中期目標期間中の新規契約
分について利差益が確保されるよう
努めること。

③ 政策融資としての役割を効果的に
果たし、併せて民業補完を推進する
との観点から、政策融資としての機
能を毎年点検し、事業内容を不断に

見直す等事業の効率化を進めるこ
と。

3 福祉匿療貸付事業 (債権管理)
(1)福祉医療貸付事業等の効率化
① 融資対象の重点化及び融資率の引
下げを行い、福祉医療貸付事業の新
規融資額の縮減に関する中期目標を

達成する。

② 福祉医療貸付事業の金利につい
て、政策の変更、緊急措置等やむを

得ない事情により国が認めたものを

除き、新規契約分の利差益に関する

中期目標を達成する。

③ 政策融資としての機能を毎年点検
し、政策優先度に応じて、貸付対象

等を見直す等事業の効率イヒを進め

る。

3 福社医療貸付事業 (債権管理)
(1)福祉医療貸付事業等の効率化
① 福祉医療貸付事業の新規融資額に
ついては、融資対象の重点化及び融

資率の31下げを行うとともに、国の

福祉及び医療政策の動向等を踏まえ

縮減する。

② 福祉医療貸付事業の金利につい
て、政策の変更、緊急措置等やむを
得ない事情により国が認めたものを
除き、新規契約分の利差額の状況を

適切に把握する。

③ 政策融資としての機能を点検し、
政策優先度に応じて、貸付対象等の

見直しを行う。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

(2)リ スク管理債権の適正な管理
福祉医療貸付事業の貸付債権につい
て、貸付先の業況の把握、福祉医療経
営指導事業等との連携の強イヒによる債
権悪化の未然防止に取組むとともに、
債権区分B」 に適切な管理を行い、中期
目標期間中における貸付残高に対する
リスク管理債権の額の比率を第 1期中
期目標期間中の比率の平均を上回らな
いように努めること。

(2)リ スク管理債権の適正な管理
① 福祉医療貸付事業の貸付に係る債
権について、継続的に貸付先の経営

情報の収集と分析を行い、経営1犬況
の的確な把握に努め、福祉医療経営

指導事業等との連携の強化による債

権悪化の未然防止に取組むととも

に、債権区分別に適切な管理を行う。

また、リスク管理債権を抑制する

観点から発生要因別分析等を行い貸

付関係音Bにフィードバックする。

② 中期目標期間中における貸付残高
に対するリスク管理債権の額の比率

を第 1期中期目標期間中の比率の平
均を上回らないように努める。

(2)リ スク管理債権の適正な管理
① 貸付先の経営情報を継続的に収集
し分析を行い、経営状況の的確な把
握に努める。

経営指導事業等との連携の強化に
よる債権悪イしの未然防止策の取組を

行う。

②

また、リスク管理債権を抑制する
観点から発生要因別分析等を行い貸
付関係音Bにフィードバックする。

貸出条件緩不0債権については、福

祉医療政策、事業の公共性及びサー

ビス需要を鑑み、貸付先の実態把握

及び再生の見通しを考慮の上、適正
な審査を行う。

また、「療養病床転換支援資金」
等融資制度を適用した貸付先につい

ては、貸付関係部と連携を図り、必

要に応じフォローを行う。

毀損の著しい債権の管理の徹底を

図ると共に、必要に応じて債権保全

措置を的確に実施する。

③
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自己評定 定評

1銀

"
[数値目標]

① 平成24年度予算における福祉医療貸付事業の新規融資額を平成
17年度における同事業の新規融資額の実績と比べて20%程度縮
減する。

② 現中期目標期Fo3中の新規契約分について利差益が確保されるよう
努める。

③ 中期目標期間中における貸付残高に対するリスク管理債権の額の
比率を第 1期中期目標期間中の比率の平均 (1.56%)を 上回ら
ないように努める。

[数値目標]

① 平成24年度予算における福祉医療貸付事業の新規融資額を平成
17年度における同事業の新規融資額の実績と比べて20%程度縮
減する。

② 現中期目標期間中の新規契約分について利差益が確保されるよう
努める。

③ 中期目標期間中における貸付残高に対するリスク管理債権の額の
比率を第 1期中期目標期間中の比率の平均 (1.56%)を 上回ら
ないように努める。

[評価の視点]

○ 福祉医療貸付事業の新規融資額の縮減に関する中期目標を達成し
ているか。

○ 新規貸付契約平均利率と新規調達平均利率との比較において、利
差益の確保に関する中期目標を達成しているか。
なお、貸付金利の設定において、政策の変更、緊急措置等やむを
得ない事1情により国が認めたものを控除する。

O 政策融資としての機能を毎年点検し、政策優先度に応じて、貸付
対象等を見直す等事業の効率化を進めているか。

○ 継続00に貸付先の経営情報を収集し、リスク管理債権等の傾向分
析を行っているか。

○ 福祉医療経営指導事業等との連携の強化により、債権悪化の未然
防止に取組んでいるか。

○ 債権区分別に適切な管理を行っているか。

○ 発生要因別分析等を行い貸付関係部にフィードバックし、リスク
管理債権の抑制を図つているか。

O 中期目標期間中における貸付残高に対するリスク管理債権の額の
比率を第 1期中期目標期間中の比率の平均 (1.56%)を 上回ら
ないように努めているか。

なお、介護報酬及び診療報酬の大幅改定等に伴う福祉施設及び医
療施設の経営環境の著しい悪化、療養病床の転換支援策による機構

[評価の視点]

○ 福祉医療貸付事業の新規融資額の縮減に関する中期目標を達成し
ているか。

○ 新規貸付契約平均利率と新規調達平均利率との比較において、利
差益の確保に関する中期目標を達成しているか。

なお、貸付金利の設定において、政策の変更、緊急措置等やむを
得ない事情により国が認めたものを1空除する。

○ 政策融資としての機能を毎年点検し、政策優先度に応じて、貸付
対象等を見直す等事業の効率イじを進めているか。

O 継続的に貸付先の経営情報を収集し、リスク管理債権等の傾向分
析を行っているか。

O 福祉医療経営指導事業等との連携の強化 lL~より、債権悪化の未然
防止に取組んでいるか。

○ 債権区分別に適切な管理を行つているか。

○ 発生要因BU分析等を行い貸付関係部にフィードバックし、リスク
管理債権の抑制を図っているか。

○ 中期目標期間中における貸付残高に対するリスク管理債権の額の
比率を第 1期中期目標期間中の比率の平均 (1.56%)を 上回ら
ないように努めているか。

なお、介護報酬及び診療報酬の大幅改定等に伴う福祉施設及び医
療施設の経営環境の著しい悪イ

`主

療養病床の転換支援策による機構
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貸付金の償還期間の延長、貸付先からの繰上償還等により機構の貸
付残高の著しい変動が生じた場合等は、その事情を考慮する。

■ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収計画の実施状況についての評1面が行われているか。評価に際
し、 i)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が増加している場合、 H)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行っているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

貸付金の償還期間の延長、貸付先からの繰上償還等により機構の貸
付残高の著しい変動が生じた場合等は、その事情を考慮する。

■ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収計画の実施1犬況についての評1面が行われているか。評価に際
し、 1)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める害」含が増力0している場合、 li)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行つているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

4 福社目菫経営指導事業
福祉医療経営指導事業 (集団経営指導

(セミナー)及び個別経営診断)につい
ては、民間の社会福祉施設、医療施設の

経営者に対し、
/AN的
な立場から経営に関

わる正確な情報や有益な知識を提供し、
あるいは経営状況を的確に診断すること
により、福祉、介護、医療サービスを安

定的かつ効率的に提供できる施設の経営

を支援するため、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努めること。

4 福祉医療経営指導事業
福祉医療経営指導事業 (集団経営指導
(セミナー)及び個別経営診断)につい
ては、民間の社会福祉施設、医療施設の

経営者に対し、公的な立場から経営に関

わる正確な情報や有益な知識を提供し、
あるいは経営状況を的確に診断すること
により、福祉、介護、医療サービスを安

定00かつ効率的に提供できる施設の経営
を支援するため、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。

4 福祉医療経営指導事業
福祉医療経営指導事業 (集団経営指導

(セミナー)及び個別経営診断)につい
ては、民間の社会福祉施設、医療施設の

経営者に対し、公的な立場から経営に関

わる正確な情報や有益な知識を提供し、

あるいは経営状況を的確に診断すること

により、福祉、介護、医療サービスを安

定的かつ効率的に提供できる施設の経営

を支援するため、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。

)集団経営指導 (セミナー)について
は、施設の健全経営のために必要な情

報を広く施設経営者等に提供するこ

と。

)セミナー実施日の平均 10週間前ま
でに開催内容の告知を行う等、受講希

望者の受講機会確保とPRに努め、中
期目標期間における延べ受講者数を 1

2,600人 以上とする。

)セミナー実施日の平均 10週間前ま
でに開催内容の告知を行う等、受講希

望者の受講機会確保とPRに努め、平
成21年度における延べ受講者数を
2,520人 以上とする。

(2)開 設施設の経営改善手法について良
質で実践的な事例を提供するなどカリ

キュラムを工夫し、中期目標期間中の

受講者に対するアンケート調査におけ

る満足度指標を平均65ポイント以上
とする。

(2)開設施設の経営改善手法について良
質で実践的な事例を提供するなどカリ
キュラムを工夫し、平成21年度の受
講者に対するアンケート調査における
満足度指標を平均65ポイント以上と
する。

(2)施設経営者等が施設の経営1犬況を的
確に把握し、健全な施設経営を行うこ

とができるように、診断メニューの多
様イじを図り、1固別経営診断の普及に努
めること。特に、実地調査を伴う個別
経営診断の強イヒを図り、経営が悪化あ
るいは悪化が懸念される施設に対する

経営支援に努めること。

(3)顧客ニーズに対応して、経営指標の
策定・診断手法の確立等の年次計画に

基づき、法人全体を対象とした経営診
断の倉」設、経営診断対象施設の追力0等

を段階的に実施する。

(3)年次計画に基づき、平成20年度か
ら簡易経営診断を開始した老人デイサ
ービスセンターについて、今後経営分

析診断等に展開してい<ため、日乍年度
の診断先に対してのフォローアップ調
査を行い、分析診断における経営診断
の着0艮点の検討や経営指標の妥当性の

検証などを行う。

(4)個別経営診断については、中期目標
期間中に延べ 1,400件 以上の診断
を実施する。また、経営が悪化あるい
は悪化が懸念される施設に対し問題点
の解決に重点を置いた診断・支援を図
る経営改善支援事業に重点化し、漸次、

(4)個別経営診断については、平成21
年度に延べ280件 以上の診断を実施
する。

経営改善支援の手法を開発するた

め、実地調査を伴う経営診断の実施を

通じて、具体的な経営管理の実情を把
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
当該経営診断件数の増加に努める。 握する。

(3)社会福祉や医療の制度変更、経営環
境の変イし等による経営者のニーズを的
確に把握し、施設経営を支援するため
の情報の収集・分析・提供の充実3螢イし
に努めること。

(5)利用者の利便の向上を図るため、経
営分析診断については、申込書の受理
から報告書の提示までの平均処理期間

を50日以内とする。

(5)利用者の利便の向上を図るため、経
営分析診断については、申込書の受理
から報告書の提示までの平均処理期間

を50日以内とする。

(6)施設経営者等が経営状況を客観的に
把握できるように、年次計画に基づき、

経営指標の対象施設の拡大を段階的に

図る。

(6)年次計画に基づき、平成20年度か
ら情報収集等を開始した以下の対象に

関し、収集したデータの分析と実地調

査などを行い、経営指標の検証・見直
しを進める。

○ 保育所
〇 認知症高齢者グループホーム
また、以下の対象について経営指標
の策定を目指した情報の収集を進め
る。

○ 障害者自立支援法に係る事業

(7)安定的かつ効率的な法人運営に寄与
するため、財務面や収支面等の経営指

標の組み合わせによる、法人I‐体の格

付についての研究及び導入を図る。

(7)平成20年度に調査・研究を行った
法人全体の定量的な指標候補につい

て、決算データ等によって、指標の妥

当性を検討する。併せて、定性的な情

報の視点について検討する。

(8)施設の経営実態及び経営改善事例や
経営統合・分離手法等について年次計
画に基づき調査研究を行い、施設経営
を支援するための情報を施設経営者等
に的確に提供する。

(8)平成20年度に実施したものを含む
機構の調査・研究の成果について、セ

ミナー等において広<情報提供を開始
する。

(4)集団経営指導及び1固別経営診断の各
業務において、運営費交付金の縮減の
観点から自己収入の拡大に努めるこ
と。

(9)集団経営指導及び個別経営診断の各
業務において、運営費交付金の縮減の

観点から適切なサービス・料金体系の

設定と受講者等の増力0を図ることによ
り、中期目標期FoO中 において実費相当
額を上回る自己収入を確保する。

(9)集団経営指導及び個別経営診断の各
業務において、運営費交付金の縮減の

観点から適切なサービス・料金体系の

設定と受講者等の増力Dを図ることによ
り、実費相当経費を上回る自己収入を

確保する。
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自己評定 評 定

を i彗罪澪IF:祀TI弾 i却
[数値目標]

① 集団経営

② については、次の数値目標

項  目 20年度計画 中期計画

延べ診断件数 280件以上 1,400イ牛以上

平均処理期間 50日以内 50日以内

③ 集団経営指導及び個別経営診断の各業務において、中期目標期間
中、実費相当額を上回る自己収入を確保する。

町導lcつい (は、次の数値目絆を達成する
項  目 20年度計画 中期計画

開催告知 平均10週間前 平均10週間前

延べ受講者数 2,520人以上 12,600A以 上

満足度指数 平均65ポイント以上 平均65ポイント以上

[数値目標]

①

査を実施した結果′独三計により算出

導については、次の数値目標を達成する。

項  目 20年度計画 中期計画

開催告知 平均」○週間前 平均10週間前

延べ受講者数 2,520人 以上 12,600人以上

満足度指数※ 平均65ポイント以上 平均65ポイント以上

=貰認雌罫ご対してI意見∵鮮檬等菱需馘するフジけ世ド
※ 満足度指数の内容を分かりやすくするため追加 :

② については、 を達成する。

項 目 年度計画 中期計画

延べ診断件数 280件以上 1,400件以上

平均処理期間 50日以内 50日以内

③ 集団経営指導及びlEllll経営診断の各業務において、中期目標期間
中、実費相当額を上回る自己収入を確保する。

④ 個別経営診断を利用した施設経営者に対してアンケート調査を実
施し、70%以上の施設経営者から、診断結果が施設経営の改善等
の計画を策定する上で役立ったとの回答を確保する。

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウ トカム指標を追加  :
0..口 ....口 .●●●●●●●●●ロロ00●■●●●●●●●口●●口●●●口●●●口●「

[評価の視点]
○ セミナーの開催告知について、中期計画に定められた期間内に行
うなど、受講希望者の機会確保とPRに努めたか。

Ｏ

　

Ｏ

セミナーの受講者数について、中期計画を達成しているか。

カリキュラムの工大により、受講者へのアンケート調査における
満足度指標が中期計画を達成しているか。

法人全体を対象とした経営診断の創設、経営診断対象施設の追加
等の診断メニューの多様化を段階的に実施し、個別経営診断の普及
に努めているか。

個別経営診断について、延べ診断件数が中期計画を達成している
か。

○

[評価の視点]
○ セミナーの開催告矢Dについて、中期計画に定められた期間内に行
うなど、受講希望者の機会確保とPRに努めたか。

○

セミナーの受講者数について、中期計画を達成しているか。

カリキュラムの工夫により、受講者へのアンケート調査における
満足度指標が中期計画を達成しているか。

法人全体を対象とした経営診断の創設、経営診断対象施設の追加

等の診断メニューの多様化を段階的に実施し、個別経営診断の普及
に努めているか。

個別経営診断について、延べ診断件数が中期計画を達成している
ノい 。
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○

○

〇

　

〇

○

○

経営改善支援事業に重点化を図り、問題点の解決に重点を置いた
診断・支援を適切に実施し、健全な施設経営の支援に努めているか。

申込書受理日から報告書提示までの所要期Fo5が中期計画を達成し
ているか。

経営指標の対象施設の拡大を段階的に図つているか。

財務面や収支面等の経営指標の組み合わせによる、法人全体の格
付についての研究及び導入を図っているか。

施設経営を支援するための情報を施設経営者等に的確に提供して
いるか。

集団経営指導及びlEl別経営診断の各業務において、適切なサービ
ス・料金体系の設定と受講者等の1曽力0を図り、中期目標期間中に実
費相当額を上回る自己収入を確保しているか。

○

○

○

○

○ 個別経営診断を利用した施設経営者に対してアンケート調査を実
施し、70%以 上の施設経営者から、診断結果が施設経営の改善等
の計画を策定する上で役立ったとの回答が得られているか。

○ 経営改善支援事業に重点化を図り、問題点の解決に重点を置いた
診断・支援を通切に実施し、健全な施設経営の支援に努めているか。

○ 申込書受理日から報告書提示までの所要期FoOが中期計画を達成し
ているか。

経営指標の対象施設の拡大を段階的に図っているか。

財務面や収支面等の経営指標の組み合わせによる、法人全体の格
付についての研究及び導入を図っているか。

施設経営を支援するための情報を施設経営者等に的確に提供して
いるか。

集団経営指導及び個別経営診断の各業務において、適切なサービ
ス・料金体系の設定と受講者等の増加を図り、中期目標期間中に実
費相当額を上回る自己収入を確保しているか。

今回新たに視点を追力0

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
●..、口.....●●●●●●●●●●●口●■l● 口●●●口●●●●●●●●●口●●口●●「

○ 国民のニーズとすれている事務・事業や、費用に対する効果が小
さ<継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを割っているか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

長寿・子育て。障害者基金事業 (透明
て公正な助成の実施 )
長寿・子育て・障害者基金事業につい

ては、国から出資を受けた長寿。子育て・

障害者基金の運用益 (独立行政法人福祉
医療機構法の一部を改正する法律 (平成
16年法律第139号 )による改正後の
独立行政法人福祉医療機構法 (平成 14
年法律第 166号 )附員」第 11条第 1項
に基づ<場合にあっては、基金の一古Bを
取り崩すことにより得られた利益とす

る。)を用いて、独8‐l的・先駆的な活動
など民間の倉J意工夫を活かしたボランテ

ィア団体等における自発的な福祉活動に
文」し、次に掲げる方針の下で、効果00に

資金助成を行うことにより、多様な福祉
ニーズに対応できる社会環境の醸成に努
めること。

5 長寿 。子育て。障害者基金顎業 (透明
て公正な助威の実施)

長寿 。子育て・障害者基金事業につい

ては、国から出資を受けた長寿・子育て・

障害者基金の運用益 (独立行政法人福祉

医療機構法の一部を改正する法律 (平成

16年法律第 139号 )による改正後の
独立行政法人福祉医療機構法 (平成 14
年法律第 166号 )附貝」第 11条第 1項
に基づ<場合にあっては、基金の一音Bを
取り崩すことにより得られた利益とす

る。)を用いて、独倉」的・先駆的な活動
など民間の創意工夫を活かしたボランテ

ィア団体等における自発的な福祉活動に

対し、次に掲げる方針の下で、効果的に

資金助成を行うことにより、多様な福祉
ニーズに対応できる社会環境の醸成に努
める。

5 長寿 。子育て。障害者基金事業 (透明
て公正な助威の実施)

長寿・子育て・障害者基金事業につい

ては、公平性・透明性を確保し、幅広<
国民のニーズに応える観点から、外部有

識者からなる基金事業審査・評価委員会

(以下「審査・評価委員会」という。)

において、審査方法や採択基準の見直し、

機構の主体性のさらなる発揮など、今後
の基金事業の方向性、課題について、具

体的な改善策を議論してきたことを踏ま

え、平成21年度から、助成区分や助成
テーマ、NPO等 のニーズに対する柔軟
な助成の対応、NPO等 を育成する観点
での対象経費など、地域の民間福祉活動

を支援してい<ため、基金事業のあり方
を抜本的に見直す。また、特に今日的な
ニーズや課題に対応した事業に対し積極

的な支援に取り組んでいくこととする。

)長寿・子育て・障害者基金の助成事
業 (以下「基金助成事業」という。)
の募集に当たっては、毎年度、助成方
針を定め公表すること。その際、制度

改革等により変イヒするIEX策課題や多様

化する国民ニーズに即して、毎年度、

各基金ごとに、同事業の目的に6、さわ
しい重点助成分野を国と協議のうえ設

定し、助成方針に明記すること。

また、幅広く助成配分する観点から、
重点助成分野の見直しを行う等、事業
内容の特性に配慮しつつ、助成事業の

固定化回避に努めること。

)長寿・子育て ,障害者基金の助成事
業 (以下「基金助成事業」という。)

の募集に当たっては、毎年度、外部有

識者からなる基金事業審査・評価委員

会 (以下「審査・評価委員会」という。)
において、前年度に実施した事後評価

結果等を踏まえ、助成方針を定め、募

集要領等に明記する。

その際、毎年度、各基金ごとに設定

した重点助成分野についても、併せて

募集要領等に明記する。

また、基金で幅広<助成配分する観
点から、必要性や効果を十分考慮し、

事業内容の特性に配慮しつつ、助成事

業の固定化回避に努める。

)長寿・子育て ,障害者基金の助成事
業 (以下「基金助成事業」という。)
の募集に当たっては、助成区分や助成

テーマ、NPO等 のニーズに対する柔
軟な助成の対応、NPO等 を育成する
観点での対象経費など、地1或の民間福

祉活動を支援してい<ため、基金事業
のあり方を抜本的に見直し、平成22
事業年度の募集要領等に明記する。

① 重点助成分野については、NPO
等が実施する地i或での今日的なニー

ズや言果題に対応した事業に対し、機

構が積極的に支援するテーマを設定
し、重点助成分野に位置づけるとと

もに、募集要領等に明記する。

② 幅広<助成配分する観点から、必
要性や効果を十分考慮し、事業内容
の特性に配慮しつつ、助成事業の固

定化回避について、31き続き取り組

む。

(2)基金助成事業の選定については、毎
年度、選定方針を定め、外音口有識者か

(2)基金助成事業の選定に当たっては、
毎年度、審査・評価委員会において、

(2)平成22事業年度の基金助成事業の
選定に当たっては、審査・評価委員会
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
らなる委員会において公正に選定を行
うなど、客観性及び透明性の確保を図
ること。

選定方針を策定するとともに、当該選
定方針に基づいて審査し、採択を行う。
この際、以下の方針を助成方針に明

記し、当方針に基づき審査・採択を行
つ。

なお、地域の実情に即したきめ細か

な事業の推薦に均一性を確保するた

め、毎年、事務説明会を開<ほか、必
要に応じて事務指導を行う。

・ 地1或における独自」的・先駆的事業
及び地域の実情に即したきめ細かな
事業については、事業継続の能力及
び意向を重視した審査、選定を行い、

事後評価において、中期目標期間内
に、特別な場合を除き、平均して8
6%以上の事業が助成終了後も継続
されること。

・ 全国的な効果を期待して実施する

事業については、よリー層厳格な審
査を行うとともに、地域における独

創09・ 先駆的事業及び地10mの実情に
即したきめ細かな事業について、優
先的な採択を行うことにより、特別
な場合を除き、全助成件数の80%
以上が独創09・ 先駆的事業等である
こと。

において、平成20事業年度分の事業
評価の成果等を踏まえ、選定方針を策
定するとともに、当該選定方針に基づ

いて審査し、採択を行うものとする。

① 者β道府県社会福祉協議会等から推
薦を要する事業については、その推
薦の均―性を確保するため、都道府
県社会福祉協議会等を対象とした事

務説明会を開くほか、必要に応じて

事務指導を行うものとする。
② 地i或における独創的・先駆的事業
及び地1或の実情に即したきめ細かな
事業については、事業継続能力及び
意向を重視した審査、選定を行い事
後評価において、中期目標期間内に、
特別な場合を除き、平均して85%
以上の事業が助成事業終了後も継続
されるよう事業を選定するものとす
る。

③ 地域における独倉」的・先駆的事業
及び地域の実情に即したきめ細かな
事業について、優先的な採択を行う
ことにより、特別な場合を除き、全
助成件数の80%以 上が独倉」的・先
駆的事業等であるものとする。

(3)助成事業交付申請等に当たっての事
務負担の軽減を図るため、各種提出書
類の電子化などを行うこと。

(3)助成先団体等の事務負担の軽減を図
るため、各種提出書類の電子化などを
行う。

(3)助成先団体等の事務員担の軽減を図
るため、各種提出書類の様式の見直し
を行うとともに、平成20年度に構築
した電子申請システム (助成金交付要
望書、助成金交付申請書、概算払請求
書、事業完了報告書等)において、評
価事業にかかる機能 (フ ォローアップ
調査等)の運用を開始する。

(4)助 成交付申請の受理から交付決定ま
での平均処理期間を 30日 以内とす
る。

(4)平成20事業年度分の助成金交付申
請書の受理から交付決定までの平均処
理期間を30日以内とする。
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(4)基金の運用については、安全かつ確
実な方法による運用を基本としながら

も可能な限り運用効率を高めるよう努
めること。

(5)安全で安定的な運用収益を確実に上
げるための運用方法を検討し、計画的

に導入する。

(5)平成20年度において見直しした運
用計画に従い、計画的に実行する。

(6)経済情勢や市場状況に関する情報を
不断に把握し、安全確実で、かつ、効

率的な運用を行い、長期金利の指標で

ある国債の平均金利を上回る運用収益

を上げる。

(6)経済情勢や市場1犬況に関する情報を
不断に把握し、安全確実で、かつ、効

率00な運用を行い、長期金利の指標で

ある国債の平均金利を上回る運用収益

を上げる。
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自己評定 定評

[数値目標]

① 地域における独倉J的・先駆的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業については、事後評価において、中期目標期間内に、特別
な場合を除き、平均して85%以上の事業が助成終了後も継続され
ること。

② 地域における独創的・先駆的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業について、優先的な採択を行うことにより、特別な場合を
除き、全助成件数の80%以上が独創的・先駆的事業等であること。

③ 助成交付申請の受理から交付決定までの平均処理期間を30日以
内とする。

④ 長期金利の指標である国債の平均金利を上回る運用収益を上げ
る。

[数値目標]

① 地域における独創的・先駆的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業については、事後評価において、中期目標期間内に、特B」
な場合を除き、平均して85%以上の事業が助成終了後も継続され
ること。

② 地1或における独倉J00・ 先SΣ的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業について、優先的な採択を行うことにより、特別な場合を
除き、全助成件数の80%以上が独倉10」・先駆的事業等であること。

③ 助成交1寸申請の受理から交付決定までの平均処理期間を30日以
内とする。

④ 長期金利の指標である国債の平均金利を上回る運用収益を上げ
る。

[評価の視点]
○ 毎年度、外部有識者からなる審査・評価委員会において、前年度
に実施した事後評価結果等を踏まえ、助成方針を定め、募集要領等
に明記しているか。

○ 毎年度、政策課題や多様化する国民ニーズに即した重点助成分野
が設定されているか。

○ 基金で幅広く助成配分する観点から、重点助成分野の見直しを行
う等、助成事業の固定化回避に努めているか。

○ 毎年度、審査・評価委員会において、選定方針を策定するととも
に、当該選定方針に基づいて審査し、採択を行つているか。

○ 地上或の実情に即したきめ細かな事業の推薦に均―性を確保するた
め、毎年、事務説明会を開くほか、必要に応じて事務指導を行つて
いるか。

○ 地域における独創的・先駆的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業については、助成終了後も事業を継続している助成団体割
合が、特BUな場合を除き中期計画の数値を達成しているか。 (助成
事業実施の翌″年度に測定)

つ に占める特定非営利活動法人等が実施する独倉JOい 先

[評価の視点]

○ 毎年度、外部有識者からなる審査 ,評価委員会において、前年度
に実施した事後評価結果等を踏まえ、助成方針を定め、募集要領等
に明記しているか。

○ 毎年度、政策課題や多様イじする国民ニーズに即した重点助成分野
が設定されているか。

○ 基金で幅広<助成配分する観点から、重点助成分野の見直しを行
う等、助成事業の固定化回避に努めているか。

○ 毎年度、審査・評価委員会において、選定方針を策定するととも
に、当該選定方針に基づいて審査し、採択を行っているか。

O 地域の実情に即したきめ細かな事業の推薦に均―性を確保するた
め、毎年、事務説明会を開くほか、必要に応じて事務指導を行つて
いるか。

○ 地域における独創的・先駆的事業及び地域の実情に即したきめ細
かな事業については、助成終了後も事業を継続している助成団体割
合が、特別な場合を除き中期計画の数値を達成しているか。 (助成
事業実施の翌々年度に浪」定)

○ 総助成件数に占める特定,E営利活動法人等が実施する独自」的・先
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O

駆的事業及び地域の実情に即したきめ細かな事業への助成件数の割
合が、特別な場合を除き中期計画の数値を達成しているか。

助成先団体等の事務負担の軽減を図るため、各種提出書類の電子

化などを行っているか。

助成金交付申請書受理日から交付決定日までの平均処理期間につ
いて、中期計画を達成しているか。

安全で安定的な運用収益を確実に上げるための運用方法を検討
し、計画09に導入しているか。

長期金利の指標である国債の平均金利を上回る運用収益を上げて
いるか。

○

○

駆的事業及び地i或の実情に日Dしたきめ細かな事業への助成1牛数の割

合が、特別な場合を除き中期計画の数値を達成しているか。

助成先団体等の事務負担の軽減を図るため、各種提出書類の電子

化などを行っているか。

助成金交付申請書受理日から交付決定日までの平均処理期間につ

いて、中期計画を達成しているか。

安全で安定的な運用llR益 を確実に上げるための運用方法を検討

し、計画的に導入しているか。

長期金利の指標である国債の平均金利を上回る運用収益を上げて
いるか。

○

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

:IIII:i,li,II::言藍||li草IiIII:
0 国民のニーズとすれている事務 ,事業や、費用に対する効果が小
さく継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検言Iを行い、
その結果に基づき、見直しを図っているか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

6 長寿 。子育て。障害者基金事業 (事後
評日と助膚事業の膚果の曽凛)
(1)助成した事業の事後評価制度につい
ては、毎年度、評価すべき重点事項を

定めた評価方針を定め、効率的かつ効
果的な運営を行い、事後評価の結果を
助成制度の改善に適正に反映するこ
と。

6 長寿 。子育て・障害者基金事業 (事後
壽日と助咸事業の成果の普及)
(1)事後評価制度の効率的かつ効果的な
運用を図るため、毎年度、評価すべき

重点事項を定めた事後評価方針を定

め、当方針に基づき事後評価を実施ず

る。

6 長寿・子育て。障害者基金事業 (事後
評口と助威事業の膚果の曽凛)
長寿 。子育て・障害者基金における事
後評価については、平成20年度に外部
有識者からなる審査・評価委員会におい

て、よリー層の公平性・透明性を確保し、

限られた資源の適正配分や有効活用を行
うための方策や、NPO等 の民間福祉活動
への効果的な支援を目指した事業展開の

ための基礎となる評価の実施について検
討を重ねてきた。
これらの検討を踏まえて、平成21年
度においては、評価方法などの見直しに
力0え、機構が主体性を持つて地域の民間
福祉活動を積極的に支援してい<ため、
評価事業を通じて、得られた成果の普及

や団体FB5のネットワークづくりなどの各
種の支援に取り組むとともに、こうした

事業展開を行うための専門性の向上に努
めることとする。

(1)事後評価制度の効率的かつ効果的な
運用を図るため、平成21事業年度に
おいて、評価すべき重点事項を定めた

事後評価方針を定め、当方針に基づき、

事後評価を実施する。

① 事後評価のうち、助成団体へのヒ
フリングを通して行う評価について

は、平成21事業年度において 10
0事業以上実施するものとする。
② 助成先団体の助成年度以β鋒の事業
展開にも有効的な助言を行うため、
ヒアリング評価の実施方法の見直し

を行う。

(2)活動団体の応募機会の確保に努める
とともに、活動団体が利用し易い基金
助成制度とするため、事後評価の結果
を踏まえて、制度の継続的な改善を行
うこと。

(2)事後評価の結果は、速やかに公表す
るとともに、活動団体が利用し易い基

金助成制度とするため、募集要領、選
定方針等に反映するなど、基金助成制

度の継続的な改善に活用する。

(2)事後評価の結果は、速やかに公表す
るとともに、活動団体が利用し易い基
金助成制度とするため、平成22事業
年度の募集要領、選定方針等に反映す
るなど、基金助成制度の継続的な改善
に活用する。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

(3)基金助成事業の助成対象は特定非営
利活動法人等組織基盤が脆33な団体が

多いことを踏まえ、事業活動に関する

相談の充実に努めること。

(3)職員の専P5性を高めることにより、
助成団体の事業実施に対し的確な助言
ができるように努める。

(3)職員の専門性を高めることにより、
助成団体の事業実施に対し的確な助言
ができるように努める。

① 今日的な福祉課題を把握し、機構
が主体性を持つて民間福祉活動を積

極的に支援していくため、現地調査、

意見交換、研修等を計画的に実施す
る。

② NPO等の地1或の民間福祉活動に
対しては、事業計画段階から、助成

年度中、事業完了後においても的確
な相談、助言が可能な専F5スタッフ

の育成やその体制づ<り を図る。
③ 専P3家や福祉現場とのネジトワー
クづ<り によつて、福祉現場の活性
化や専門スタッフの育成に結びつ<
ような事業展開についての方策をた
てる。

(4)助 成事業の事後評価後においても、
活動団体の継続的な1犬況の把握に努め

る。

(4)助成事業の事後評価後においても、
平成21事業年度において、 1年経過
後に行うフォローアップ調査にな0え、

さらに数年後にもフォローアップ調査

を計画・実施し、活動団体の継続的な

状況の把握に努めるとともに、その成

果を平成22事業年度の募集要領及び
選定方針等に活かす。

(4)事後評価等の結果を踏まえ、事業効
果の高い事業等の周知とその効果Otな

普及を推進すること。

(5)事後評価結果等を踏まえ、事業効果
の高い優れた助成事業等を公表し、広

<周知を行うほか、他の助成団体等と
の情報の共有化等を行う。

(5)事後評価結果等を踏まえ、平成21
事業年度において、事業効果の高い優

れた助成事業等をホームページや広報

誌などで/AN表 し、広<周知を行うほか、
他の助成団体等との情報の共有化や意

見交換を行うなどにより、民間福祉団

体のニーズを把握する。

また、様々なメディアを横断的に活

用し、地域に密着した支援すべきNP
Oなどの民間福祉活動を広<普及啓発
する。
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(6)事業効果の高い優れた事業について
は、効果的な普及を行う。このため、

助成事業説明会や報告会並びに相談会

を中期目標期間内に 15回以上開催す
る。

(6)事業効果の高い優れた助成事業の周
知及び効果的な普及を行うため、平成

21事業年度において、事業報告会(助
成事業説明会及び相談会と合わせて実

施)を計3回以上開催する。
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自己評定 定評

4=籠葺J岬 等ま線行
'

評価の視点等 〈案)

[数値目標]

○ 助成事業説明会や報告会並びに相談会を中期目標期間内に 15回
以上開催する。

[数値目標]

○ 助成事業説明会や報告会並びに相談会を中期目標期間内に 15回
以上開催する。

:○ 助成先団体のうち、80%以 上の団体から、助成事業を通じて新
: たに他団体・関係機関等との連携等の効果があったとの回答を確保
: する。

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
0.........●●●●口●

"●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●|..● ●′

[評価の視点]

○ 毎年度、評価すべき重点事項を定めた事後評価方針を定め、
針に基づき事後評価を実施しているか。

事後評価の結果を速やかに公表するとともに、その結果が、募集
要領、選定方針等の基金助成制度の継続的な改善に活用されている
か。

専門性の高い職員を育成し、助成団体の事業実施に対し的確な助
言ができているか。

事後評価後における活動団体の1犬況についても、継続的に把握し
ているか。

○ 事後評価結果等を踏まえ、事業効果の高い優れた助成事業等を公
表し、広く周知を行っているか。

○ 他の助成団体等との情報の共有化等を行つているか。

○ 事業効果の高い優れた事業について、効果的な普及を行うため、
助成事業説明会や報告会並びに相談会について、中期計画に示され
たとおり実施しているか。

○

[評価の視点]

○ 毎年度、評価すべき重点事項を定めた事後評価方針を定め、当方
針に基づき事後評価を実施しているか。

○ 事後評価の結果を速やかに公表するとともに、その結果が、募集
要領、選定方針等の基金助成制度の継続00な改善に活用されている
か 。

○ 専門性の高い職員を育成し、助成団体の事業実施に対し的確な助
言ができているか。

○ 事後評価後における活動団体の状況についても、継続的に把握し
ているか。

○ 事後評価結果等を踏まえ、事業効果の高い優れた助成事業等を公
表し、広<周矢0を行つているか。

○ 他の助成団体等との情報の共有化等を行つているか。

○ 事業効果の高い優れた事業について、効果的な普及を行うため、
助成事業説明会や報告会並びに相談会について、中期計画に示され
たとおり実施しているか。

〇 国民のT―ズとすれている事務・事_tや、費用に対する効果が小
さ<継続 9‐ る必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直 L/を図っているか。

: ○ 助成先団体のうち、80%以上の団体から、助成事業を通じて新
: たに他団体・関係機関等との連携等の効果があったとの回笞が得ら
: れているか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

退職手当共済事業
退職手当共済事業は、社会福祉施設等
を経営する社会福祉法人等の相互扶助の

精神に基づき、社会福祉施設等に従事す
る職員について退職手当共済制度を確立
し、もって社会福祉事業の振興に寄与す
るため、以下の点に留意してその適正な
実施に努めること。

週■手当共済事業
退職手当共済事業は、社会福祉施設等

を経営する社会福祉法人等の相互扶助の

精神に基づき、社会福祉施設等に従事す

る職員について退職手当共済制度を確立
し、もって社会福祉事業の振興に寄与す

るため、以下の点に留意してその適正な

実施に努める。

退職手当共済事業
退職手当共済事業は、社会福祉施設等

を経営する社会福祉法人等の相互扶助の

精神に基づき、社会福祉施設等に従事す

るFel員 について退職手当共済制度を確立
し、もって社会福祉事業の振興に寄与す

るため、以下の点に留意してその適正な
実施に努める。

なお、当該事業における被共済職員数、
退職手当支給者数、退職手当金支給額及

び単位推卜金額を次のとおり見込む。

(参考)

区 分 平成 21事業年度

被共済職員数

(4/1現在)
666,285人

退職手当金

支給者数
75,120人

退職手当金

支給額
89,910,261二F円

単位掛金額 44,700円

(1)退職手当金の給付事務の効率化によ
り、請求書の受付から給付までの平均

処理期間の短縮を図ること。

(1)退職手当金支給に係る事務処理の効
率化を図ることにより、請求書の受付
から給付までの平均処理期間を75日
以内とする。

(1)請求書の受付から給付までの平均処
理期間について、事務処理の効率化を

図りながら、75日以内とする。

(2)利用者への説明会や提出書類の簡素
化等により、利用者の手続き面での利
便性の向上及び負担の軽減に努めるこ
と。

(2)業務委託先が実施する共済契約者の
事務担当者に対する実務研修会に機構

職員を派遣し、制度内容の周知と適正

な手続きに関する指導を行うととも
に、必要に応じて共済契約者を直接訪
問して個局u指導を行う。

(2)共済契約者の事務担当者を対象に業
務委託先が実施する全ての実務研修会
に機構職員を派遣し、制度内容の周知、

掛金届や請求書等の作成上の留意点等
について指導するとともに、必要に応

じて共済契約者を直接訪問し、事務取
扱について指導を行う。

また、加入促進を図るため、関係団
体の協力を得てバンフレット等を配布

するとともに、効果的な制度の周矢0万

法を検討するため、新規契約者に対す
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
るアンケート調査を実施する。

(3)提出書類の電子届出イじ及び簡素化等
を進めることにより、利用者の手続き

面での負担を軽減する。

(3)利用者の手続き面での負担を軽減す
るため、次の措置を請じる。

① 電子届出システムについて、利用
者アンケート調査を実施し、その結
果をシステム改善や操作性向上に反

映させ、利用促進を図る。

② 加入届について、電子届出システ
ムで作成できる機能の運用を開始す
る。

③ 電子化されていない届出書類の電
子化について、電子イじの効果を踏ま

えて取扱方針を作成する。

④ 届出書類に添付する証明書等の省
略ができないか見直しを行う。

(3)業務委託先への業務指導を徹底する
ことにより、窓□相談、届出受理の機

能強化を図ること。

(4)業務委託先の窓□相談・届出受理の
機能強化を図るため、業務委託先の事

務IB当者に対する事務打合せ会を実施

するほか、必要に応じて業務委託先を

個Bljに訪問して業務指導の徹底を行
1)。

(4)業務委託先の事務担当者に対する事
務打含せ会を実施し、事務処理の円

滑・適正な実施を周知する。

また、必要に応じて業務委託先を個

Bllに訪問して業務指導の徹底を行う。
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評 価 の 視 点 等 自己評定 定評

1躙冥畢:

[数値目標 ]

○ 請求書の受付から給付までの平均処理期間を75日以内とする。
[数値目標]

① 請求書の受付から給付までの平均処理期間を75日以内とする。
(参考 :19年度 617日 20年度 448日 )
・
さ
・
菖学崖選Siデムiごぢjiを 1・す支チ施讐お菌椛高上場箇らI・
利用者アンケート調査で、70%以 上の共済契約者から、退職手当
共済制度に係る事務処理が簡素化されたとの回答を確保する。

今回新たに視点を追10

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
0.........●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●口●●口●●●●●●′

[評価の視点]

O 請求書受付日から退職手当金の振込日までの所要期FB5に ついて中
期計画を達成しているか。

なお、退職手当金の支給原資のうち、国及び地方公共団体の補助
金等の予算制約が生じた場合は、当該事情を考慮する。

○ 共済契約者の事務担当者に対する実務研修会等において、制度内
容の周矢0と適正な手続きに関する指導に努めているか。

○ 必要に応じて共済契約者を直接訪問して個B」指導を行つている
プい。

O 提出書類の電子届出化暴び簡素イじ等を進めることにより、利用者
の手続き面での負担を軽減しているか。

○ 業務委託先の事務担当者に対する事務打合せ会を実施するほか、
必要に応じて業務委託先を個別に訪問して業務指導の徹底を行つて
いるか。

[評価の視点]

○ 請求書受付日から退職手当金の振込曰までの所要期間について中
期計画を達成しているか。

なお、退職手当金の支給原資のうち、国及び地方公共団体の補助
金等の予算制約が生じた場合は、当該事情を考慮する。

○ 共済契約者の事務IB当者に対する実務研修会等において、制度内
容の周矢0と適正な手続きに関する指導に努めているか。

○ 賭要にFbilじて共済契約者を直接訪問して個号」指導を行っている
か。

○ 提出書類の電子届出化及び簡素化等を進めることにより、利用者
の手続き面での負担を軽減してぃるか。

・・
も
・・
1亀享i言:1liジ支芋ムiどち;,そ1・

ロ
ジ支手葛譲讐お蘭1置高11:itijら I°

・
利用者アンケート調査で、70%以 上の共済契約者から、退職手当
共済制度に係る事務処理が簡素化されたとの回答が得られている
か。

○ 業務委託先の事務IB当者に対する事務打合せ会を実施するほか、
必要に応じて業務委託先を個別に訪問して業務指導の徹底を行つて
いるか。

0 国民のニーズとずれている事務・事業や、費用l_文]する効果が小
さく継続する閉要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結塁に基づき、見直しを図っているか^
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

心身障害者扶養保険事業
′出身障害者扶養保険事業 (以下「扶養
保険事業」という。)については、地方
公共団体が実施する心身障害者扶養共済
制度 (以下「扶養共済制度」という。)
によって地方公共団体が加入者に対して

負う共済責任を保険する事業に関する業
務を安定的に行うことにより、|い身障害

者の保護者の不安を解消し、保護者死亡

後のい身障害者の生活安定に寄与するこ

とを目的とし、以下の点に特に留意して
その適正な実施に努めること。

なお、扶養共済制度に関し、国におい
ては、その安定00な運営を図り、1詈来に

わたり障害者に対する年金給付を確実に

行うため、 19年度末の積立不足に対応
し、機構が定期的に行う扶養共済制度の

長期的な財政状況の検証を踏まえ、毎年

度予算編成を経て必要な財政支援措置を
各地方公共団体とともに請ずることと

し、機構は、上記の国 。地方/AN共団体に

よる財政措置を踏まえ、資金の安全かつ

効率的な運月に努めること。

心身障害者扶姜保険事業
,い身障害者扶養保険事業 (以下「扶養

保険事業」という。)については、地方
公共団体が実施する心身障害者扶費共済

制度 (以下「扶養共済制度」という。)
によって地方公共団体が力0入者に対して

負う共済責任を保険する事業に関する業
務を安定的に行うことにより、心身障害

者の保護者の不安を解消し、保護者死亡

後の心身障害者の生活安定に寄与するこ

とを目的とし、以下の点に特に留意して

その適正な実施に努める。

心身障害者扶養保険事業
心身障害者扶養保険事業 (以下「扶養

保険事業」という。)に ついては、地方
公共団体が実施する心身障害者扶養共済

tll度 によって地方公共団体が力0入者に対

して負う共済責任を保険する事業に関す

る業務を安定的に行うことにより、心身

障害者の保護者の不安を解消し、保護者

死亡後の,い身障害者の生活安定に寄与す

ることを目的とし、以下の点に特に留意

してその適正な実施に努める。

なお、当該事業における新規力D入者数

その他を次のとおり見込む。

参考

区  分 平成 21事業年度

新規力0入者数

新規年金受給者

数

1,034人

2,362人

81,856人

48,147人

8,337,900二 F円

12,063,132千円

保険対象加入者

数

年金給付保険金

支払対象障害者

数

死亡・障害保険

金額

年金給付保険金

額

(1)財政1犬況の検証
扶養保険事業の安定的な運営を図
り、将来にわたり障害者に対する年金

給付を確実に行うため、毎年度、扶養
保険事業の財政状況を検証するととも
に、力o入者等に対し公表すること。

なお、国においては少な<とも5年
ごとに保険料水準等の見直しを行なう
こととしていることから、基礎数値等

見直しに必要な情報を提供するととも
に、将来的に当該事業の安定的な運営
に支障が見込まれる場合には、厚生労

(1)財政状況の検証
扶養保険事業の安定的な運営を図
り、1薔来にわたり障害者に対する年金

給1」を確実に行うため、毎年度、扶養

保険事業の財政状況を検証するととも

に、加入者等に対し公表する。

なお、検証の結果は、厚生労働省に

報告するとともに、将来的に当該事業
の安定的な運営に支障が見込まれる場

合には、厚生労働大臣に対しその旨申

出をする。

(1)財政状況の検証
平成20年度の決算を踏まえ、財務
状況検討会で財務状況の検証を行い、
検証結果を報告書に取りまとめ、厚生

労働省へ報告するとともに、①地方公
共団体に対しては、事務担当者会議に

おいて報告、②加入者等に対しては、
ホームページで公表、③障害者関係団
体 (親の会等)に対しては、情報提供
を行う。

また、検証の結果、1晋来的に当該事
業の安定的な運営に支障が見込まれる
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
働大臣に対 しその旨申出をすること。 場合には、厚生労働大臣に対しその旨

申出を行う。

(2)扶養保険資金の運用
① 基本的考え方
扶養保険資金の運用については、
制度に起因する資金の特性を十分に
踏まえ、長期的な観点から安全かつ
効率的に行うことにより、将来にわ
たつて扶養保険事業の運営の安定に
資することを目的として行うこと。

② 運用の目標
厚生労働大臣が別途指示する運用
利回りを確保するため、長期的に維
持すべき資産構成割合 (以下「基本
ポートフォリオ」という。)を定め、
これに基づき管理を行うこと。
各年度において、各資産ごとに

各々のベンチマーク収益率を確保す
るよう努めるとともに、中期目標期
間において、各々のベンチマーク収
益率を確保すること。

ベンチマークについては、市場を
反映した構成であること、投資可能
な有価証券により構成されているこ
と、その指標の詳細が開示されてい
ること等の条件を満たす適切な市場
指標を用いること。        |
③ 運用におけるリスク管理    |

_資植覆雹糧尾言辱:讐 E増 |こ F窪湾|

(2)扶養保険資金の運用
① 基本的考え方
扶養保険資金の運用については、

制度に起因する資金の特性を十分に

踏まえ、厚生労lEl大 臣の認可を受け

た金銭信託契約の内容に基づき、長

期的な観点から安全かつ効率的に行
うことにより、将来にわたって扶養

保険事業の運営の安定に資すること

を目的として行う。

このため、分散投資を基本として、
長期的に維持すべき資産構成割合
(以下「基本ポートフォリオ」とい

う。)を、1出身障害者扶養保険資産
運用委員会 (資産運用に精通した外

部専P5家により構成される組織をい

う。以下「資産運用委員会」という。)
の議を経た上で策定し、扶養保険資
金の運用を行う。

② 運用の目標
厚生労働大臣が81」途指示する運用

利回りを長期的に確保するため、基

本ポートフォリオを定め、これを適
切に管理する。

また、運用受託機関の選定、管理
及び評価を適切に実施すること等に

より、各年度における各資産ごとの
ベンチマーク収益率を確保するよう

努めるとともに、中期目標期間にお

いても各資産ごとのベンチマーク収
益率を確保する。
ベンチマークについては、市場を

反映した構成であること、投資可能

な有価証券により構成されているこ
と、その指標の詳細が開示されてい

ること等の条件を満たす適切な市場
指標を用いる。

③ 運用におけるリスク管理
リターン・リスク等の特性が異な

る複数の資産に分散投資することを

(2)扶養保険資金の運用
① 基本的考え方
扶養保険資金の運用については、

制度に起因する資金の特性を十分に

踏まえ、厚生労働大臣の認可を受け

た金銭信託契約の内容に基づき、長

期的な観点から安全かつ効率的に行
うことにより、1薔来にわたって扶養

保険事業の運営の安定に資すること

を目的として行う。

このため、心身障害者扶養保険資
産運用委員会 (資産運用に精通した
外部専門家により構成される組織を
いう。以下「資産運用委員会」とい

う。)の議を経た上で策定した分散
投資を基本として、長期的に維持す
べき資産構成害」合 (以下「基本ポー

トフォリオ」という。)に基づき、
扶養保険資金の運用を行う。

② 運用の目標
ア 基本ポートフォリオに基づきリ
バランスを行い、これを適切に管

理する。

運用受話機関の選定、管理及び
評価を適切に実施すること等によ

り、各資産ごとのベンチマーク収

益率を確保するよう努める。

ベンチマークについては、中期
計画の条件を満たす適切な市場指

標を用いる。

運用におけるリスク管理
リターン・リスク等の特性が異な

る複数の資産に分散投資することを

ウ

③
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に伴う各種リスクの管理を行うこ

と。

④ 年金給1寸のための流動性の確保
扶養保険事業の財政見通し及び収

支状況を踏まえ、年金給付等に必要

な流動性 (現金等)を確保すること。
⑤ 運用に関する基本方針の策定

扶養保険資金の運用について、基
本方針を策定すること。

基本ポートフォリオの策定

基本ポートフォリオは、扶養保険

事業の数理上の前提と整含的なもの

となるように策定することとし、そ

の際、以下の点に留意すること。
・ 厚生労働大臣が月U途指示する運

用利回りを確保するような資産構

成とすること。
・ 扶養保険事業の短期資金需要等

を踏まえて策定すること。
・ 扶養保険事業の財政の安定化の

観点から、変動リスクを一定範囲

にlrpぇ る資産構成とすること。そ
の際、株式のリターン・リスクに
ついては、そのリスク特性に配慮
しつつ、慎重に推計を行い、ポー

トフォリオ全体のリスクを最小限

に抑制すること。

リスク管理の基本とし、運用に伴う

各種リスクの管理を適切に行う。

年金給付のための流動性の確保

年金給付等に必要な流動性 (現金

等)を確保するとともに、効率的な
現金管理を行う。

運用に関する基本方針の策定及び

定期00見直し

扶養保険資金の運用に関する基本

方針を資産運用委員会の議を経た上

で策定し、公表するとともに、少な

<とも毎年 1回検討を力0え、必要が
あると認めるときは速やかに見直し

を行う。

基本ポートフォリオの基本的考え

方

資産運用委員会の議を経た上で策

定される基本ポートフォリオは、扶

養保険事業の数理上の前提と整合的

なものとなるように策定することと

する。

その際、厚生労働大臣が日」途婚示

する運用利回りを確保するような資

産構成とし、扶養保険事業の財政の

安定化の観点から変動リスクを一定

範囲にIβえる。

併せて、株式のリターン・リスク

については、そのリスク特性に配慮
しつつ、慎重に推計を行い、基本ポ
ートフォリオI~体のリスクを最小限
に抑制する。

基本ポートフォリオの策定

基本ポートフォリオを構成する資

産区分については、国内債券、国内

株式、外国債券、外国株式及び短期

資産とする。

扶置保険事業の短期資金需要等に

配慮して、基本ポートフォリオを次

のとおり定める。また、各資産に固

有の収益率の変動の大きさ、基本ポ
ートフォリオにおける組入比率の大

きさ、取引EDス ト等を総合的に勘案
し、乖離許容幅を次のとおり設定す

リスク管理の基本とし、運用に伴う

各種リスクの管理を行う。

年金給付のための流動性の確保

年金給付等に必要な流動性 (現金

等)を確保するとともに、効率的な
現金管理を行う。

運用に関する基本方針の定期的見

直し

扶養保険資金の運用に関する基本

方針の見直しについて資産運用委員

会で検討し、懸要があると認められ

るときは、速やかに見直しを行い、

公表する。
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⑦ 基本ポートフォリオの見直し
基本ポートフォリオの策定時に想
定した運用環境が現実から乖離して
いないかなどについての検証を行
い、必要に応じて随時見直すこと。

③ リスク管理の徹底

基本ポートフォリオ管理を適切に
行うとともに、資産全体、各資産、
各運用受話機関及び各資産管理機関
のリスク管理を行うこと。

る。

区 分
基本

ホ・―トフォリカ 硼
礼国内債券 716% ±8%

国内株式

外国債券

外国株式
短期奮産

78% ±5%
78% ±5%
78%
50%

±5%
±4%

(目 標収益率320%、 標準偏差
505%)

③ 基本ポートフォリオの見直し
基本ポートフォリオの策定時に想

定した運用環境が現実から乖離して

いないかなどについて、毎年 1回、
資産運用委員会で検証を行うととも

に、必要に応じて随時見直す。

⑨ 基本ポートフォリオの管理及びそ
の他のリスク管理

基本ポートフォリオを適切に管理
するため、資産全体の資産構成害」含
と基本ポートフォリオとの乖離状況

を少なくとも月 1回把握するととも
に、必要な措置を講じる。

扶養保険資金について、運用受託

機関への委託等により運用を行うと

ともに、運用受託機関及び資産管理

機関からの報告等に基づき、資産全

体、各資産、各運用受話機関及び各

資産管理機関について、以下の方法

⑥ 基本ポートフォリオの見直し
基本ポートフォリオの策定8吉に想
定した運用環境が現実から乖離して
いないかなどについて、平成21年
度中に1回、資産運用委員会で検証
を行うとともに、必要に応じて随時
見直す。

(参考)平成20年度に策定された基
本ポートフォリオ及び設定された
乖離許容幅

区 分
基本
ホ
・―トフォリオ 硼撤

国内債券

国内株式

716% ±8%
±5%
±5%

78%
78%外国債券

外国株式 78%
螺一螺

短期合産 50%

⑦ 基本ポートフォリオの管理及びそ
の他のリスク管理

基本ポートフォリオを適切に管理
するため、資産全体の資産構成割合
と基本ポートフォリオとの乖離状況

を少なくとも月 1回把握するととも
に、必要な措置を講じる。

扶養保険資金について、運用受託

機関への委託等により運用を行うと
ともに、運用受託機関及び資産管理
機関からの報告等に基づき、資産全

体、各資産、各運用受話機関及び各

資産管理機関について、以下の方法
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⑨ 運用手法

長期保有を前提としたィンデック
ス運用等のパッシブ運用を中心とす
ること。

企業経営等に与える影響への考慮
企業経営等に与える影響を考慮
し、株式運用において個別銘柄の選
択は行わないこと。また、長期的な

株主等の利益の最大化を目指す観点
から、株主議決権の行使などの適切
な対応を行うこと。

⑩

によリリスク管理を行う。
・ 資産全体

資産全体のリスクを確認し、リ
スク負担の程度について分析及び
評価を行うとともに、必要な措置

を講じる。
・ 各資産

市場リスク、流動性リスク、信
用リスク等を管理する。また、金

融・資本市場のグローバル化、緊

密化の進展を踏まえ、ソフリン・

リスク (外国政府の債務に投資す

るリスク)についても注視する。
・ 各運用受話機関

運用受話機関に対し運用ガイド

ライン及びベンチマークを示し、

各社の運用状況及びリスク負担の

状況を把握し、適切に管理する。

また、運用受託機関の信用リス

クを管理するほか、運用体制の変

更等に注意する。
・ 各資産管理機関

資産管理機関に対じ資産管理ガ

イドラインを示し、各機関の資産

管理状況を把握し、適切に管理す

る。

また、資産管理機関の信用リス
クを管理するほか、資産管理体制
の変更等に注意する。

⑩ 運用手法
各資産ともパッシフ運用を中心と

する。

① 企業経営等に与える影響への考慮
企業経営等に与える影響を考慮
し、株式運用において個別銘柄の選
択は行わない。

企業経営に直接影響を与えるとの

懸念を生じさせないよう株主議決権
の行使は直接行わず、運用を委託し

た民間運用機関の判断に委ねる。た
だし、運用受託機関への委託に際し、
コーポレートガバナンスの重要性を
認識し、議決権行使の目的が長期的

によリリスク管理を行う。
・ 資産全体

資産全体のリスクを確認し、リ
スク負担の程度について分析及び
評価を行うとともに、問題がある

場合には適切な措置を講じる。
・ 各資産

各資産における管理すべき市場
リスク、流動性リスク、信用リス

ク等を把握し適切に管理する。ま
た、ソフリン・リスクについても

注視する。

・ 各運用受託機関及び各資産管理

機関

運用受託機関及び資産管理機関
に対し運用及び資産管理に関する

ガイドラインを示し、機関の運用

状況及びリスク負担の状況を把握
し、適切に管理する。

また、運用受託機関及び資産管

理機関の信用リスクを管理するほ
か、運用体制及び資産管理体市」の

変更等に注意する。

③ 運用手法

各資産ともパッシブ運用を中心と

する。

企業経営等に与える影響への考慮

企業経営等に与える影響を考慮
し、株式運用において個別銘柄の選
択は行わない。

企業経営に直接影響を与えるとの

懸念を生じさせないよう株主議決権
の行使は直接行わず、運用を委託し

た民間運用機関の判断に委ねる。た
だし、運用受託機関への委託に際し、
コーポレートガバナンスの重要性を
認識し、議決権行使の目的が長期的

⑨
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① 扶養保険事業に関する生命保険契
約における運用実績等の検証
扶養保険事業の財政状況の検証に
資するため、毎年度、市場環境や投
資行動の観点から運用実績を確認す
る等の検証を行うこと。

な株主利益の最大化を目指すもので

あることを示すとともに、運用受話

機関における議決権行使の方針や行

使状況等について報告を求める。

⑫ 扶養保険事業に関する生命保険契
約における運用実績等の検証

扶責保険事業の財政状況の検証に

資するため、毎年度、市場環境や投

資行動の観点から、外部有識者等か

らなる心身障害者扶養保険事業財務

状況検討会において運用実績を確認

する等の検証を行う。

な株主利益の最大化を目指すもので

あることを示すとともに、運用受託

機関における議決権行使の方針や行
使状況等について報告を求める。

⑩ 扶養保険事業に関する生命保険契
約における運用実績等の検証
平成20年度の生命保険会社の決
算報告等により各社の運用実績等を

把握し、その内容を内部検証すると

ともに、外部有識者等からなる心身
障害者扶養保険事業財務状況検討会

において確認等の検証を行う。

(3)事務処理の適切な実施
心身障害者及びその保護者に対する
サービスの向上を図るため、扶養共済
制度を運営する地方公共団体と相互の

事務処理が適切になされるように連携
を図ること。

(3)事務処理の適切な実施
心身障害者及びその保護者に対する

サービスの向上を図るため、扶養共済

制度を運営する地方公共団体と相互の

事務処理が適切になされるよう連携を

図るため、事務担当者会議を開催する。

(3)事務処理の適切な実施
事務担当者会議を2か所で開催し、
適切に事務処理を行うための留意事項
の徹底等きめ細かに対応する。
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自己評定 評  定

1観行) 午 ω

[数値目標]

① 各年度における各資産ごとのベンチマーク収益率を確保するよう
努めるとともに、中期目標期間においても各資産ごとのベンチマー
ク収益率を確保する。

② 扶養保険資金の運用に関する基本方針を資産運用委員会の議を経
た上で策定し、公表するとともに、少な<とも毎年1回検討を加え、
必要があると認めるときは速やかに見直しを行う。

③ 基本ポートフォリオの策定時に想定した運用環境が現実から乖離
していないかなどについて、毎年 1回、資産運用委員会で検証を行
うとともに、必要に応じて随時見直す。

④ 基本ポートフォリオを適切に管理するため、資産全体の資産構成
割合と基本ポートフォリオとの乖離1犬況を少な<とも月1回把握す
るとともに、必要な措置を講じる。

[数値目標]

① 各年度における各資産ごとのベンチマーク収益率を確保するよう
努めるとともに、中期目標期間においても各資産ごとのベンチマー

ク収益率を確保する。

② 扶養保険資金の運用に関する基本方針を資産運用委員会の議を経
た上で策定し、公表するとともに、少なくとも毎年 1回検討を加え、
必要があると認めるときは速やかに見直しを行う。

③ 基本ポートフォリオの策定時に想定した運用環境が現実から乖離
していないかなどについて、毎年 1回、資産運用委員会で検証を行
うとともに、必要に応じて随時見直す。

④ 基本ポートフォリオを適切に管理するため、資産全体の資産構成
害」合と基本ポートフォリオとの乖離状況を少な<とも月1回把握す
るとともに、必要な措置を講じる。

[評価の視点]

○ 毎年度、扶養保険事業の財政状況を検証するとともに、力o入者等
に対し公表しているか。

○ 長期的に維持すべき資産構成割合 (以下「基本ポートフォリオ」
という。)を、心身障害者扶養保険資産運用委員会の議を経た上で
策定し、扶養保険資金の運用を行っているか。

○ 基本ポートフ2rリ オは、厚生労働大臣が別途指示する運用利回り
を長期的に確保するよう定めているか。

○ 基本ポートフォリオを適切に管理しているか。

○ 運用受話機関の選定、管理及び評価を適切に実施しているか。

O 各年度において、各資産ごとのベンチマーク収益率を確保するよ
う努めているか。

○ 中期目標期間において、各資産ごとのベンチマーク収益率を確保
しているか。

○ ベンチマークについては、市場を反映した構成であること等の条
件を満たす適切な市場指標を用いているか。

[評価の視点]

○ 毎年度、扶養保険事業の財政1犬況を検証することもに、力0入者等
に対し公表しているか。

○ 長期的に維持すべき資産構成割合 (以下「基本ポートフォリオ」
という。)を、心身障害者扶養保険資産運用委員会の議を経た上で
策定し、扶養保険資金の運用を行っているか。

○ 基本ポートフォリオは、厚生労働大臣が81」途指示する運用利回り
を長期的に確保するよう定めているか。

○ 基本ポートフォリオを適切に管理しているか。

○ 運用受話機関の選定、管理及び評価を適切に実施しているか。

○ 各年度において、各資産ごとのベンチマーク収益率を確保するよ
う努めているか。

○ 中期目標期間において、各資産ごとのベンチマーク収益率を確保
しているか。

○ ベンチマークについては、市場を反映した構成であること等の条
件を満たす適切な市場指標を用いているか。
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○ 扶黄保険資金の管理及び運用に伴う各種リスクの管理を適切に行
っているか。

〇 年金給付等に必要な流動性 (現金等)を確保するとともに、効率
的な現金管理を行つているか。

O 扶養保険資金の運用に関する基本方針を資産運用委員会の議を経
た上で策定し、公表しているか。

○ 運用に関する基本方針について、少な<とも毎年 1回検討を力0え、
必要があると認めるときは速やかに見直しを行っているか。

○ 基本ポートフォリオは、中期目標で示された留意点を踏まえ、扶
養保険事業の数理上の前提と整合的なものとなるように適切に策定
しているか。

○ 基本ポートフォリオの策定時に想定した運用環境が現実から乖離
していないかなどについて、毎年 1回、資産運用委員会で検証を行
うとともに、必要に応じて随時見直しているか。

O 資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況を少
なくとも毎月 1回把握し、必要な措置を請じているか。

O 資産全体のリスクを確認し、リスク負担の程度について分析及び
評価を行うとともに、問題がある場合には%要な措置を講じている
フじい。

O 各資産ごとに市場リスク、流動性リスク、信用リスク等を管理し
ているか。

○ ソフリン・リスク (外国政府の債務に投資するリスク)について
も注視しているか。

○ 運用受託機関に対し運用ガイドライン及びベンチマークを示し、
各社の運用状況及びリスク負担の状況を把握し、適切に管理してい
るか。

O 運用受話機関の信用リスクを管理しているか。

○ 資産管理機関に対し、資産管理ガイドラインを示し、各機関の資
産管理状況を把握し、適切に管理しているか。

○ 資産管理機関の信用リスクを管理するほか、資産管理体制の変更
等に注意しているか。

○ 扶養保険資金の管理及び運用に伴う各種リスクの管理を適切に行
っているか。

〇 年金給付等に感要な流動性 (現金等)を確保するとともに、効率
00な現金管理を行つているか。

○ 扶養保険資金の運用に関する基本方針を資産運用委員会の議を経
た上で策定し、7AN表 しているか。

○ 運用に関する基本方針について、少な<とも毎年1回検討を加え、
必要があると認めるときは速やかに見直しを行っているか。

○ 基本ポートフォリオは、中期目標で示された留意点を踏まえ、扶
養保険事業の数理上の前提と整合的なものとなるように適切に策定
しているか。

○ 基本ポートフォリオの策定0きに想定した運用環境が現実から乖離
していないかなどについて、毎年 1回、資産運用委員会で検証を行
うとともに、必要に応じて随時見直しているか。

○ 資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況を少
な<とも毎月 1回把握し、必要な措置を講じているか。

○ 資産全体のリスクを確認し、リスク負担の程度について分析及び
評価を行うとともに、問題がある場合には必要な措置を講じている
プい。

O 各資産ごとに市場リスク、流動性リスク、信用リスク等を管理し
ているか。

○ ソフリン・リスク (外国政府の債務に投資するリスク)について
も注視しているか。

○ 運用受話機関に対し運用ガイドライン及びベンチマークを示し、
各社の運用状況及びリスク負担の状況を把握し、適切に管理してい
るか。

○ 運用受託機関の信用リスクを管理しているか。

○ 資産管理機関に対し、資産管理ガイドラインを示し、各機関の資
産管理状況を把握し、適切に管理しているか。

○ 資産管理機関の信用リスクを管理するほか、資産管理体制の変更
等に注意しているか。
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O

○

○

各資産ともパッシブ運用を中心としているか。

企業経営等に与える彩響を考慮し、株式運用においてlEl別銘柄の
選択は行つていないか。

株主議決権の行使は直接行わず、運用を委託した民間運用機関の

判断に委ね、運用受託機関に対し、コーポレートガバナンスの重要
性を認識し、議決権行使の目的が長期的な株主利益の最大化を目指
すものであることを示すとともに、運用受話機関における議決権行
使の方針や行使状況等について報告を求めているか。

資金の運用であって、時価又は為替相場の変動等の影響を受ける
可能性があるものについて、次の事項が明らかにされているか。(li
については事前に明らかにされているか。)(政・独委評価の視点)
i 資金運用の実績
ii 資金運用の基本的方針 (具体的な投資行動の意思決定主体、運
用に係る主務大臣、法人、運用委託先間の責任分担の者え方等)、
資産構成、運用実績を評価するための基準 (以下「運用方針等」
という。)

資金の性格、運用方針等の設定主体及び規定内容を踏まえて、法
人の責任について十分に分析しているか。 (政・独委評価の視点)

扶養保険事業の財政状況の検証に資するため、毎年度、市場環境
や投資行動の観点から、外部有識者等からなる心身障害者扶養保険
事業財務状況検討会において運用実績を確認する等の検証を行つて
いるか。

心身障害者及びその保護者に対するサービスの自上を図るため、
地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるよう事務担当者会
議を開催しているか。

■

○

○

○

○

○

各資産ともパッシブ運用を中′Lヽとしているか。

企業経営等に与える影響を考慮し、株式運用において個別銘柄の

選択は行つていないか。

株主議決権の行使は直接行わず、運用を委託した民間運用機関の

判断に委ね、運用受託機関に対し、コーボレートガバナンスの重要
性を認識し、議決権行使の目的が長期的な株主利益の最大化を目指
すものであることを示すとともに、運用受託機関における議決権行
使の方針や行使状況等について報告を求めているか。

資金の運用であって、時価又は為替相場の変動等の影響を受ける
可能性があるものについて、次の事項が明らかにされているか。(li
については事前に明らかにされているか。)(政・独委評価の視点)
i 資金運用の実績
ii 資金運用の基本的方針 (具体的な投資行動の意思決定主体、運

用に係る主務大臣、法人、運用委託先間の責任分担の考え方等)、

資産構成、運用実績を評価するための基準 (以下「運用方針等」
という。)

資金の性格、運用方針等の設定主体及び規定内容を踏まえて、法
人の責任について十分に分析しているか。 (政 。独委評価の視点)

扶養保険事業の財政状況の検証に資するため、毎年度、市場環境
や投資行動の観点から、外部有識者等からなる心身障害者扶養保険
事業財務状況検討会において運用実績を確認する等の検証を行って
いるか。

心身障害者及びその保護者に対するサービスの向上を図るため、
地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるよう事務担当者会

議を開催しているか。

■

■

○

○

今回新たに視点を追力B

既に同趣旨の視点を設定済み

ギ
…
りう
・
「男iI藉藻瑳道iI…1

3.ロ ロ.口 ●口●●●
・・・・・・・・

口
・
●口●●口●口●●口●ロロロロロロt口 ●●●●●:

O 国隣のニーズとすれている事務・事業や、費用に対する効果が小
さく継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを図っているか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

9 福社保腱医療情報サービス事業(WA
M NET事業)
WAM NET事 業については、福祉及
び保健医療に関する情報システムの整備
及び管理を行い、行政機関や福祉保健医
療に関係する民間団体に対して全国規模
での共通の基盤を提供することにより情
報交換の推進を支援し、併せて福祉・介
護及び保健医療サービスの利用者に対す
る提供情報の拡充を目的とし、以下の点
に特に留意してその適正な実施に努める
こと。

9 福社保健■菫情報サービス事業(WA
M NET事 業)
WAM NET事 業については、福祉及
び保健医療に関する情報システムの整備

及び管理を行い、行政機関や福祉保健医

療に関係する民間団体に対して全国規模

での共通の基盤を提供することにより情
報交換の推進を支援し、併せて福祉・介

護及び保健医療サービスの利用者に対す
る提供情報の拡充を目的とし、以下の点

に特に留意してその適正な実施に努め

る。

9 福祉保腱題療情報サービス事業(WA
M NET事 業)
WAM NET事 業については、福祉及
び保健医療に関する情報システムの整

備及び管理を行い、行政機関や福祉保健

医療に関係する民間団体に対して全国

規模での共通の基盤を提供することに

より情報交換の推進を支援し、併せて福

祉・介護及び保健医療サービスの利用者
に対する提供情報の拡充を目的とし、以
下の点に特に留意してその適正な実施
に努める。

(1)福祉保健医療情報に対する国民の二
―ズの高度化とこれら情報の提供機関
の多様化等に対応して、W∧ M NET
の特長を最大限に活かすことができる

事業への重点化を図るとともに、提供
する情報の質の向上等に努めること。

(1)WAM NE下 の特長を最大限に活か
すことができる介護関係情報、障害者
福祉関係情報、医療関係情報等の提供

事業に重点化を図るとともに、提供す

る情報の質の向上に努める。

(2)利用者ニーズに合わせて、コンテン
ツ及び機能の見直しを行い、中期目標

期間中における年間アクセス件数を
1,400万 件以上、禾」用機関登録数
を7.5万 件以上とするとともに、ア
ンケート調査における情報利用者の満
足度を90%以 上とする。

(1)WAM NE丁 の特長を最大限に活か
すことができる介護関係情報、障害者
福祉関係情報、医療関係情報等の提供
事業について、介護報酬改定等の制度
見直し及び社会情勢変化等へ迅速に対

応するために介護事業者情報等の内容
の充実を図るなど質の向上に努める。

(2)利用者ニーズに合わせて、コンテン
ツ及び機能の見直しを行い、年間アク
セス件数の増力Dに努めるとともに、利
用機関登録数を7.2万 件以上、アン
ケ‐卜調査における情報利用者の満足
度の90%以上を確保する。

(2)福祉保健医療施策及び機構業務の効
率的実施を推進するためにWAM N
E丁基盤を活用すること。

(3)国の福祉保健医療施策及び機構業務
の効率的実施を推進するためにWAM
NE丁基盤を活用する。

(3)国の福祉保健医療施策を支援するた
め、WAM NE丁 基盤を活用した香護
8雨等養成所報告管理システム等を適切
に運用するとともに、機構業務の効率

的実施を推進するため、WAM NET
基盤を活用した電子申請の推進を図
る。

(3)WAM NE丁事業について、運営費
交付金の縮減の観点から広告収入等の
自己収入の拡大に努めるほか、業務

(4)WAM NET事 業について、運営費
交1寸金の縮減の観点から広告収入等の
自己収入の拡大に努め、中期目標期間

(4)現在実施しているバナー広告等によ
り自己IIX入を確保する。

また、専用サイトについては
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システム最適化計画に基づき業務委託
の見直しを行うことにより事務の効率
化を図ること。

また、専用サイトについては利用料

を徴収するなど、新たな自己収入の増

加策について検討し、業務・システム

最適化計画の実施に合わせて平成21
年度末までに結論を得、更なる自己収

入の拡大に努めること。

の最終事業年度において 1, 500万
円以上の自己収入を確保するほか、業

務・システム最適化計画に基づき業務

委託の見直しを行うことにより事務の

効率化を図る。

また、専用サイトについては利用料

を徴収するなど、新たな自己収入の増

力0策について検討し、業務・システム

最適化計画の実施に6わせて平成 21
年度末までに結論を得、更なる自己収

入の拡大を図る。

を徴収するなど、新たな自己収入の増

力0策について検討し、業務・システム

最適化計画の実施に合わせて平成21
年度末までに結論を得、更なる自己収

入の拡大を図る。
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自己評定 定評

■

[到但 日標 J

① 年間アクセス件数及び利用機関登録数及び利用者満足度について
達成すること

項 目 20年度計画 中期計画

年間アクセス件数 1,400万件以上 1,400万件以上

利用機関登録数 68万件以上 75万件以上
利用者の満足度 90%以上 90%以上

② 中期目標期Fo3の最終事業年度において1, 500万円以上の自己
収入を確保する。

[数値目標〕
① 年間アクセス件数及び利用機関登録数及び利用者満足度について
、次の

年間アクセス件数 1,400万件以上

利用機関登録数 68万件以上

利用者の満足度※ 90%以上

1,400万件以上

75万件以上

:※ 満足度の内容をわかりやす<するため、追記 :

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
°●●●口●口■●●口●●口●●●●●●●●●●●●●●●●口●口●●●●●●●●口●●●「

Lttlmの 侃 黒 」

○ 福祉保健医療情報に対する国民のニーズに対応し、介護関係情報、
障害者福祉関係情報、医療関1系情報等の提供事業に重点化を図ると
ともに、質の向上に努めているか。

年間アクセス件数、利用機関登録数及び利用者満足度について、
中期計画を達成しているか。

国の福祉保健医療施策及び機構業務の効率的実施を推進するため
にWAM NE丁 基盤を活用しているか。

自己収入の確保について、広告収入等の自己IIP入の拡大に努め、
中期計画を達成しているか。

業務・システム最適化計画に基づき業務委託の見直しを行うこと
により事務の効率化を図つているか。

増嘉異ご

`よ

与属讐EF型霧り3婁挙云星橿だ営1薔伝羹晃屋Bら8
て平成21年度末までに結論を得、更なる自己収入の拡大を図つて
いるか。

○

○

○

○

○

[評価の視点」
○ 福祉保健医療情報に対する国民のニーズに対応し、介護関係情報、
障害者福祉関係情報、医療関係情報等の提供事業に重点イヒを図ると
ともに、質の向上に努めているか。

〇 年間アクセス件数、不」用機関登録数及び利用者満足度について、
中期計画を達成しているか。

○ 国の福祉保健医療施策及び機構業務の効率的実施を推進するため
にWAM NET基 盤を活用しているか。

○ 自己収入の確保について、広告収入等の自己収入の拡大に努め、
中期計画を達成しているか。

O 業務・システム最適化計画に基づき業務委。~tの見直しを行うこと
により事務の効率化を図っているか。

○ 専用サイトについては利用料を徴収するなど、新たな自己収入の
増加策について検討し、業務・システム最適イヒ計画の実施に合わせ
て平成21年度末までに結論を得、更なる自己収入の拡大を図つて
いるか。

○ 国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小
さ<継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを図っているか。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

0 年金担保貸付事業及び労災年金担
保貸付事業

年金担保貸付事業については、厚生年

金保険制度、船員保険制度及び国民年金

制度に基づき支給される年金並びに労災

年金担保貸付事業については、労働者災

害補償保険制度に基づき支給される年金
の受給者に対し、その受給権を担保にす

る特例措置として低利で小□の資金を貸
し付けることにより、高齢者等の生活の

安定を支援すること及び労災年金受給者
の生活を援護することを目的として、以

下の点に留意してその適正な事業実施に

努めること。

0 年金担保賞付事業及び労災年金担
保貸付事業
年金担保貸付事業については、厚生年

金保険制度、船員保険制度及び国民年金

制度に基づき支給される年金並びに労災

年金担保貸付事業については、労働者災

害補償保険制度に基づき支給される年金
の受給者に対し、その受給権を担保にす

る特例措置として低利で小□の資金を貸
し付けることにより、高齢者等の生活の

安定を支援すること及び労災年金受給者
の生活を援護することを目的として、以

下の点に留意してその適正な事業実施に

努める。

0 年金担保貸付事業及び労災年金担
保貸付事業

年金担保貸付事業については、厚生年

金保険制度、船員保険制度及び国民年金

制度に基づき支給される年金の受給者に

対し、労災年金担保貸付事業については、

労働者災害補償1呆険制度に基づき支給さ

れる年金の受給者に対し、その受給権を

担保にする特例措置として低利で小□の

資金を貸し付けることにより、高齢者等

の生活の安定を支援することや労災年金

受給者の生活を援護することを目的とし

て、以下の点に留意してその適正な事業

実施に努める。

また、業務運営に当たっては、利用者
の利便性に配慮し、年金受給者にとって

無理のない返済となるよう配慮した運用

に努めるとともに、年金担保貸付事業と

労災年金担保貸付事業を併せて実施する

というメリットを活かして効率的な業務

運営に努める。

なお、当該事業における貸付契約額、

資金交付額及び原資を次のとおり見込

む。

(参考)

〇年金担保〇 年

区   分 平成 21事業年度

貸付契約額

資金交付額

千円

189,600,OOO
189,600,○○○

原

資

貸付

回収金等

(うち財投機

関債)

189,600,OOO
(34,OOO,○ OO)

年金担保買付事業

区  分 平成 21事業年度

貸付契約額

資金交付額

千円

4,800,000
4,800,OOO

原
資 貸付回収

金等
4,800,○○○
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

)年金担保貸付事業及び労災年金担保
貸付事業においては、「独立行政法人

整理合理化計画」 (平成 19年 12月
24日 間議決定)に基づ<運営費交付
金の廃上、及び年金担保貸付事業にお
ける貸付原資の自己調達化を踏まえ、
業務運営コストを分析し、その適正化
を図るとともに、貸付金利の水準に適

切に反映することにより、安定的で効
率的な業務運営に努めること。

)年金担保貸付事業及び労災年金担保
貸付事業においては、「独立行政法人

整理合理化計画」 (平成 19年 12月
24日 閣議決定)に基づく運営費交付
金の廃止、及び年金担保貸付事業にお

ける貸付原資の自己調達化を踏まえ、

業務運営コストを分析し、その適正化

を図るとともに、貸付金利の水準に適

切に反映することにより、安定的で効
率0」な業務運営に努める。

)年金担保貸付事業及び労災年金担保
貸付事業を安定的かつ効率的に運営す
るため、業務運営コストを分析し、そ
の適正化を図り、貸付金利に反映させ

る。

(2)業務運営に当たっては、利用者の利
便性に配慮するとともに、借入申込B寺

に年金受給者にとって無理のない返済
となるように配慮した審査等を行うこ

と。

また、貸付後の返済方法などの返済
条件の緩和の必要性について検討し、
適切な措置を講じること。

(2)業務運営に当たっては、利用者の利
便性に配慮するとともに、借入申込B寺

に年金受給者にとつて無理のない返済
となるように配慮した審査等を行う。

また、貸付後の返済万法などの返済

条件の緩和の必要性について検討し、
適切な措置を講じる。

(2)業務運営に当たっては、利用者の利
便性に配慮するとともに、借入申込時
に年金受給者にとって無理のない返済
となるように配慮した審査等を行う。

また、貸付後の返済方法などの返済
条件の緩和措置を請じる。

(3)年金担保貸付制度及び労災年金担保
貸付制度の周知を図るとともに、受託
金融機関の窓□等における利用者への

適切な対応に努めること。

(3)ホ ームページ、リーフレット等によ
り、年金担保貸付制度及び労災年金担

保貸付制度の周矢日を図る。

(3)年金lB保貸付制度及び労災年金担保
貸付制度の周知を図るとともに、生活
に無理のない借入れなどの注意を促す
ため、ホームページやリーフレット等
による広報を行う。

(4)受託金融機関の窓□等における利用
者への適切な対応に努めるために、受

託金融機関事務打含せ会議の開催場

所、回数等を見直し、更なる周知徹底
に努める。

(4)受託金融機関の窓□等における利用
者への適切な対応に努めるために、受

託金融機関事務打合せ会議の開催場
所、回数等を見直し、更なる周矢□徹底
に努める。

(4)年金受給者にとって無理のない返済
となるように配慮した審査等の実施に
伴う事務処理の増加を考慮しつつ、事

琴処理方法の見直し等により、借入申
込みから貸付実行までの期間を平成 1
9年度と比較して短縮するよう取組を
行うこと。

(5)年金受給者にとって無理のない返済
となるように配慮した審査等の実施に

伴う事務処理の増加を考慮しつつ、事

務処理方法の見直し等により、借入申
込みから貸付実行までの期間を平成 1

9年度と比較して短縮するよう取組を
行う。

(5)年金受給者にとって無理のない返済
となるように配慮した審査方法等を行
うとともに、借入申込から貸付実行ま
での事務処理方法の問題点の洗Ol出 し
を行う。
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自己評定 定評

:爾 | 判II■|=1当i111呻R瞥式:
[評価の視点]

○ 運営費交付金の廃止、及び年金担保貸付事業における貸付原資の
自己調達化を踏まえ、業務運営コストを分析し、その適正化を図つ
ているか。

○ 貸付金利に業務運営コストを適切に反映する利率の設定方式とな
つているか。

O 利用者の利便性に配慮するとともに、借入申込時に年金受給者に
とって無理のない返済となるように配慮した審査等を行つている
か 。

○ 貸付後の返済方法などの返済条件の緩和の必要性について検討
し、適切な措置を請じているか。

○ 利用者に対し、ホームページ、リーフレット等による制度周知を
図つているか。

○ 受託金融機関事務打含せ会議の開催場所、回数等を見直し、更な
る周知徹底に努めているか。

○ 借入申込みから貸付実行までの期間を平成 19年度と比較して短
縮するよう取組を行つているか。

なお、年金受給者にとって無理のない返済となるように配慮した
審査等の実施に伴う事務処理の増加は考慮する。

■ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評1面の視点)

■ 回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 i)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が1曽力Dしている場合、 11)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行つているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの%要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

[評価の視点〕

○ 運営費交付金の廃上、及び年金担保貸付事業における貸付原資の
自己調達化を踏まえ、業務運営コストを分析し、その適正化を図つ
ているか。

○ 貸1寸金利に業務運営コストを適切に反映する利率の設定方式とな
っているか。

下線部分のみ追加

今回新たに視点を追力o

既に同趣旨の視点を設定済み

:"…りJ「男
BI藉

槙瑳菰
…
1

,。 ........●●●ロロ●●●●●●●ロロ●●●●ロロ●●ロロ●●●●●●●●●●口「

○ 利用者の利便性に配慮するとともに、借入申込0寺に年金受給者に
とつて必要な資金が融資され、無理のない返済となるように配慮し
た審査等を行つているか。

貸付後の返済方法などの返済条件の緩和の必要性について検討
し、適切な措置を講じているか。

利用者に対し、ホームページ、リーフレット等による制度周知を

図つているか。

受託金融機関事務打合せ会議の開催場所、回数等を見直し、更な
る周知徹底に努めているか。

借入申込みから貸付実行までの期間を平成19年度と比較して短
縮するよう取組を行っているか。

なお、年金受給者にとって無理のない返済となるように配慮した
審査等の実施に伴う事務処理の1曽加は考慮する。

貸付金、未llk金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評価の視点)

回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 1)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が増加している場合、 li)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行っているか。 (政・独委評価の視点)

回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

○

○

○

○ 国民のニーズとすれている事務・事業や、費用に対する効果が小
さく継笏する必要性の乏ヒノい事務 ,事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを図っているか。
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11 承色年金住宅譴資箸債権管理回収
業務凛び承菫教育資金費付けあっせん

業務
(1)承継年金住宅融資等債権管理回収業
務

承継年金住宅融資等債権管理回収業

務については、回収金が国への納付に

より年金給付の財源となることを踏ま

え、以下の点に留意してその適正な業
務実施に努めること。

① 年金住宅融資等債権について、貸
付先の財務状況等の把握及び分析、
担保物件及び保証機関又は保証人の

保証履行能力の評価等を適時に行う
ことにより、適切な債権管理に努め
ること。

② 年金住宅融資等債権について、適
B吉的確に回収を行うことにより、延
滞債権の発生のlrll制 に努めること。

③ 延滞債権について、貸付先に対す
る督促、保証機関又は保証人に対す

11 承饉年金住宅融資等債権管理回収
業務及び量盤教育資金貨付けあっせん

業務
(1)承継年金住宅融資等債権管理回収業
務

承継年金住宅融資等債権管理回収業

務については、回収金が国への納付に

より年金給付の財源となることを踏ま

え、以下の点に留意してその適正な業

務実施に努める。

① 必要に応じて関係行政機関及び受
託金融機関と緊密に連携しつつ、年
1回、貸付先の財務状況等の把握及
び分析を行うとともに、適0寺、10保

物件及び保証機関又は保証人の保証

履行能力の評価等を行う。

② 年金住宅融資等債権について、年
1回、回llyの難易度に応じた債権分

類の実施又は見直しを行う。

転貸債権に係る□―ン保証会社に
ついて、年1回、保証履行能力の把
握及び分析を行う。

年金住宅融資等債権について、必
要に応じて関係行政機関との協議を

行いつつ、IB保や保証の状況等に応
じて適0寺的確に債権回収を行うこと
により、延滞債権の発生の抑制に努
める。

③

④

⑤ 延滞債権について、貸付先に対す
る督促、保証機関又は保証人に対す

1 承腱年金住宅融資書債権管理回収
業務

承継年金住宅融資等債権管理回収業

務については、回収金が国への納付に

より年金給付の財源となることを踏ま

え、以下の点に留意してその適正な業

務実施に努める。

① 転貸法人等貸付先の財務分析を年
1回行うとともに、受話金融機関及
び監督宮庁との連携を図り、適切な

債権管理及び着実な債権回収を行

■)。

また、受託金融機関事務打合せ会
議の開催場所、回数等を見直し、受

託金融機関に対する指導を適切に行

② 年金住宅融資等債権の貸付先につ
いて、1責権分類を実施し、貸付先の

財務状況等を勘案した自己査定を行
つ 。

③ 転貸債権に係る□―ン保証会社に
ついて、保証履行能力の把握及び分

析を行う。

④ 年金住宅融資等債権について、必
要に応じて関係行政機関との協議を

行いつつ、IB保や保証の状況等に応

じて適時的確に債権回収を行うこと

により、延滞債権の発生抑制に努め

る。

また、経済情勢の変化に伴う□―

ン返済困窮者及び災害の被災者等に

関しては、返済条件の変更措置によ

り、被保険者の生活の安定を支援し

つつ、将来にわたる円滑な元利金の

返済を確保する。なお、災害等の被

災者に係る返済条件変更措置につい

ては、ホームベージにより迅速に周
知を図る。

⑥ 長期延滞債権については、1呆証履
行請求及び担保物件の処分等により
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る保証履行請求及び担保物件の処分

等を適切に行うことにより、早期の

債権回収に努めること。

る保証履行請求及び担保物件の処分
等を適切に行うことにより、早期の

債権回収に努める。

⑥ 転貸法人に対して必要な助言等を
行うことにより、転貸法人による適
切な債権回収を推進する。

早期の回収に努める。

⑥ 転貸法人に対して必要な助言等を
行うことにより、転貸法人による適

切な債権回収を推進する。また、必

要に応じて転貸法人に債権管理回収

に1系る指導専門員を派遣するととも

に、年 1回以上指導専P]員の打合せ

を行い、転貸法人の債権管理に関す

る指導を適切に行う。

(2)承継教育資金貸付けあっせん業務
「独立行政法人整理合理化計画」を

踏まえ、平成20年度から承継教育資
金貸付けあっせん業務を休止するこ

と。

(2)承継教育資金貸付けあつせん業務
承継教育資金貸付けあつせん業務に

ついては、平成20年度から業務を休
止する。
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自己評定 定評

1顆 1罹導‖1雇:1準‖‖:聾‖1聴
[数値目標]

① 年1回、貸付先の財務状況等の把握及び分析を行うとともに、適
8寺、担保物件及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を行
1)。

② 年金住宅融資等債権について、年1回、回収の難易度に応じた債
権分類の実施又は見直しを行う。

③ 転貸債権に係る□―ン保証会社について、年1回、保証履行能力
の把握及び分析を行う。

[数値目標]

① 年1回、貸付先の財務状況等の把握及び分析を行うとともに、適
時、担保物件及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を行
つ 。

② 年金住宅融資等債権について、年1回、回収の難易度に応じた債
権分類の実施又は見直しを行う。

③ 転貸1責権に係る□―ン保証会社について、年1回、保証履行能力
の把握及び分析を行う。

[評価の視点]
○ 関係行政機関及び受託金融機関と連携しつつ、年 1回、貸付先の
財務状況等の把握及び分析を行うとともに、適B寺、担保物件及び保
証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を行つているか。

〇 年金住宅融資等債権について、年 1回、回収の難易度に応じた債
権分類の実施又は見直しを行っているか。

O 転貸債権に係る□―ン保証会社について、年 1回、保証履行能力
の把握及び分析を行っているか。

〇 年金住宅融資等1責権について、担保や保証の状況等に応じて適時
的確に債権回収を行い、延滞債権の発生の抑制に努めたか。

○ 延滞債権について、貸付先に対する督促、保証機関又は保証人に
対する保証履行請求及び担保物件の処分等を適切に行うことによ
り、早期の債権回収に努めているか。

○ 転貸法人に対する指導・助言等を実施し、転貸法人による適切な
債権回収を推進しているか。

■ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評1面の視点)

■ 回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 i)貸倒懸念債権・破産更生1責権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が増力0している場合、 11)計画と実績に差がある場合

Pているか。 (政・独委評価の視点)

[評価の視点]

○ 関係行政機関及び受託金融機関と連携しつつ、年 1回、貸付先の
財務状況等の把握及び分析を行うとともに、適時、担保物件及び保
証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を行っているか。

〇 年金住宅融資等債権について、年 1回、回収の難易度に応じた債
権分類の実施又は見直しを行っているか。

○ 転貸債権に係る□―ン保証会社について、年 1回、保証履行能力
の把握及び分析を行つているか。

〇 年金住宅融資等債権について、担保や保証の1犬況等に応じて適時
的確に債権回収を行い、延滞債権の発生の抑制に努めたか。

○ 延滞債権について、貸付先に対する督促、保証機関又は保証人に
対する保証履行請求及び担保物件の処分等を適切に行うことによ
り、早期の債権回収に努めているか。

○ 転貸法人に対する指導・助言等を実施し、転貸法人による適切な
債権回収を推進しているか。

■ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 i)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が1曽加している場合、 li)計画と実績に差がある場合
__2里 囚分析を行っているか。 (政・独委評価の視点)
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回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

■ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点) 今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

:“

…
りう
口
「男iI藉藻苫逼il…1

3.…
… … … …・

口・… … … … … … … "… :

O 国民のニーズとすれている事務・I「j業 や、費用に対する効果が小
さく継続する必要性の乏しい事務 ,事業がないか等の検証を行い、
その結果に基づき、見直しを図っているか。
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菫 5 財薔肉害の改善に関する事項
通則法第29条第2項第4号の財務内容
の改善に関する目標は、次のとおりとする。

第4 予算.収支計画及び資金計画
1 予算
BU表 1のとおり
2 収支計画
月U表 2のとおり
3 資金計画
別表3のとおり

第4 予算.収支計画及び資金計画
1 予算
別表 1のとおり
2 収支計画
Bll表 2のとおり
3 資金計画
別表3のとおり

運営■交付金以外の収スの■保
運営費交付金を充当して行う事業につ
いては、それぞれの事業目的を損なわな
い範囲で、利用者負担その他の自己収入

を確保することに努めること。

2 自己資金調達による費付原資の理保
福祉医療貸付事業及び年金担保貸付事
業において、財投機関債の発行等による

資金調達を適切に行うこと。

第5 短期僣ス金の目度額
1 日度額
91,600百 万円

2 想定される理由
(1)運営費交付金の受入れの遅延等によ
る資金不足に対応するため。
(2)一般勘定において、貸付原資の調達
の遅延等による貸付金の資金不足に対

応するため。

(3)年金担保貸付勘定及び労災年金担保
貸付勘定において、貸付原資に充当す

るため。

(4)共済勘定において、退職者の増力0等
による給イ」費の資金不足に対応するた
もう。

(5)予定外の退職者の発生に伴う退職手
当の支給等、偶発的な出費に対応する

ため。

第 5 短期借入金の日度額
1 口度額
91,600百 万円

2 想定される理由
(1)運営費交付金の受入れの遅延等によ
る資金不足に対応するため。
(2)一般勘定において、貸付原資の調達
の遅延等による貸付金の資金不足に対
応するため。

(3)年金担保貸付勘定及び労災年金担保
貸付勘定において、貸付原資に充当す

るため。

(4)共済勘定において、退職者の増加等
による給付費の資金不足に対応するた
も4)。

(5)予定外の退ret者の発生に伴う退職手
当の支給等、偶発的な出費に対応する
ため。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績

3 資産の有効活用

機構の保有する資産の活用方法につい
て、自己収入の増加を図る等の観点から、
中期目標期間中に見直しを行うこと。

第 6 重要な財産を譲渡し.又は担保に供
しようとするときは。その計画
宝塚宿舎 (兵庫県宝塚市、戸建 3戸 )、
川西宿舎 (兵庫県川西市、戸建 1戸 )、 千
里山田宿舎 (大阪府吹田市、区分所有建物
2戸 )及び戸塚宿舎 (横浜市戸塚区、集合
住宅 1棟)を売去口する。

第6 重要な財産を譲渡し。又は担保に供
しようとするときは。その計画
宝塚宿舎 (兵庫県宝塚市、戸建 3戸 )、
川西宿舎 (兵庫県川西市、戸建 1戸 )、
千里山田宿舎 (大阪府吹田市、区分所有

建物2戸)及び戸塚宿舎 (横浜市戸塚区、
集合住宅 1棟)の売却を進める。

第 7 剰余金の使途
全勘定に共通する事項

業務改善にかかる支出のための原

資

職員の資質向上のための研修等の

財源

長寿・子育て・障害者基金勘定に

係る事項

剰余金が生じた年度の翌年度以降
の助成の業務の財源

労災年金担保貸付勘定に係る事項

将来の資金需要の1曽加に対処する

ための貸付原資

第 7 剰余金の使途

全勘定に共通する事項

業務改善にかかる支出のための原

資

職員の資質向上のための研修等の

財源

長寿・子育て・障害者基金勘定に

係る事項

剰余金が生じた年度の翌年度以降
の助成の業務の財源

労災年金担保貸付勘定に係る事項

将来の資金需要の増加に対処する

ための貸付原資
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自己評定 定評
■1,1,

紗猟滞
[数値目標 ]

○ 運営費交付金を充当して行う事業については、それぞれの事業目
的を損なわない範囲で、利用者負担その他の自己収入を確保するこ
とに努める。

[数値目標]

○ 運営費交付金を充当して行う事業については、それぞれの事業目
的を損なわない範囲で、利用者負担その他の自己収入を確保するこ
とに努める。

[評価の視点]

○ 福祉医療経営指導事業及び福祉保健医療情報サービス事業につい
ては、それぞれの事業目的を損なわない範囲で自己収入の確保に努
めているか。

○ 福祉医療貸付事業及び年金担保貸付事業において、財投機関債の
発行等による資金調達を適切に行つているか。

■ 当期総利益 (又は当期総損失)の発生要因が明らかにされている
か。また、当期総利益 (又は当期総損失)の発生要因の分析を行つ
た上で、当該要因が法人の業務運営に問題等があることによるもの
かを検証し、業務運営に問題等があることが判明した場合には当該
問題等を踏まえた評価が行われているか。 (政 。独委評価の視点)
(具体的取組)

1億円以上の当期総利益がある場合において、目的積立金を申請
しなかった理由の分析について留意する。

利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済の安定
等の公共上の見地から実施されることが必要な業務を遂行するとい
う法人の性格に照らし過大な利益となっていないかについて評価が
行われているか。 (政・独委評価の視点)

繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性につい
て評価されているか。当該計画が策定されていない場合、未策定の
理由の妥当性について検証が行われているか (既に過年度において
繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の見直しの
レ要性又は見直し後の計画の妥当性についての評価を含む)。
さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて評価
が行われているか。 (政・独委評価の視点)

当該年度に交付された運営費交付金の当該年度における未執行率
が高い場合において、運営費交付金が未執行となっている理由が明
らかにされているか。 (政・独委評価の視点)

__運営費交付金1責務 (運営費交付金の未執行)と業務運営との関係

■

■

[評価の視点]

○ 福祉医療経営指導事業及び福祉保健医療情報サービス事業につい
ては、それぞれの事業目的を損なわない範囲で自己収入の確保に努
めているか。

○ 福祉医療貸付事業及び年金担保貸付事業において、財投機関債の
発行等による資金調達を適切に行つているか。

■ 当期総利益 (又は当期総損失)の発生要因が明らかにされている
か。また、当期総利益 (又は当期総損失)の発生要因の分析を行っ
た上で、当該要因が法人の業務運営に問題等があることによるもの
かを検証し、業務運営に問題等があることが判明した場合には当該
問題等を踏まえた評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)
(具体的取組)

1億円以上の当期総利益がある場合において、目的積立金を申請
しなかつた理由の分析について留意する。

■ 利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済の安定
等の公共上の見地から実施されることが必要な業務を遂行するとい
う法人の性格に照らし過大な利益となっていないかについて評lIIEが
行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性につい
て評価されているか。当該計画が策定されていない場合、未策定の
理由の妥当性について検証が行われているか (既に過年度において
繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の見直しの
必要性又は見直し後の計画の妥当性についての評価を含む)。
さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて評価
が行われているか。 (政・独委評価の視点)

■ 当該年度に交付された運営費交付金の当該年度における未執行率
が高い場合において、運営費交付金が未執行となっている理由が明
らかにされているか。 (政・独委評価の視点)

■ 運営費交付金債務 (運営費交付金の未執行)と業務運営との関係
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○

■

についての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が適切に行
われているか。 (政 。独委評価の視点)

宝塚宿舎等の売去0については、計画どおり適切に実施しているか。

固定資産等の活用状況等についての評価が行われているか。活用
状況等が不十分な場合は、その原因の妥当性や有効活用又は処分等
の法人の取組についての評価が行われているか。 (政・独委評価の
視点)

貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政・独委評価の視点)

回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 1)貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が増加している場合、 ‖)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行っているか。 (政・独委評価の視点)

回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当
該法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。
当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われてい
るか。 (政・独委評価の視点)

関連法人に対する出資、出えん、負担金等 (以下「出資等」とい
う。)について、法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性の評価
が行われているか。 (政・独委評価の視点)
(注)関連法人 :特定関連会社、関連会社及び関連公益法人 (「独
立行政法人会計基準」 (平成12年 2月 16曰独立行政法人会計
基準研究会)第 103連結の範囲、第114関連会社等に対する持
分法の適用、第125関連公益法人等の範囲参照)

■

■

■

○

■

についての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が適切に行
われているか。 (政・独委評価の視点)

宝塚宿舎等の売却については、計画どおり適切に実施しているか。

固定資産等の活用状況等についての評価が行われているか。活用
状況等が不十分な場合は、その原因の妥当性や有効活用又は処分等
の法人の取組についての評価が行われているか。 (政・独委評価の
視点)

貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
証が行われているか。 (政 .独委評価の視点)

回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 i)貸倒懸念債権・破産更生1責権等の金額やその貸付金等残高
に占める割合が増加している場合、 1)計画と実績に差がある場合
の要因分析を行つているか。 (政・独委評価の視点)

回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われ
ているか。 (政・独委評価の視点)

■

■

■

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :

■ 法人の特定の業務を独占的l~受話している関連法人について、当
該法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。
当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われてい
るか。 (政・独委評ld5の視点)

■ 関連法人等に対する出資、出えん、負lB金等 (以下「出資等」と
いう。)について、法人の政策目的を踏まえたlfj資等の必要性の評
価/・」S行われているか。 (政・独委評価の視点)
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第6 その他業務運営に関する重要事項
通則法第29条第2項第5号のその他業
務運営に関する重要目標は、次のとおりと
する。

人事に目する事項

(1)効率的かつ効果的な業務運営を行う
ため、組織編成及び人員配置を実情に
応じて見直すこと。

(2)人事評価制度の運用により職員の努
力とその成果を適正に評価するととも
に、人材の育成に努め、士気及び専P3
性の高い組織運営に努めること。

第3 その伯主路省令で定める業務運営に
関する事項
独立行政法人福祉医療機構の業務運営並
びに財務及び会計に関する省令 (平成15
年厚生労働省令第148号 )第 4条の業務
運営に関する事項は、次のとおりとする。
1 ■員の人事に関する計画
(1)方針
① 業務処理方法の改善等を図り組織
のスリム化に努めるとともに、各業
務の特性や業務量を踏まえ、組織編
成及び人員配置を実情に即して見直
す。

② 人事評価制度の適正な運用を行
い、評価結果を人事及び給与等に反
映し、士気の高い組織運営に努める。
③ 質の高いサービスの提供を行うこ
とができるように、各業務の特性に
応じて、専P3性の高い職員の育成・

確保に努める。

④ 担当業務にシ要な知識・技術の習
得、職員の能力開発等を目的として

各種研修を実施する。

(2)人員に係る指標
期末の常勤職員数を期初の常勤職員

数の 100%以 内とする。
(参考 1)

期初の常勤職員数 299人
(参考2)
中期目標期間中の人件費総額見込

み

11,509百 万円
ただし、上記の額は、役員報酬並

びに職員基本給、職員諸手当及び時

間外勤務手当に相当する範囲の費用

である。

第3 その伯崖務省令で定める業務運営に
関する事項

1 職員の人事に関する計画
(1)方針
① 事務・事業の合理化・効率化を図
り、業務の実態を踏まえつつ組織の
スリム化を図るとともに、業務の量
及び質に対応した、より適正な組織
編成及び人員配置を行う。

② 人事評価結果を活用した人事や更
なる給与への反映等の取組を進め
る。

③ 専P5性を磨き、民間活動への支援
の質を高めるため、若手職員の育成
を目的とした福祉医療分野に関する
専門研修を実施するとともに、福祉
医療経営指導事業等における専門性
の高い職員を育成・確保するため、

資格取得支援を行う研1多体系を構築
する。

④ 教育・訓練プログラムの運用の改
善を図り、各事業音B門毎に必要な矢0

識・技術の習得、及び職階毎に求め
られる個人の能力開発等を目的とし

たより効果的な研1多を実施する。

(2)人員に係る指標
平成21年度末の常勤職員数を期初
の 100%以 内とする。
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中 期 目 標 中 期 計 画 21年 度 計 画 21年度業務実績
施設及び酸情に関する計画
なし

積立金の処分に関する事項
前期中期目標の期間の最終事業年度に

おいて、独立行政法人通則法第44条の
処理を行つてなお積立金があるときは、
その額に相当する金額のうち厚生労働大

臣の承認を受けた金額について、長寿・

子育て 。障害者基金の助成事業及び自己

収入財源で取得し、当期へ繰り越した固

定資産の減価償却に充てることとする。

臓設凛び霞備に関する計画
なし

目立金の処分に関する事項
前期中期目標期間からの繰越積立金
は、長寿 。子育て・障害者基金の助成事

業及び前期中期目標期間中に自己収入財

源で取得し、当期へ繰り越した固定資産
の減価償却に充てることとする。

-62-



自己評定 評 定

面墨峯罫喩削鑢膊器舗1償 訴1111+翠1     浚 |

1■| i'■ 11

[数値目標 ]

○ 期末の常勤職員数を期初の常勤職員数の 100%以 内とする。
[数値目標]

○ 期末の常勤職員数を期初の常勤職員数の 100%以 内とする。

今回新たに視点を追加

既に同趣旨の視点を設定済み

: アウトカム指標を追加  :
・ ●●●●●●ロロ●■●●●●●●●■■●●●●●●ロロ●●●●●口●●●0● ■

“

●●●:

[評価の視点]

○ 職員の人事に関する計画について、
き、実施等しているか。

中期計画に掲げる方針に基づ

○ 期末の常勤職員数が期初の常勤職員数の100%以内となってい
るか。

[評価の視点]

○ 職員の人事に関する計画について、中期計画に掲げる方針に基づ
き、実施等しているか。

○ 職員の努力とその成果が適切に人事上評価されているか。

○ 期末の常勤職員数が期初の常勤職員数の100%以 内となってい
るか。

○ 国家公務員の再就職者のポス■の見直しを図っているか。特に、
役員ポストの公募や、平成21年度末までに廃上するよう指導され
ている嘱託ポストの廃止等は適切に行われたか。

○ 独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポストの見直しを図って
いるか。
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資料 1-4-
【第4回医療・福れた部会 (平成15年 9月 18日 開催)了承】

医療・福祉部会における福祉医療機構の長期借

入金及び債券発行に係る意見の取扱いについて

〇 福祉医療機構の長期借入金及び債券発行については、厚生労働大臣が認可をしようと
するときは、あらかじめ、厚生労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければ

ならないこととされている (独立行政法人福祉医療機構法 (平成 14年法律第 166号 )

第 17条第 2項 )。
また、当該長期借入金及び債券の償還計画についても、毎事業年度、厚生労働大臣が

認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならないこ

ととされている (同法第 22条第 2項 )。

○ もっとも、福祉医療機構の長期借入金及び債券発行については、通常、年度中数次に
わたつて行われることから、個別の認可の都度、意見をいただ<形に代えて、第 4回及
び第 7回医療・福祉部会における了承の下に、以下のような取扱いとすることとしてい
る。

【医療・福祉部会における福祉医療機構の長期借入金及び債券発行に係る意見の取扱い】

① 年度を通じた「長期借入金計画」及び「債券発行計画」について、あらかじめ、
部会の了承をいただく (これらの「償還計画」と併せて審議 )。

③ 仮に、長期借入金計画及び債券発行計画の範囲を超える事態が生じた場合には、
改めて部会で審議をいただくこととする。

※ なお、部会長の了承を経て厚生労働大臣の認可がなされた事案については、速やか
に部会に報告している。

また、長期借入金及び債券発行に係る意見については、厚生労働省独立行政法人評

価委員会令、同運営規程等に基づき、部会の議決を評価委員会の議決とする事項とさ

れている。

② 長期借入金及び債券発行の個別の認可に際しては、部会長において、部会が了承
した長期借入金計画及び債券発行計画の範囲内のものであることを確認いただき、
了承を得ることをもって、部会の意見をいただいたという取扱いとする。



資料 1-4

福祉医療機構の平成21年度長期借入金計画の変更 (案 )

独立行政法人福祉医療機構が行う、社会福祉事業施設の設置等に必要な資金の融通 (福祉
貸付)及び病院、診療所、介護老人保健施設等の設置等に必要な資金の融通(医療貸付)に
必要な資金について財政融資資金からの借入れ、及び厚生年金等の年金受給権を担保とする
資金の融通(年金担保貸付)に必要な資金について市中金融機関からの借入れを行うもので
ある。
平成21年 10月 1日より出産育児一時金等の支払方法の変更に伴う必要な資金の融通 (医療
貸付)に必要な資金について市中金融機関からの借入れを行う必要が生じたため、長期借入
金計画の変更を行うものである。

平成21年度計画額 (単位 :百万円

一般勘定
(福祉医療貸付 )

年金担保貸付勘定

財政融資資金 民間借入金
(参考)

貸付予定額
民間借入金

(参考)

貸付予定額

計画額 282,800 4.200 301,800 28,700 189.600

(参考)第 1・四半期 103,000 0 83,097 0 39949

第2・四半期 62,500 0 62,687 0 51439

第3・四半期 53,500 0 66,764 0 45,580

第4・ 四半期 63,800 4,200 89.252 28,700 52.632

成

借入金の使途
福祉医療貸付の原資 年金担保貸付の原資

財政融資資金 民間借入金 民間借入金

償還期間 20年以内 (うち据置 1年 )
7年以内 (う
ち据置1年 )

借入日の財政融資資金借入
金利による
(参考 :2/12現在 17%[:20/6])
[〕は,0年金利見直し貸付における当初金利

借入認可時
の市中金融
機関借入金
利による

借入日の2営業日前の
市中金融機関借入金利に
よる



資料 1-4-

福祉医療機構の平成 21年度長期借入金
(第 2・ 四半期)

※10年金利見直しによる借入れについては、10年経過後金利見直し制度 10年経過時点で金711を 見直す方法)
による貸付実行額に合わせている。

一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

財政融資資金 民間借入金
年度計画額

(平成21年 4月 ～
平成22年 3月 )

282,800百 万円 28,700百万円

認可額※

(平成21年7月
～ 9月 分 )

46,000百 万円

※第2四半期の借入額として、平成21年 9月 4日厚生労働省発社援第0904第 5号にて認可。

の

一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

額

―訳

金

内ま
ス
ハ
段下

借
―

計 45,600百万円

`|:1111五

|:::::I:::百

‐
酬
1百芳百

借 八 年 月 日
０
こ
日
＝

ｎ

Ｊ
０
０
０
‘

償 還 期 限 H41
７
１

ｎ
ｕ
り
‘

借 入 利 率
1_1堅__J__I九

償 還 方 法 半年賦元金均等償還

備 考 l10T基1籠
~じ~兵
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福祉医療機構の平成 21年度長期借入金
(第 3・ 四半期 )

X10年金利見直しによる借入れについては、10年経過後金利見直し制度〔10年経過時点で金利を見直す方法)
による貸付実行額に合わせている。

一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

財政融資資金 民間借入金
年度計画額
(平成21年 4月～

平成 22年 3月 )
282,800百 万円 281700百万円

認可額※

(平成 21年 10月
～12月分 )

46,000百万円

※第3四半期の借入額として、平成21年 12月 7日 厚生労働省発社援1207第 2号にて認可。

21年 10月 か を で の

一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

額

１訳

金

内ま

入

段下

借
―

十ミ
『ロ 441500百万円

翌:_1型豆万円 |~~百蔦b曹芳両
借 入 年 月 日 り

乙
日
Π

り
‘

０
０

償 還 期 限 H41 7
ｎ
ｕ
０
４

借 入 利 率
1_ⅢII司
~■
価

償 還 方 法 半年賦元金均等償還

備 考 10年金利見直し※
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福祉医療機構の平成 21年度長期借入金
(第 4・ 四半期)

※10年金利見直しによる借入れについては、10年経過後金利見直し制度 (10年経過時点で金利を見直す方法)
による貸付実行額に合わせている。

一般勘定 (福祉医療貸付) 年金担保貸付勘定

財政融資資金 民間借入金 民間借入金
年度計画額

(平成 21年4月 ～
平成 22年 3月 )

282,800百万円 28,700百万円

認可予定額※

(平成22年 1月

～3月 分 )
50,800百万円 4,200百万円 28,700百万円

※各借入認可については、現在申請中。

/´

~‐

2年 1月 から3

一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

額

―訳

金

内ま

入

段下

借
―

財政融資資金 民間借入金 民間借入金

計 50,800百万円 計 4,200百万円 計 28,700百 万円

二_ヽ I I
借 入 年 月 日 H22 3.26 H22.3 24 H22 3 31

償 還 期 限 H42.1.20 7年以内 1年以内

借 入 利 率
二_ヽ |三

償 還 方 法 半年賦元金均等償還 半年賦元金均等償還 ―括償還

備 考 10年金利見直し※
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上

発行総額 発行日 年限 表面利率※1 発行価格 格付※2

第19回
240億円

H21617 3年
070%

スフ
゜
レット'    #240+1 8bp

100 00Fl AA
一般勘定    ―i年担勘定 240億円

第20回
100億円

H21617 10年
174%

スフ
゜
レット
・    #301+20bp

9998F] AA
一般勘定  100億円1年担勘定    ―

平成21事業年度独立行政法人福祉医療機構債券発行

※ 1 スフ・レット・ …2つの証券の金利差 ‖246+10bpは 、第246回国債 110年 もの}の残存期間3年の金利に10へ '―シス本・イント上乗せ)
lbp(へ
・―シスポイント) 001%

※ 2 格付… (株)格付投資情報センター (R&|)に よる格付
※ 3 第21回 については平成21年 11月 25日 厚生労働省発年1125第 1号にて認可。

【平成21事業年度計画】

○一般勘定 (福祉医療貸付事業)

資金交付額

原   資
財政融資資金借入金

自己資金

〇年金担保貸付勘定

資金交付額

原   資
民間借入金

自己資金

3, 018億 円

2, 828億 円
190億 円 (う ち財投機関債 400億 円)

1, 896億 円

287億 円
1, 609億 円 (う ち財投機関債 340億 円)
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【過 去の実績】

発行総額 発行日 年限 表面利率 発行価格 格付

第 1回
100億 円

H142 19 3年
0 42%

i00円 AA
一般勘定    -1年 担勘定 100億 円 スフ

゜
レット
・    #178+i3bp

第 2回
200億円

H14624 3年
0 47%

99 97Fヨ AA
一般勘定  50億 円1年担勘定  i50億 円 スフ

゜
レット'    I1181+30bp

第3回
150億円

5 5年
029%

9999円 AA
一般勘定 150億円1年担勘定    一 スフ・レット

・     #204+9bp

第 4回
250億円

H15624 3年
0 12%

99 97Fヨ
一般勘定  50億円1年担勘定 200億 円 スフ

゜
レット
・     #187+5bp

立

発行総額 発行日 年限 表面利率 発行価格 格付

第 1回
250億円

H16614 5年
071%

99 97円
一般勘定 250億円1年担勘定    ― スフ・レット

・    1213+!Obp

第2回
50億円

6 14 10年
161%

9999円 AA
一般勘定  50億円1年担勘定    ― スフ・レット

.    1259+14bp

第 3回
300億円

H1679 3年
0 54%

100円 AA
一般勘定    ―1年担勘定  300億 円 スフ

゜
レット
・    #195+10bp

第 4回
300億円

6 17 3年
0 27%

9997円 AA
一般勘定    ―1年担勘定 300億 円 スフ・レット  #204+9bp

第 5回
400億 円

6 17 10年
1 40%

99 98円
一般勘定 400億円:年担勘定    ― スフ

゜
レット
・    1270+14bp

第 6回
100億円

6 17 20年
2

9996円 AA
一般勘定 100億円1年担勘定    ― スフ・レット

・     #77+20bp

第 7回
100億 円

11 14 3年
0 59%

9999円 AA
一般勘定    ―1年担勘定  100億円 スフ・レット

.  #207+8bp

第8回
290億円

H17 11 14 10年
168%

99 95Fヨ
一般勘定  290億円1年担勘定    ― スフ

゜
レット
・
    I1273+12bp

第 9回
300億円

3年
1 25%

99 98R AA
一般勘定    ―1年担勘定 300億円 スフ・レッド  1213+18bp

第10回
300億円

H18619 10年
2 16%

100円 AA
一般勘定  300億円1年担勘定    ― スフ

゜
レット
・
    #280+20bp

第11回
200億円

Hi8 6 19 20年
2 57%

99 89Fヨ AA
一般勘定  200億円1年担勘定    一 ス7・ レット

・     187+30bp

第12回
100億 円

5 3年
112%

99 97Fヨ AA
一般勘定    ―1年担勘定 100億円 スフ・レット

・    #216+15bp

第13回
300億円

H19619 3年
i25%

99 98F弓 AA
一般勘定    ―1年担勘定 300億 円 スフ

・
レット
・     #222+8bp

第14回
200億円

6 10年
199%

99 99F弓 AA
一般勘定  200億円1年担勘定    ― スフ

゜
レット'    I1286+15bp

第15回
170億円

H19125 3年
0 96%

99 98Fl AA
一般勘定    ~1年 担勘定  170億円 スフ・レット

・    1226+15bp
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発行総額 発イテ日 年限 表面利率 発行価格 格付

第16回
300億円

H20619 3年
128%

スフ
｀
レット
・
   #232■19bp

9998F] AA
一般勘定    ―1年担勘定 300億円

第17回
100億円

H20619 10年
199%

9999F] AA
一般勘定  100億円1年担勘定    一 スフ

・
レット
・    #293+21bp

第18回
240億円

H201219 3年
102%

9999F] AA
一般勘定    ―1年担勘定 240億円 スフ

・
レット'    #235■ 32bp

第19回
240億円

H21617 3年
070%

10000F弓 AA
―般勘定    ―1年担勘定 240億円 スフ

・
レット
・
    #240+1 8bp

第20回
100億 円

H21617 10年
174%

99 98Fl AA
一般勘定  100億円1年担勘定    一 ス7・レット

・
    #301■ 20bp

第21回
100億円

H211217 3年
034%

スフ
・
レット
・    #246+10bp

9998F] AA―般勘定    ―1年担勘定 100億円
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資料1-4-

福祉医療機構の平成22年度長期借入金計画 (案 )

独立行政法人福祉医療機構が行う、社会福祉事業施設の設置等に必要な資金

の融通 (福祉貸付)及び病院、診療所、介護老人保健施設等の設置等に必要な資

金の融通 (医療貸付)に必要な資金について財政融資資金からの借入れ、及び厚

生年金等の年金受給権を担保とする資金の融通 (年金担保貸付)に必要な資金

について市中金融機関からの借入れを行うものである。

【平成22年度計画額】 位 :百万円

一般勘定
(福祉医療貸付 )

年金担保貸付勘定

財政融資資金
(20年 )

財政融資資金

(5年 )
民間借入金

計画額
208,300

39,800

169,900 38,400

(参考)第 1・四半期 71,200 12,700 0

第2・四半期 46.600 7,100 0

第 3・ 四半期 22,000 8,800 0

第 4・ 四半期 30,100 9,800 39,800

入

借入金の使途
福祉医療貸付の

原資
福祉医療貸付の

原資
年金担保貸付の

原資

償還期間
20年以内
(うち据置 1年 )

5年以内
(うち据置 1年 )

1年以内

借入利率

借入日の財政融
資資金借入金利
による(参考 :2/10
現在 17%[120/● ])[]
は10年金利見直し貸付におけ
る当初金利

借入日の財政融
資資金借入金利
による(参考 :2/10
現在04%)

借入日の2営業日前の
市中金融機関借入金利
による
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福祉医療機構の平成22年度債券発行計画 (案 )

独立行政法人福祉医療機構が行う福祉医療貸付及び年金担保貸付の貸付原資に充
当するため、資金調達を行う。

なお、債券の発行回数、時期等については、現在検討中のため発行に要する費用等の計上は困難。
また、債券の利率等については債券の募集の日に決定。

【参 考】

独立行政法人福祉医療機構法施行令 (平成15年 9月 3日 政令第393号 )

(機構債券の発行の認可 )

第 18条 機構は、法第17条第1項の規定により機構債券の発行の認可を受けようとするときは、機構債
券の募集の日の20日 前までに次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければ
ならない。
一 機構債券の発行を必要とする理由
二 第11条第3項第1号から第8号までに掲げる事項
三 機構債券の募集の方法
四 機構債券の発行に要する費用の概算額
五 第2号に掲げるもののほか、債券に記載しようとする事項

第11条 第 1・ 2項 (略 )
3機構債券申込証は、機構が作成し、これに次に掲げる事項を記載しなければならない。
一 機構債券の名称
二 機構債券の総額
三 各機構債券の金額
四 機構債券の利率
五 機構債券の償還の方法及び期限
六 利息の支払の方法及び期限
七 機構債券の発行の価額
ノヽ 社債等振替法の規定の適用があるときは、その旨
九～十一 (略 )

総  額
内  訳

一般勘定
(福祉医療貸付 )

年金担保貸付勘定

平成22年度債券発行予定額 920億円 330億 円 590億円
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福祉医療機構の平成22年度償還計画 (案 )

【平成22事業年度償還計画 】

(参考 1)平成22年度末借入・発行見込総額

区  分
一般勘定 (福祉医療貸付)

位 千円 )

年金担保貸付勘定

け政融資資金(20年 財政融資資金 (5年 財投機関債 民間借入金 計 財政融資資金 財投機関債 民間借入金 計

平成22事業年度
償還計画額

270,707,220 323,08〔 271,030,30〔 14,063,800 47.000,000 28,700,00C 89,763.88〔

区  分
一般勘定 (福祉医療貸付 ) 年金担保貸付勘定

財政融資資金(20年 )1財政融資資金(5年 )I 財投機関債  1 民間借入金 財政融資資金 : 財投機関債 民間借入金 計

平成21事業年度末
借入・発行総額

(A

2,934,69フ ,546 1フ4000000 420000C 311289754( 24359フ 121     111000000 28,700000 16405971

平成22事業年度
借入・発行見込額 169900000 38.400,000 33000000 241300,00( 59000000 39,800,000 98,800,00(

平成 22事業年度
償還計画額 27070フ 220 323088 27103030〔 14.063880:    47,0000001 28,700000 8976388〔

平成22事業年度末
借入・発行見込総額

(A)+(B)― (c
28338903261 38400,0001     207000000 3876912 3.08316フ .231 10.295832 123.000,000:      39,800000 17309583′

の

区分 借入・発行年度 償還期限 償還方法

平成 8事業年度以前 一般勘定     財政融資資金 平成2事業年度～平成8事業年度 20年 半年賦元金均等償還

1年据置半年賦元金均等償還
豊療勘定

働    財政融資資金 平成5事業年度～平成8事業年度 17年

平成 9～ 12事業年度 一般勘定    財政融資資金 平成9事業年度～平成12事 業年度 20年 1年据置半年賦元金均等償還

平成 13事業年度以降 一般勘定     財政融資資金

財政融資資金

財投機関債

財投機関債

民間借入金

平成 13事業年度～平成22事業年度

平成22事業年度

平成 16事業年度～平成22事業年度

平成 17事業年度～平成 18事業年度

平成21事業年度

平成 17事業年度～平成 19事業年度

平成 19事業年度～平成22事業年度

平成21事業年度～平成22事業年度

20年

5年

10年

20年

7年

1年据置半年賦元金均等償還

1年据置半年賦元金均等償還

10年後一括償還

20年後―括償還

1年据置半年賦元金均等償還

年金担保貸付勘定 財政融資資金

財投機関債

民間借入金

5年

3年

1年

1年据置半年賦元金均等償還

3年後―括償還

1年以内一括償還
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資料 1-5

福祉医療機構の役員の退職金に係る業績勘案率 (再審議)

1 退職役員につい
(1)氏  名  川井 ―心
(2)役  職  福祉医療機構 理事
(3)在職期間  平成 17年 10月 1日 から平成21年 3月 31日まで

2 業績勘案率の算定につい
(¬ )役員の在職塑間のうち法人の年度評価が実施された期間の評価結果に基づく皇二

平成 20年度 平成 19年度 平成 18年度 平成 17年度

法人の年度業績勘案率

(別添 1)
1  44 1  48 ¬ 48 ¬ 50

平均値の分類 Y Y Y X

各分類に対応する率 1  0 1  0 1  0 1   5

○ 在籍月数 42か 月 (平成 18～ 21年度各コ2か月、平成¬7年度 6か月)

(2)役員の在職期間のうち法人の年度評価力:表実施の期間の実績1二基づく算定
なし。

(3)業績勘案率の計算式 (在籍月数合計42か月)
(1 0X12+1 0X12+1 0× ¬2+1 5X6)÷ 42‐ 1 07

(4)役員の在職期間におfチる目的積立金の状況
目的積立金は積んでいない。

(5)退職役員に係る職責事項についての申出
独立行政法人福祉医療機構からの申請はなし。

(6)(1)～ (5)までによる業績勘案率の試算
1.0(当 初案 )

(7)政・独委独立行政法人評1面分科会第 5WG主査からの指摘に係る検討
社会福祉法人全国精神障害者社会復帰施設協会 (全精社協)を巡る一連の報道に関しては、

川井氏に関するものではないため、退職金に係る業績勘案率に影響を及ぼすものではない。

なお、政独委事務局から指摘のあつた「福祉医療機構が全精社協に対して保有していた債

権を放棄した」という点については、福祉医療機構と全精社協との間に直接の関係はなく、

「ハー トピアきつれ川」事業を全精社協に引き継いだ財団法人全国精神障害者家族連合会に

対する福祉医療機構の債権の一部を放棄したものであり、同債権の一部放棄にあたっては、

裁判所が指定した破産管財人及び厚生労働大臣の事業継続という要請に基づいて適正に行

われたものと承知している。

以上から、当初案「¬ 0」 から減算する事由はないものと判断してよいのではないか。
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Ｉ
Ｎ
Ｉ

個別項目に関する評価結果 <福祉医療機構>

別添 1

平均    1.44

1 効率的な業務運営体制の確立 A A A

2 業務管理の充実 A A B

3 業務運営の効率化に伴う経費節減
〈一般管理費等の経費削減) A A A

4 福祉医療貸付事業
(業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとった措置 )

A A A

5      ″
(業務の質の向上に関する目標を達成するためにとった措置 )

A A A

6.福祉医療経営指導事業
(業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとった措置) A A A

7       ″
(業務の質の向上に関する目標を達成するためにとつた措置 )

A A A

0.彙 寿 ・ ナ 胃 C・ p7舌百 基
=畢
栗

(業務の運営の効率化に関する目標を達成するためにとった措 A A A

9      ″
(業務の質の向上に関する日標を達成するためにとつた措置 )

A A A

10 退職手当共済事業
_垂型塾2墜の向上に関する目標を達成するためにとつた措置) A A A

11 心身障害者扶養保険事業 B B A

lZ 偶仕株優医療鷲薇サービス畢栗
(業務の運営の効率化に関する目標を達成するためにとった措 A A A

13.     ″              ~
_(業務の質の向上に関する目標を達成するためにとつた措置 ) A A A

14 年金担保貸付事業
_≦差整渾営の効率化に関する日棟を達成するためにとった措置 ) A A A

15     ″
_■墨墜2買の向上に関する目標を達成するためにとった措置 ) S A A

16.労災年金担保貸付事業
_≦整奎運営の効率化に関する目標を達成するためにとった措置) B A A

17.      ″
(業務の質の向上に関する目標を達成するためにとった措置 )

S A A

18 承継年金住宅融資等債権管理回収業務
歌継教育資金貸付けあつせん業務 A A

19 財務内容の改善に関する事項
(予算・収支計画及び資金計画) A A A

20 その他業務運営に関する重要事項
(職員の人事に関する事項) A A A

勁 ■50 ■48 ■48

1_効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 A

2 業務管理 (リ スク管理)の充実 A

3 業務・システムの効率化と情報化の推進 A

4.経費の節減 A

5 福祉医療貸付事業 (福祉貸付事業) A

6 福祉医療貸付事業 (医療貸付事業) A

7 福祉医療貸付事業 〈債権管理) B

8 福祉医療経営指導事業 A

9 長寿・子育て・障害者基金事業 (透明で公正な助成の実施) A

10 長寿・子育て 。障害者基金事業 (事後評価と助成事業の成果の
瞥及) A

11 退職手当共済事業 S

12 心身障害者扶養保険事業 B

13 福祉保健医療情報サービス事業 α川‖ET事業) B

1 4 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業 A

15 承継年金住宅融資等債権管理回収業務及び承継教育資金貸付
らつせん業務 A

1 6 財務内容の改善に関する事項 A

17.人事に関する事項 A



平成21年 12月 2日

厚生労働省独立行政法人評価委員会 御中

政策評価 。独立行政法人評価委員会

独立行政法人評価分科会

第 5ワーキング・グループ主査

独立行政法人福祉医療機構の役員退職金に係る業績勘案率 (案)について

平成21年 8月 23日 付け独評発第0828023号 「厚生労働省所管の独立行政法人の役員の退

職金にかかる業績勘案率 (案)について」により、貴委員会から通知のあった独立行政法
人福祉医療機構 (以下 「福祉医療機構」という。)の理事のうち本年 7月 18日 付け退任に
係る理事については、本人から退職金受取辞退の申出があつたこと等から、福祉医療機構
から取下げ依頼がなされたことを受け、貴委員会から同年 12月 1日 付け独評発第1201001

号 「独立行政法人の役員退職に係る業績勘案率 (案)の算定結果通知に係る一部取下げ」
により取り下げる旨通知がなされましたが、社会福祉法人全国精ネ申障害者社会復帰施設協
会 (以下「全精社協」という。)を巡る一連の報道には、退職 した理事本人に関する内容
のほか、福祉医療機構が全精社協に対して保有していた債権を放棄したといった内容が含
まれているものと承知しております。

もっとも、これら報道内容の事実関係は明らかではなく、また、法人の業績や退職役員
の業績勘案率に直ちに影響を及ぼすかどうかも定かではないことから、予断を持つて臨む
ことは厳に慎むべきものと考えております。

しかしながら、貴委員会における業績勘案率 (案)の決定後、こうした報道がなされて
いることにかんがみれば、政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会の

第 5ワーキング・グループとしては、まずは貴委員会において、福祉医療機構の本年 3月
31日 付け退任に係る理事の業績勘案率 (案)を変更する必要がないか否かについて慎重に
御検討いただき、その結果を踏まえて、当該理事の業績勘案率 (案)の審議を進めたいと
考えておりますので、主旨を御掛酌いただき、よろしくお取 り計らい願います。

(本件照会先 )

政策評価・独立行政法人評価委員会事務局

(総務省行政評価局独立行政法人第 2担当)
担当 :安仲、服部

電話 :52535458(直通)
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参考 :全 精社協 とwAMの 関係

平成 8年 5月   財団法人全国精神障害者家族連合会 (以下「全家連」という。)にWAMか
らハー トピアきつれ川の設置整備資金 (福祉貸付)と して4億5千万円を融資

平成19年 4月 1日 全家連から全精社協にハー トピアきつれ川の運営に係る事業を譲渡
同月 17日 全家連が自己破産申立。破産手続開始

平成20年 6月 11日  同日付けでWAMは 、破産管財人からハー トピアきつれ川施設の担保権抹消
の依頼がなされる。
同日付けでWAMは 、厚生労働大臣から全家連の破産に伴うハー トピアきつ
れ川施設における事業が継続ができるよう配慮要請を受ける。

同月25日  同日付けでWAMか ら厚生労働省社会・援護局長あてにハー トピアきつれり|1施
設の破産処理の対応について照会を行う。

同月26日  同日付けで社会・援護局長から回答がある。

同年 7月 3日 破産管財人からハー トビアきつれ川の任意売却代金37,516,278円 を受領し貸
付金の元金に充当。担保権抹消に係る書類を破産管財人に提出

同年12月 25日 全家連の破産手続終結決定

※ 上記のように、WAMと 全精社協には直接の関係はない。

平成19年4月

経営権譲渡

厚
生
勢
極
大
雛
か
ぶ

事
業
籍
続
配
慮
欝
講

１
１

１

〓

■

一

建ヽ設・運営

平成20年 7月施設売却
磁 渡金額4,200万 円)

平成20年6月

磯産ま通伴tヽハートごア
きりれ1'1の管理線管

償務返済 約 1億3千2百万円
(償権放棄 約2憶8千万電)

福祉貸付 4億5干万円

譲渡金額の一部
(3,800万円)

野篠罐
絞麟螢騒

ハートビアきつれ川
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資料1-6-6
独立行政法人福祉医療機構役員給与規程新旧対照表 (改正部分のみ)

(俸給)

4条 役員の俸給の月額は、次の各号とする。
1)理 事長 976,000円
理事 (理事長が指定した者) 889,000円
(2)以外の理事 830,000円

(4)監事 727.000円
2～ 5 省略

(特別手当)

7条 略
略

期末手当の額は、役員がそれぞれの基準日現在 (退職し、又は死亡した日

現在)において受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に
100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を

乗じて得た額の合計額 (以下「基礎額Jと いう。)に 6月 に支給する場合に
おいては100分の75、 12月 に支給する場合においては100分の80を乗じて得た

額に基準日以前 6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲
げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

(1)～ (4)略
4～ 8 略

(非常勤役員手当)

H条 非常勤監事の非常勤役員手当の額は、月額376.000円 とする。
2 非常勤役員手当の支給日及び支給方法については、第 3条及び第 4条第 2
項から第 5項までの規定を準用する。

附 則 (平成21年 12月 1日 )
上 この改正は、平成21年 12月 1日 から実施する。
平成21年 12月 に支給する期末手当の額ヤま、第 7条第 2項の規定にかかわら

(俸給 )

4条 役員の俸給の月額は、次の各号とする。
(1)理 事長 9791000円
(2)理事 (理事長が指定した者) 892,000円
(3)(2)以 外の理事 833,000円
(4)監事 730,000円
2 新たに役員となった者には、その日から俸給を支給する。

(特別手当)

7条 略
2 略
3 期末手当の額は、役員がそれぞれの基準日現在 (退職し、又は死亡した日
現在)において受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に
100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を

乗じて得た額の合計額 (以下「基礎額」という。)に 6月 に支給する場合に
おいては100分の75、 12月 に支給する場合においては100分の90を 乗じて得た

額に基準日以前 6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲
げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

(1)～ (4)略
4～ 8 略

(非常勤役員手当)

H条 非常勤監事の非常勤役員手当の額は、月額378,000円 とする。
2 非常勤役員手当の支給日及び支給方法については、第 3条及び第 4条第 2
項から第 5項までの規定を準用する。

２

　

３

こおいて「



新 1日

としさ⊇Q】 塵≧ら次に掲げる額の合計額 (以下この項において「調整額Jと い
う。)に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整鍾ど基準額
以上となるときは、期末手当は支給しない。

(1)平成21年 4月 1日 において機構の役員として受けるべき俸給及び特別
調整手当の月額の合計額 (平成21年 4月 1日 以降に役員となった者にあっ
ては新たに役員となった日において受けるべき俸給及び特別調整壬当の月

額の合計額)に 100分の024を 乗じて得た題 (以 ド「基礎額Jと いう。)に、
同年 4月 からH月 までの月数 (同年 4月 1日 から実施日の前日までの期間
において、機構の役員として在職しなかっ上期間がある場合は、その月数
を減じた月数)を乗じて得た額
(2)平成21年 6月 に機構の役員として支給さこた期末手当及び奨励手当の
合計額に100分の024を 乗じて得た額

■ 前項第 1号に規定する基礎額及び前項第 2号に掲げる額に 1円未満の端数
が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
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資料 1-6-

独立行政法人福祉医療機構役員給与規程

岨15101規程第 6号 )
平成21年 12月 1日 改正

(目 白9)

第 1条  この規程は、独立行政法人通則法 (平成 H年法律第 103号 )第 62条 の規定に基
づき、独立行政法人福祉医療機構 (以下 「機構」という。)の役員 (以下 「役員」と
いう。)の給与の支給について定めることを目的とする。
(給与 )

第 2条 役員の給与は、常勤の役員については俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別
手当とし、非常勤の役員については非常勤役員手当とする。

(給与の支給日及び支給方法 )

第 3条 役員の給与 (特別手当を除く。)は、当月分を毎月15日 (その日が休日に当た
るときは、その日前において、その日に最も近い休 日でない日。以下 「支給定 日」と
いう。)に支給する。ただし、理事長が特に支給定 日以外の日を指定した場合は、こ
の限りでない。

2 役員の給与は、通貨で直接役員にその全額を支払うものとする。ただし、法令又は
別に定めるものがあるときは、通貨以外のもので支払い、又は給与の一部を控除して

支払うことができる。

(俸給)         ●

第 4条  役員の俸給の月額は、次の各号とする。
(1)理 事長 976,000円
(2)理 事 (理事長が指定した者) 889,000円
(3)(2)以 外の理事 830,000円
(4)監 事 727,000円
2 新たに役員となった者には、その日から俸給を支給する。
3 役員が離職したときは、その日まで俸給を支給する。
4 前 2項の規定により俸給を支給する場合であって、月の初日から支給するとき以外
のとき又はその月の末日まで支給するとき以外のときは、その俸給の額は、その月の

現日数から日曜日及び土曜日の日数を差し引いた日数を基礎として日割によって計

算する。

5 役員が死亡したときは、その死亡の日の属する月の俸給の全額を支給する。
(特別調整手当)

第 5条 特別調整手当は、一般職の職員の給与に関する法律 (昭和 25年法律第95号。以
下 「一般職給与法」という。)第 H条の 3の規定に準じて、役員に対 し支給する。
2 特別調整手当の月額は、俸給に 100分 の 12を乗じて得た額とする。
3 特別調整手当の支給方法については、前条第 2項から第 5項までの規定を準用する。
(通勤手当)

第 6条 通勤手当は、一般職給与法第 12条第 1項に規定する通勤手当の支給要件に該当
する役員に支給する。

2 通勤手当の額は、一般職給与法第 12条第 2項及び第 3項に規定する額とする。
3 前 2項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手
当の支給に関し必要な事項は、国家公務員の例に準じて別に定める。

(特別手当)

第 7条 特別手当は、期末手当及び奨励手当とする。
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2 期末手当は、 6月 1日 、 12月 1日 (以下これらの日を「基準日Jと いう。)にそれ
ぞれ在職する役員に対して、それぞれ基準日の属する月の別に定める日 (以下第 4項、
次条及び第 9条においてこれらの日を 「支給日Jと いう。)に支給する。これらの基
準 日前 1月 以内に退職し、若しくは解任され、又は死亡した役員については別に定め

る場合を除き同様とする。

3 期末手当の額は、役員がそれぞれの基準日現在 (退職し、又は死亡 した日現在)に
おいて受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に 100分の25を乗じ

て得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分 の20を乗じて得た額の合計額

(以下 「基礎額」という。)に 6月 に支給する場合においては 100分の75、 12月 に支給
する場合においては 100分の80を 乗じて得た額に基準日以前 6箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。

(1)6箇 月 100分の100
(2)5箇 月以上 6箇月未満 100分の80
(3)3箇 月以上 5箇月未満 100分 の60
(4)3箇 月未満 100分 の30
4 奨励手当は、基準日にそれぞれ在職する役員に対し、基準日以前 6箇月以内の期間に
おけるその者の職務実績等に応じて、支給日に支給する。これらの基準日前 1月 以内に

退職し、若しくは解任され、又は死亡した役員については別に定める場合を除き同様と

する。

5 奨励手当の額は、基礎額に別に定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、
機構が支給する奨励手当の額の総額は、奨励手当基礎額に100分の85を乗じて得た額を超

えてはならない。

6 理事長は、前項の規定による奨励手当の額について、厚生労働省独立行政法人評価
委員会が行う業績評価の結果及びその者の職務実績等を考慮し、これを増額 し、又は

減額することができる。

7 基準日以前 6箇月以内の期間において、任命権者又はその委任を受けた者の要請に
応じ、国家公務員から引き続いて役員となった者については、その者の国家公務員と

して引き続いた在職期間を役員としての引き続いた在職期間とみなす。

8 基準日以前に引き続き国家公務員となるため退職 した役員に対しては、第 2項及び
第 4項の規定にかかわらず、期末手当及び奨励手当は支給 しない。
第 8条  次の各号のいずれかに該当する者には、前条第 2項の規定にかかわらず、当該
各号の基準日に係る期末手当 (第 3号 に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止
めた期末手当)は、支給しない。
(1)基 準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に独立行政法人通則
法 (平成 11年法律第 103号 )第 23条第 2項第 2号又は第 3項の規定により解任され
たもの

(2)基 準日前 1箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給 日の前日まで
の間に離職 した者 (前号に掲げる者を除く。)で、その離職 した日から当該支給日
の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの

(3)次 条第 1項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者 (当
該処分を取 り消された者を除く。)で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件
に関し禁錮以上の刑に処せられたもの

第 9条  理事長は、支給 日に期末手当を支給することとされていた役員で当該支給日の
前日までに離職 したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支

給を一時差し止めることができる。
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(1)離 職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係
る刑事事件に関して、その者が起訴 (当 該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が

定められているものに限り、刑事訴訟法 (昭和23年法律第 131号)第 6編に規定す
る略式手続きによるものを除く。第 2項において同じ。)を され、その判決が確定
していない場合

(2)離 職 した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係
る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取した事項若しく

は調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至った場合

であって、その者に対し期末手当を支給することが、機構の公共的使命に対する国

民の信頼を確保する上で重大な支障を生ずると認めるとき

2 理事長は、前項の規定による期末手当の支給を 一時差し止める処分 (以下「一時差
ll処分」という。)について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、速
やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第 3号 に該当する場
合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明

らかに反すると認めるときは、この限りでない。

(1)一 時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る井1事
事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合

(2)一 時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となつた行為に係
る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合

(3)一 時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し
起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算して 1

年を経過 した場合

3 前項の規定は、理事長が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき、
期末手当の支給を差し止める必要がなくなったとして当該一時差止処分を取り消す

ことを妨げるものではない。

第 10条 前 2条の規定は、第 7条第 4項の規定による奨励手当の支給について準用する。
この場合において、第 8条中「前条第 2項Jとあるのは「第 7条第 4項」と読み替える
ものとする。

(非常勤役員手当)

第 H条 非常勤監事の非常勤役員手当の額は、月額376,000円 とする。
2 非常勤役員手当の支給日及び支給方法については、第 3条及び第 4条第 2項から第
5項までの規定を準用する。

附 則
1 この規程は、平成 15年 10月 1日 から実施する。
2 実施日の前日において、社会福祉 。医療事業団 (以下 「事業団」という。)の役員
であった者で、引き続き機構の役員となった者の在職期間の算定については、事業団

の役員であった期間を機構の在職期間とみなす。

附 則
1 この改正は、平成 15年 11月 1日 から実施する。
2 平成 15年 12月 に支給する期末手当の額は、本改正後の第 7条第 2項の規定にかかわ
らず、この規定により算定される期末手当の額 (以下この項において「基準額Jと い
う。)か ら次に掲げる額の合計額 (以下この項において「調整額」という。)に相当
する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期

末手当は支給しない。

(1)社会福祉・医療事業団 (以下「事業団」という。)の 役員であった者で引き続
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き機構の役員となった者にあっては、平成 15年 4月 1日 において事業団の役員とし
て受けるべき俸給、特別調整手当及び通勤手当の月額の合計額 (機構設立後に役員
となった者にあっては新たに役員となった日において受けるべき俸給、特別調整手
当及び通勤手当の月額の合計額)に 100分の107を 乗じて得た額 (以下 「基礎額」
という。)に、同年 4月 から10月 までの月数 (同年 4月 1日 から実施日の前日まで
の期間において、事業団または機構の役員として在職しなかった期間がある場合は、
その月数を減じた月数)を乗じて得た額
(2)平 成 15年 6月 に事業国の役員として支給された期末手当の額に100分の107を
乗じて得た額

3 前項第 1号に規定する基礎額及び前項第 2号に掲げる額に 1円未満の端数が生じ
たときは、 これを切り捨てるものとする。
附 則
この改正は、平成 16年 4月 1日 か ら実施する。

附 則
この改正は、平成 16年 6月 1日 か ら実施する。

附 則
この改正は、平成 17年 10月 1日 から実施する。

附 則
1 この改正は、平成 17年 12月 1日 か ら実施する。
2 平成 17年 12月 に支給する期末手当の額は、第 7条第 2項の規定にかかわらず、この
規定により算定される期末手当の額 (以下この項において「基準額Jと いう。)か ら
次に掲げる額の合計額 (以下この項において「調整額Jと いう。)に相当する額を減
じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支
給しない。

(1)平 成 17年 4月 1日 において機構の役員として受けるべき俸給及び特別調整手
当の月額の合計額 (平成 17年 4月 1日 以降に役員となった者にあっては新たに役員
となった日において受けるべき俸給及び特別調整手当の月額の合計額)に 100分の
036を 乗じて得た額 (以下「基礎額Jと いう。)に 、同年 4月 からH月 までの月数
(同年 4月 1日 から実施日の前日までの期間において、機構の役員として在職しな
かった期間がある場合は、その月数を減じた月数)を乗じて得た額
(2)平 成 17年 6月 に機構の役員として支給された期末手当の額に100分 の036を 乗
じて得た額

3 前項第 1号に規定する基礎額及び前項第 2号に掲げる額に 1円 未満の端数が生じ
たときは、これを切 り捨てるものとする。

附 則
1 この改正は、平成21年 6月 1日 から実施する。
2 平成21年 6月 に支給する期末手当及び奨励手当に関する第 7条第 3項及び第 5項の規
定の適用については、第 7条第 3項中「100分の75」 とあるのは「100分の70Jと 、第 5
項中「100分の85」 とあるのは「100分の75」 とする。

F付  貝J

l この改正は、平成21年 12月 1日 から実施する。
2 平成21年 12月 に支給する期末手当の額は、第 7条第 2項の規定にかかわらず、この
規定によ り算定される期末手当の額 (以下この項において「基準額Jと いう。)か ら
次に掲げる額の合計額 (以下この項において 「調整額」という。)に相当する額を減
じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支
給しない。

-4-



(1)平 成21年 4月 1日 において機構の役員として受けるべき俸給及び特別調整手
当の月額の合計額 (平成21年 4月 1日 以降に役員となった者にあっては新たに役員
となった日において受けるべき俸給及び特別調整手当の月額の合計額)に 100分 の
024を 乗じて得た額 (以下「基礎額」という。)に、同年 4月 から11月 までの月数
(同年 4月 1日 から実施日の前日までの期間において、機構の役員として在職 しな
かった期間がある場合は、その月数を減じた月数)を乗じて得た額
(2)平 成21年 6月 に機構の役員として支給された期末手当及び奨励手当の合計額
に 100分 の024を 乗じて得た額
3 前項第 1号に規定する基礎額及び前項第 2号に掲げる額に 1円未満の端数が生じ
たときは、これを切り捨てるものとする。

-5-



資料1-7

持ち回りで議決した案件の報告について

一 独立行政法人福祉医療機構業務方法書の変更について 一

1.医 療 貸 付 事 業 関係  (平成 21年 10月 8日改正、同日施行)

◆ 出産育児一時金等の見直しに係る経営安定化資金の特例
出産育児一時金等の見直しに係る経営安定化資金の貸付けについて、特19」措置を講じる期間

を「平成 22年 3月 31日」から「平成 22年 6月 30日」まで延長するとともに、限度額を

「機構の理事長が定める額」(※ )に改正 【附則第16条関1系】

※ 医療機関ごとの 2か月分の分娩見込件数に42万円を乗じて得た額

≪ 融資実績 146件 3,756百万円 (平成 22年■IJQttD≫

【参考】出産育児-3詈金等の見直しに伴う経営安定化資金の拡充について

平成 21年 10月以β挙、出産育児-0吉金等について保険者が被保険者等に支払う方式から医療機関
へ直接支払う方式へと変更されることに伴い、医療機関への支払いが2か月程度遅れることとなり、

医療機関において一時的な資金を準備することが必要となつたことに対応するため、平成 21年 4月、
経営安定化資金について出産育児一時金等に関する特例が設けられたもの。(平成21年 6月施行)
なお、上記支払い方式の変更については、その後、移行時期について猶予期間が設けられている。

2.年金担保貸付事業関係 (平成22年 1月 1日改正、同日施行)

◆ 船員保険法の改正等に伴う改正

船員保険制度の職務上の年金部門が労働者災害補償保険制度に統合されることに伴い、年金

担保貸付事業における船員保険法 (昭不014年法律第73号)による年金受給権者の取扱いに

ついて関係規定を整備 【第3条、第 44条及び附貝」(平成 22年 1月 1日施行)第 2条関係】

社会保険庁の廃上に伴う改正

社会保険庁の廃止に伴い、年金受給権の裁定者を「社会保険庁長宮」から「厚生労働大臣」

改定 【第 47条関係】



料2-1-G

医薬品医療機器総合機構の評価の視点 (案 )

及び数値目標 (案)の概要

1.評価の視点 (案 )等の位置付 !

第 2期中期目標期間 (平成 21年度～平成 25年度)の医薬品医療機器総合機構の
業務実績を評価するための指標となるもの。

2 評価の視点 (案)等の主な内

昨年度に設定された第 2期中期目標・中期計画の内容を踏まえ、新たに設定。主な

内容は以下のとおり。なお、数値目標については、健康被害救済業務以外は、中期計

画と同様。

評価項目 1 目標管理による業務運営
更なし)

トップマネジメント (P2)(第 1期 と変

(評価の視点)

○各部門毎に業務計画表が作成されているか。また、それにより業務の進捗状況を日常的

に管理し、問題点の抽出及びその改善が図られているか。

O戦略立案機能、リスク管理機能、チェック機能などの業務管理体制や理事長の経営判断

が迅速に業務運営に反映できる組織体制が構築され、有効に機能しているか。

(数値目標 )

なし

評価項目2 審議機関の設置による透明性の確保 (P4)(下 線部分は追加、変更
項目)

(評価の視点)

O幅広い分野の学識経験者との意見交換の場として審議機関が設置され、業務内容や運営

体制への提言や改善策が業務の効率化、公正性、透明性確保に役立てられているか。



○平成 19年度に策定した業務・システム最適化計画に基づき、個別の審査系システムの

統合を図るとともに、審査関連業務、安全対策業務及び健康被害救済業務の情報共有を推

進するシステムの構築など、業務・システム最適化の取組を実施したか。

(数値目標 )

なし

評価項目3 各種経費節減 (P8～ 9)(下線部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○一般管理費及び事業費の肖1減について、中期計画に掲げる目標値の達成に向けた取り組

みが講じられ、着実に進展しているか。

O総人件費改革は進んでいるか。

O契約の締結に当たつて、透明性・競争性等が確保されているか。

(数値 目標 )

○中期目標終了時までに、―般管理費を平成 20年度と比べて¬5%程度節減すること。

O中期目標終了時までに、事業費を平成20年度と比べて5%程度節減すること。

評価項目4 拠出金の徴収及び管理 (P10～ 11)(下線部は追加、変更項目)

(評価の視点)

○副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の徴収業務を効率的に行うための取組

が着実に進められ、その結果として、各拠出金の収納率が99%以上の達成となっている
か 。

(数値目標 )

○副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の収納率を99%以上とすること。



評価項目5 相談体制の整備、業務内容の公表等 (P13)(下線部は追加、変更
項目)

(評価の視点 )

○国民に対するサービスの向上のため、「PMDA広 報戦略」に基づいた各種施策に取り

組んでいるか。

〇外部監査の実施に加え、計画的な内部監査が実施され、その結果が公表されているか。

また、審査手数料及び安全対策等拠出金について区分経理が規定され、それらの使途等、

財務状況について公表されているか。

(数値 目標 )

なし

評価項目6 救済制度の情報提供、相談体制の充実 (P15～ 16)(下線部は追
加、変更項目)

(評価の視点)

○ホームページ等において給付事例、業務統計等を公表し、給付実態の理解と救済制度の

周知を図つているか。

○救済制度を幅広く国民に周知するという観点から、中期計画に掲げる各種取組みが積極

的に講じられ、制度普及が着実に進んでいるか。

(数値 目標 )

○救済制度に関する一般国民の確実認知度を、平成25年度までに10%以上にする。

評価項目7 業務の迅速な処理及び体制整備 (P18)(下線部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○副作用救済給付業務に関する情報のデータベースヘの蓄積を進めるとともに、蓄積され

たデータについて分析・解析を行い、迅速かつ効率的な救済給付を実現するシステムとし

て活用されているか。



O請求事案の迅速な処理を図るため、医療機関や製造業者に対して請求内容の事実関係の

調査・整理が適切に行われ、厚生労働大臣への医学・薬学的事項に関する判定の申出に活

用されているか。

(数値目標 )

O救済給付における事務処理期間について、平成25年度までに全決定件数のうち60%
以上を6ヶ月以内に処理できるようにする。

評価項目8 部門間の連携及び保健福祉事業の実施 (p19)(下線部は追加、変
更項目)

(評価の視点 )

O救済業務における給付事例が、個人情報に配慮しつつ安全対策業務に適切に提供されて

いるか。

○重篤で稀少な健康被害者に対するQOL向上策等を検討するための資料を得る調査研
究事業を着実に実施したか。

(数値目標 )

なし

評価項目9 スモン患者及び血液製剤によるHIV感 染者等に等に対する受託支
払業務等の実施 (P20)(第 1期 と変更なし)

(評価の視点)

○スモン患者に対する受託支払業務及び血液製剤によるHIV感染者等に対する受託給
付業務について、個人情報に配慮した上で、委託契約の内容に基づき適切に行われている

か 。

O特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるC型肝炎感染被害者に

対する給付業務について、個人情報に配慮した上で、適切に行われているか。

(数値目標 )

なし



評価項目 10 業務の迅速な処理及び体制整備 (医薬品)(P27～ 29)(下線部
は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○新医薬品について、的確かつ迅速な審査を実施していくために、中期計画に掲げられて

いる各種取組が着実に実施されているか。

○新医薬品に係る治験相談等の円滑な実施のため、中期計画に掲げられている各種取組が

着実に行われているか。

(数値 目標 )

○新医薬品 (優先品目)の審査期間 (下記の審査期間に関し、それぞれ 50%に ついて達

成 )

平成 21年度 総審査期間 11ケ 月、行政倶1期間 6ヶ月、申請者側期間 5ヶ月

平成 22年度 総審査期間 10ケ 月、行政側期間 6ヶ 月、申請者側期間 4ヶ月

平成 23～ 25年度 総審査期間 9ヶ月、行政側期間 6ヶ月、申請者側期間旦全月

○新医薬品 (通常品目)の審査期間 (下記の審査期間に関し、それぞれ 50%について達

成 )

平成 21年度 総審査期間 19ヶ 月、行政倶1期間 ¬2ヶ 月、申請者側期間 7ヶ 月

平成 22年度 総審査期間 16ヶ 月、行政側期間 1lヶ 月、申請者側期間 5ケ月

平成23～ 25年度 総審査期間 12ヶ 月、行政倶1期間 9乞月、申請者側期間 3ヶ 月

評価項目 11 業務の迅速な処理及び体制整備 (医療機器)(P34～ 36)(下線
部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○医療機器について、的確かつ迅速な審査を実施していくために、中期計画に掲げられて

いる各種取組が着実に実施されているか。

○新医療機器に係る治験相談等の円滑な実施のため、中期計画に掲げられている各種取組

が着実に行われているか。

(数値 目標 )

○新医療機器 (優先品日)の審査期間 (下記の期間に関し、それぞれ 50%について達成 )

平成 21～ 22年度 総審査期間 16ヶ 月、行政側期間 8ケ』 、申請者倶1期間 9ヶ月

平成23年度 総審査期間 15ヶ 月、行政側期間 7ヶ月、申請者側期間 8ヶ 月

平成 24年度 総審査期間¬3ヶ 月、行政倶1期間 7ヶ月、申請者側期間 6ヶ月

平成 25年度 総審査期間 10ヶ 月、行政側期間 6ヶ月 申請者側期間 4ヶ月



○新医療機器 (通常品目2の審査期間 (下記の期間に関し、それぞれ50%について達成)
平成 2可 ～22年度 総審査期間 2¬ ヶ月、行政側期間8ヶ 月、申請者側期間 14ヶ月
平成23年度 総審査期間20ヶ月、行政側期間 8ケ 月、申請者側期間 12ヶ月
平成24年度 総審査期間 17ヶ月、行政側期間 7ヶ 月、申請童旦J期間 10ヶ月
平成25年度 総審査期間 14ヶ月、行政側期間 7ヶ 月 申請者側期間7ヶ月

評価項目12 業務の迅速な処理及び体制整備 (各種調査)(P38～ 39)(下線
部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○新医薬品の信頼性適合性調査l_ついて、企業訪間型書面調査を導入し、着実に実施して

いるか。

OGMP/QMS調 査の円滑な実施にあたり、中期計画に掲げられている各種取組が着実
に行われているか。

(数値 目標 )

○平成25年度までに新医薬品の信頼性調査件数の50%以上を企業訪間型書面調査に
より実施。

評価項目13 審査等業務及び安全業務の信頼性の向上 (P42～ 43)(下線部
は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○平成 19年度に策定した医薬品審査等に係る研修プログニムについて、実施状況を評価
するとともに、内容の充実、研修の着実な実施が図られているか。

○審査業務に係る透明化の推進を図るため、中期計画に掲げられている各種取組が着実に

実施されているか。

(数値目標 )

なし



評価項目 14 副作用・不具合情報収集の強化並びに整理及び評価分析の体系化
(P47～ 48)(下線部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○中期計画に掲げる副作用・不具合情報収集の強化のための施策を適切に実施しているか。

○審査部門に対応した薬効分類、診療領域を踏まえた分野ごとのチーム編成 (12チーム)

の実施を目指し、副作用等情報の整理及び評価分析体制を大幅に強化・充実するとともに、

I丁技術を活用する等の方策を講じ、国内の医薬品副作用・感染症報告全体を精査してい

るか。

(数値目標 )

なし

評価項目 15 企業、医療関係者への安全性情報の提供とフォローアップ (P51
～ 52)(下線部は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○副作用のラインリストについて、関係者がより活用しやすい内容とするための方策を講

じるとともに、副作用報告から公表までの期間を4カ 月で処理上ているか。また、当該立

インリストについて、PMDAが 調査した医療機関からの副作用報告について迅速に公表
しているか。

O中期計画で掲げている「講した安全対策措置のフォロTア ツプの強化・充実」に関する

施策を着実に実施しているか。

(数値 目標 )

○医薬品医療機器情報提供ホームページについて、平成25年度までに、アクセス数の倍

増を目指す。

O医薬品医療機器情報配信サービスについて、医療機関や薬局の医薬品安全管理責任者等

の登録を平成 23年度までに 6万件程度、平成 25年度までに15万件程度を目指す。



評価項目 16 患者、一般消費者への安全性情報の提供 (P53～ 54)(下線部
は追加、変更項目)

(評価の視点 )

○副作用・不具合症例に係る情報を迅速に提供するとともに、医薬品等を安全かつ安心し

て使えるよう、一般消費者等からの相談業務を着実に実施しているか。また、患者向医薬

品ガイドのよリー層の周知、利便性の向上を図るとともに、患者に対する服薬指導に利用

できる情報提供の充実を図つているか。

(数値目標 )

なし

評価項目 1フ  予算、収支計画及び資金計画 (P55)(第 1期 と変更なし)

(評価の視点 )

○予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関して計画と実績との間に差異がある

場合には、その発生理由が明らかにされ、かつ、合理的なものであるか。

○利益乗1余金が発生している場合には、その発生要因となつた業務運営は適切なものであ

るか。

(数値 目標 )

なし

評価項目 18 人事に関する事項及びセキュリティの確保 (P58)(下 線部は追
加、変更項目)

(評価の視点 )

○新規職員に対する指導を充実させ、増員による体制強化を図つているか。

O事務室の入退室に係る管理体制が強化されているか。情報システムに係る情報セキュリ

テイの確保が図られているか。

(数値 目標 )

なし



資料2-1-②

医薬品医療機器総合機構 平成21年度業務実績評価シー ト
評価の視点等新旧対照表

氏 名 |   _



医薬品医療機器総合機構

中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

誉[I轟
『
尋,1群勝葬蒻:ξ:[智

での 5年間とする。

第 2 法人全体の業務運営の改善に関する事項及び国
民に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する事項

通則法第 29条第 2項第 2号 の業務運営の効率化に
関する日標及び同項第 3号の国民に対 して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上に関する目標のうち、
法人全体に係る目標は次のとおりとする。

(1)効率的かつ機動的な業務運営

ア 効率的かつ機動的な業務運営体制を確立するとと
もに、業務管理の在 り方及び業務の実施方法につい

よΣl霙諜壁

=裏
喜 2駿  [[。

いヽ以下の′像を踏

・職務執行の在 り方をはじめとする内部統制につい
て、会計監査人等の指導を得つつ、向上を図るもの
とし、講 じた措置について積極的に公表する。

・内部統制の在 り方について、第二者の専門的知見
も活用 し、検討を行 う。

第 1 法人全体の業務運営の改善に関する事項及び国
民に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する事項に係る目標を達成するためにとるべき措
置
～さらに効率的・機動的な事業運営に努め、国民ヘ

の情報発信を積極的に推進する～

通則法第 30条第 2項第 1号の業務運営の効率化に
関する目標を達成するためにとるべき措置及び同項第
2号の国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
は次のとおりとする。

(1)効率的かつ機動的な業務運営

ア コンプライアンス・リスク管理の徹底による透明
かつ的確な業務運営
・各部門の業務の目標 と責任を明確にするととも
に、業務の進捗状況の日常的な管理を通じ、問題点
の抽出及びその改善に努める。

・業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事
業活動に関わる法令等の遵守及び資産の保全の達成
のために、内部統制プロセスを整備 し、その適切な
運用を図るとともに、講じた措置について積極的に
公表する。

各年度における業務実績について、意見募集を行
、業務運営に活用する。

第 1 法人全体の業務運営の改善に関する事項及び国民
に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上に関
する事項に係る日標を達成するためにとるべき措置

1)効率的かつ機動的な業務運営

。年度計画に基づき、各部、各課の業務計画表を作成
し、日標管理による業務運営を行 う。

・理事長が直接、業務の進捗状況を把握 し、必要な指
示を行 うため、幹部会、財務管理委員会等において業
務の進捗状況の報告、Pn5題点等の議論を行い内部統制
の強化を図るとともに、業務運営の効率化・迅速化を
図る。

・業務運営の効率化を図るとともに、不正、誤謬の発
生を防止するため、計画的に内部監査を実施する。
また、監査結果について公表する。

・リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会を毎月
開催 し、リスク管理区分ごとのリスク管理状況に対す
るモニタリング機能を強化する。また、予防策の進捗
状況等を把握するとともに、 リスク発生時の対応等に
ついて機構役職員に周知徹底を図る。

・コンプライアンス確保のため、コンプライアンスに
関する研修を実施するとともに、内部通報制度の円滑
な運用を図る。

・個人情報保護法に基づく情報の管理・保護の徹底を
図る。

・平成 20事業年度業務報告について、ホームページ
に公開するとともに、意見募集を行い、業務運営に活
用する。

1
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評価項目 |【評価項目1 日標管理による業務運営・トップマネジメント】 自己評定 評  定

評価の視点等 (現行) 評価の視点等 (案 )

[数値目標 ]
○特になし

[評価の視点]
○各部門毎に業務計画表が作成されているか。また、それにより業務の進捗状
況を日常的に管理し、問題点の抽出及びその改善が図られているか。

○戦略立案機能、リスク管理機能、チェック機能などの業務管理体制や理事長
の経営判断が迅速に業務運営に反映できる組織体制が構築され、有効に機能
しているか。

[数値目標]
○特になし

[評価の視点]
○各部門毎に業務計画表が作成されているか。また、それにより業務の進捗状
況を日常的に管理し、問題点の抽出及びその改善が図られているか。

○戦略立案機能、リスク管理機能、チェック機能などの業務管理体制や理事長
の経営判断が迅速に業務運営に反映できる組織体制が構築され、有効に機能
しているか。
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医薬品医療機器総合機構

中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

(1)効率的かつ機動的な業務運営
ア 効率的かつ機動的な業務運営体制を確立する
とともに、業務管理の在 り方及び業務の実施方
法について、外部評価などによる確認を行い、
以下の点を踏まえ、業務運営の改善を図ること。

・職務執行の在 り方をはじめとする内部統制につい
て、会計監査人等の指導を得つつ、向上を図るも
のとし、講じた措置について積極的に公表する。
・内部統制の在 り方について、第二者の専門的知見
も活用し、検討を行 う。

業務の電子化等を推進 し、
とすること。

効率的な業務運営体制

機 lYIの共通的な情報システム管理業務及び審査業
務等の見直しを踏まえ、機構全体のシステム構成及
び lJIH達方式の見直しを行 うことにより、システムコ
ス トの削減、システム調達における透明性の確保及
び業務運営の合理化を行い経費の節減を図ること。
このため、平成 19年度末に策定 した業務・システ
ム最適化計画に基づき、個別の審査系システムの統
合を図るとともに、審査関連業務、安全対策業務及
び健康被害救済業務の情報共有を推進するシステム
の構築など、業務・システム最適化の取組を推進す
ること。

(1)効率的かつ機動的な業務運営
コンプライアンス・リスク管理の徹底による透明
かつ的確な業務運営
・各部門の業務の目標 と責任を明確にするととも
に、業務の進捗状況の日常的な管理を通じ、問題点
の抽出及びその改善に努める。

。幅広い分野の学識経験者との意見交換の場として
審議機関を設置し、業務内容や運営体制への提言や
改善策を求めることにより、業務の効率化に役立て
るとともに、業務の公正性、透明性を確保する。

・状況に応 じた弾力的な人事配置と外部専門家など
の有効活用による効率的な業務運営を図る。

・業務運営における危機管理を徹底するため、それ
ぞれの状況に応 じた緊急時における対応マニュアル
を適宜見直すなど、的確な運用を図る。

資料・情報のデータベース化の推進
・各種業務プロセスの標4t化 を進めることで、非常
勤職員を活用 し、常動職員数の抑制を図る。

・各種の文書情報については、可能な限り電子媒体
を用いたものとし、体系的な整理・保管や資料及び
情報の収集並びに分析等が可能となるようデータベ
ース化を推進する。

業務効率化のためのシステム最適化の推進
・機構におけるシステム環境整備の基本方針を策定
する。

(1)効率的かつ機動的な業務運営
ア・年度計画に基づき、各部、各課の業務計画表を作成 し、
日標管理による業務運営を行 う。

・運営評議会等において、業務実績報告及び企業出身者
の就業制限に関する各種報告をはじめとした、機構の業
務状況の報告を行い、業務の公正性、透明性を確保する
とともに、委員からの提言等を踏まえ、業務運営の改善
・効率化を進める。

・弾力的な対応が特に必要とされる部署においては
制をとらず、グループ制を活用する。

・各業務について、必要な外部専門家の選定・委嘱を
行い、有効活用する。

・業務の遂行にあたり、必要となる法律・財務・システ
ム等の専門的知識について、弁護士・税理士等を活用す
る

・各種のリスクを把握 し、それに対応 したマニュアルに
ついて、必要に応 じ見直し、充実を図る。

・審査等業務をはじめとする各業務について、必要に応
じ、新たなtR準業務手,原 1卜を整備するとともに、既存の
標準業務手順書についても内容を逐次見直し、非常ILj職

員の更なる活用を図る。

・各種の文書情報の体系的整理及び保管、情報の収集
並びに分析等が可能となるよう、機器の整備及び情報の
データベース化を推進するとともに、之、要に応じてシス
テムの整備、外部データベースの利用等最適な利用環境
を検討し、業務の効率化を図る。

業務効率化のためのシステム最適化の推進
・機構におけるシステム環境の現状を把握 し、環境整備
の方針の検討を行う。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

・平成 19年度末に策定した業務・システム最適化
計画に基づき、平成 23年度を目途にこれまで分散
して構築されていた個別の審査系システムの統合を
図るとともに、審査関連業務、安全対策業務及び健
康被害救済業務の情報共有を推進するシステムを構
築するなど、業務・システム最適化の取組を推進す
る。

・また、業務・システム最適化計画の実施と平行し、
各部門の業務の実態を踏まえ、情報システムの機能
追加を行 うことにより業務の効率イとを図る。

・平成 19年度に策定・公表した業務・システム最適化
計画に基づく最適化されたシステム構成を実現するた
め、引き続き、次期システムの要件定義を実施する。ま
た、同計画を踏まえ、システムコストの削減を図る。

・各部門の業務の実態を踏まえ、業務に必要な機能を優
先して、情報システムの機能追加を行う。

評価項目 【評価項目2 審議機関の設置による透明性の確保】 自己評定 評  定

評価の視点等 (現行) 評価の視点等 (案 )

[数値 目標 ]
○特になし

[評価の視点]

○幅広い分野の学識経験者との意見交換の場として審議機関が設置され、業務
内容や運営体制への提言や改善策が業務の効率化、公正性、透明性確保に役
立てられているか。

○外部評価の仕組み、グループ制等が構築され、有効に機能しているか。

○業務マニュアルが整備され、定型的作業は非常勤職員等が対応できるように
なっているか。

○各業務における文書情報の電子化・データベース化により、体系的な情報の
整理・保管によるデータの有効活用が図られているか。

○システム構成及び調達方式の見直しを行い、システムコス トの削減、業務運
営の合理化、システム調達における透明性の確保等を図つたか。

○業務の見直し並びにシステムの監査及び刷新可能性調査を踏まえ、平成 19
年度までに、業務・システムに関する最適化計画を策定・公表し、その後速
やかにその計画を実施 したか。

[数値目標]
○特になし

[評価の視点]

○幅広い分野の学識経験者との意見交換の場として審議機関が設置され、業務
内容や運営体制への提言や改善策が業務の効率化、公正性、透明性確保に役
立てられているか。

○外部評価の仕組み、グループ制等が171築され、有効に機能しているか。

○業務マニュアルが整備 され、定型的作業は非常勤職員等が対応できるように
なっているか。

○各業務における文書情報の電子化・データベース化により、体系的な情報の
整理・保管によるデータの有効活用が図られているか。

○平成 19年度に策定した業務・システム最適化計画に基づき、個別の審査系

の取組を実施 したか。
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医薬品医療機器総合機構

中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

ア
壇i:コξ霧群審鸞亀i艶セ塁孝罫
ること。

ポ霙陽 削鳳孟蓼鸞咆
請琵矢19了傍マ房装

つい‐よ乳 21年

③
         ま昴(差ζrf■条:書労通
・平成 21年度に新たに発生する一般管理費につ
いては、平成 21年度 と比べて 12%程度の額
・平成 22年度に新たに発生する一般管理費につ
いては、平成 22年度 と比べて 9%程度の額
・平成 23年度に新たに発生する一般管理費につ
いては、平成 23年度と比べて6%程度の額
。平成 24年度に新たに発生する一般管理費につ
いては、平成 24年度と比べて 3%程度の額

④薬害肝炎事件の検証及び再発防止のための医薬品
行政のあり方検討委員会の中間取りまとめ 「薬害
再発防止のための医薬品行政のあり方について」
(平成 20年 7月 31日 。以下「薬害肝炎検証委
員会の中間取 りまとめ」という。)に基づき、安全
対策の強化・充実に取 り組むことに伴い平成 21
年度に発生する一般管理費については、平成 21
年度と比べて 12%程度の額

業務運営の効率化を図ることにより、中期目標期
間終了時までに、事業費 (事務所移転経費、給付関
係経費及び事業創設等に伴い発生する単年度経費を
除く。)については、以下のとお り節減すること。

①平成 20年度と比べて 5%程度の額

②総合科学技術会議の意見具申に基づき、承認審査
の迅速化に取 り組むことに伴い、平成 21年度に
新たに発生する事業費については、平成 21年度
と比べて4%程度の額

(2)業務運営の効率化に伴う経費節減等

ア ー般管理費 (管理部門)における経費節減
・不断の業務改善及び効率的運営に努めることに
より、一般管理費 (事務所移転経費及び退職手当
を除く。)に係る中期計画予算は、中期目標期間の
終了時において以下の節減額を見込んだものとす
る。

①平成 20年度と比べて 15%程度の額

②総合科学技術会議の意見具申「科学技術の振興
及び成果の社会への還元に向けた制度改革につ
いて」 (平成 18年 12月 25日 。以下「総合科
学技術会議の意見具申」という。)に基づき、承
認審査の迅速化に取 り組むことに伴い、平成 2
1年度に新たに発生する一般管理費については、
平成 21年度と比べて 12%程度の額

③「医療機器の審査迅速化アクションプログラム」
(平成 20年 12月 11日 )に基づき、承認審
査の迅速化に取り組むことに伴い、
・平成 21年度に新たに発生する一般管理費に
ついては、平成 21年度 と比べて 12%程度
の額
・平成 22年 度に新たに発生する一般管理費に
ついては、平成 22年度 と比べて 9%程度の
額
・平成 23年度に新たに発生する一般管理費に
ついては、平成 23年度と比べて 6%程度の
額
・平成 24年度に新たに発生する一般管理費に
ついては、平成 24年度と比べて 3%程度の
額

④薬害肝炎事件の検証及び再発防止のための医薬
品行政のあり方検討委員会の中間取 りまとめ「薬
害再発防止のための医薬品行政のあり方につい
て」 (平成 20年 7月 31日 。以下「薬害肝炎検
証委員会の中間取りまとめ」という。)に基づき、
安全対策の強化・充実に取 り組むことに伴い平
成 21年度に発生する一般管理費については、
平成 21年度と比べて 12%程度の額

効率的な事業運営による事業費の節減
・電子化の推進等の業務の効率化を図ることによ
り、事業費 (事務所移転経費、給付関係経費及び
事業創設等に伴い発生する単年度経費を除く。)に
係る中期計画予算については、中期目標期間の終
了時において以下のとお り節減額を見込んだもの
とする。

①平成 20年度と比べて 5%程度の額

②総合科学技術会議の意見具申に基づき、承認審
査の迅速化に取り組むことに伴い、平成 21年
度に新たに発生する事業費については、平成 2
1年度と比べて4%程度の額

(2)業務運営の効率化に伴う経費節減等

ア ー般管理費 (管理部門)における経費節減

去あ銃宴罷言日雰晉量堡あ羹居年澤螢破呈覧造1準蒼
踏まえた適時適切な予算執行管理を行う。
また業務遂行の一層の効率化と業務のクオリティ向
上に資するため、管理会計を活用した分析手法の導入
を検討する。

・一般管理費の調達コストを削減するため、随意契約
の見直し計画に沿つて、一般競争入札を促進すること
とする。

「随意契約の見直し計画」 平成 19年 12月 策定

効率的な事業運営による事業費の節減
・事業費の節減 目標を着実に達成するために、業務の
効率化を図り、過去の実績や年度収支見通 し等を踏ま
えた適時適切な予算執行管理を行 う。
また業務遂行の一層の効率化と業務のクオ リティ向
上に資するため、管理会計を活用 した分析手法の導入
を検討する。

・事業費の調達コス トを削減するため、随意契約の見
直し計画に沿つて、一般競争入札を促進することとす
る。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

③医療機器の審査迅速化アクションプログラムに基
づき、承認審査の迅速化に取り組むことに伴い、
・平成 21年度に新たに発生する事業費について
は、平成 21年度と比べて4%程度の額
・平成 22年度に新たに発生する事業費について
は、平成 22年度と比べて3%程度の額
・平成 23年度に新たに発生する事業費について
は、平成 23年度と比べて2%程度の額
・平成 24年度に新たに発生する事業費について
は、平成 24年度と比べて1%程度の額

④薬害肝炎検証委員会の中間取りまとめに基づき、
安全対策の強化・充実に取り組むことに伴い平成
21年度に発生する事業費については、平成 21
年度と比べて4%程度の額

なお、運営費交付金については、本中期目標期間
中に予定されている事務所移転に係る分を除き、中
期目標期間の終了時において、平成 20年度と比べ
て 18%程度 (事務所移転経費の一部に充てるため、
各年度の運営費交付金に上乗せする場合には、 15
%程度)の額を節減する。次期中期目標については、
平成 20年度と比べて18%程度節減した額を前提
として、策定を行うこと。

③医療機器の審査迅速化アクションプログラムに
基づき、承認審査の迅速化に取 り組むことに伴
い 、

・平成 21年度に新たに発生する事業費につい
ては、平成 21年度と比べて4%程度の額
・平成 22年度に新たに発生する事業費につい
ては、平成 22年度と比べて 3%程度の額
・平成 23年度に新たに発生する事業費につい
ては、平成 23年度と比べて 2%程度の額
・平成 24年度に新たに発生する事業費につい
ては、平成 24年度と比べて 1%程度の額

④薬害肝炎検証委員会の中間取 りまとめに基づき、
安全対策の強化・充実に取 り組むことに伴い平
成 21年度に発生する事業費については、平成
21年度と比べて4%程度の額

・なお、運営費交付金については、本中期目標期
間中に予定されている事務所移転に係る分を除き、
中期目標期間の終了時において、平成 20年度と
比べて 18%程度 (事務所移転経費の一部に充て
るため、各年度の運営費交付金に上乗せする場合
には、 15%程 度)の額を節減する。次期中期 目
標については、平成 20年度と比べて 18%程度
節減 した額を前提として、策定を行 うこととする。

ウ 拠出金の効率的な徴収
・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠日
金の徴収業務に関する事務、並びに財政再計算′
ための拠出金率の見直しに関する事務において、
拠出金徴収管理システムを活用することにより、
効率的な徴収・管理業務を行 う。

・all作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出
金の収納率を99%以上とする。
(拠出金の徴収及び管理は、N。 4)

ウ 拠出金の効率的な徴収
・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金
徴 lll業務に関する事務、並びに財政再計算のための
出金率の見直しに関する事務において、拠出金徴収
理システムを活用することにより、効率的な徴収・

理業務を行 う。

・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金
未納業者に対 し、電話や文書による督促を行い、収
率を99%以 上とする。

各拠出金の効率的な収納と収納率の向上を図るため、
①薬局医薬品製造販売業者の多数が加入 している
(社 )日 本薬剤師会に当該薬局に係る拠出金の収
納業務を委託。
②安全対策等拠出金については、納付義務者の円
な納付を促すため、制度の理解と周知を図る。
また、拠出金の納付・申告のための手引きを作
し、全納付義務者に配布。
③納付義務者の利便性を図り、また、迅速な資金
動を行 うため、収納委託銀行及び郵便局による
融収 納システムを活用 した徴収を行 う。
(拠出金の徴収及び管理は、N04)
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

工
すな全劣雰将多裟垂房権卿 贅早晟季誓
年 6月 2日 法律第47号 )等に基づく平成 18年度
からの 5年間で平成 17年度を基準として5%以上
を削減すること。
さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方

らさ署暮魃 と[ズ
写之姿蟹あ鰻君f阜晟

併せて、機構の給与水準について、以下のような
観点からの検証を行い、その検証結果や取組状況に
ついては公表すること。

①職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮しても
なお国家公務員の給与水準を上回っていないか。

②国からの出向者の割合が高いなど、給与水準が高
い原因について是正の余地はないか。

③国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類
似の業務を行つている民間事業者の給与水準等に
照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説
明ができるか。

④その他、給与水準についての説明が十分に国民の
理角子を得られるものとなっているか。

オ 契約については、原則として一般競争入札等によ
るものとし、以下の取組により、随意契約の適正化
を推進すること。

①「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実
施するとともに、その取組状況を公表すること。

②一般競争入札等により契約を行う場合であつても
特に企画競争や公募を行う場合には、競争性、透
明性が十分確保される方法により実施すること。

③監事及び会計監査人による監査において、入札・
契約の適正な実施について徹底的なチェックを受
けること。

工 人件費改革の継続
・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革
の推進に関する法律」 (平成 18年 6月 2日 法律第
47号 )に基づき、効率的運営に努め、中期目標
第 2(2)工 に基づく取組を始める期初の人件費
から、平成 18年度以降の 5年間において、 5%
以上の削減を行 う。
※ 補正後の基準値
「中期 目標 第 2(2)工 に基づく取組を始める期
初の人件費Jと は、 709人 ×17年度 1人 当たり
の人件費

・さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本
方針2006J(平成18年 7月 7日 閣議決定)に基づき、
国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成 2
3年度まで継続する。
※人件費改革を平成 23年度まで継続 したときの
補正後の基準 1亡
「中期目標 第 2(2)工 に基づく取組を始め
る期初の人件費」とは、 723人 × 17年度 1人
当たりの人件費

・併せて、機 IVIの給与水準について、以下のよう
な観点からの検証を行い、これを維持する合理的
な理由がない場合には必要な措置を計ずることに
より、給与水準の適正化に速やかに取 り組むとと
もに、その検証結果や取組状況については公表す
るものとする。
①職員の在職地ltや学歴構成等の要因を考慮 して
もなお国家公務員の給与水準を上回っていない
か 。

②国からの出向者の害1合が高いなど、給与水準が
高い原因について、是正の余地はないか。
③国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、
類似の業務を行つている民間事業者の給与水準
等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十
分な説明ができるか。
④その他、給与水準についての説明が十分に国民
の理解の得られるものとなっているか。

オ 契約の競争性・透明性の確保
・契約については、原則 として一般競争入札等に
よるものとし、以下の取組により、随意契約の適
正化を推進する。
① 「随意契約見直し計画」に基づ く取組を着実に
実施するとともに、その取組状況を公表する。

②一般競争入札等により契約を行 う場合であって
も、特に企画競争や公募を行 う場合には、競争
性、透明性が十分確保 される方法により実施す
る。
また、監事及び会計監査人による監査において、
入札・契約の適正な実施について徹底的なチェ
ックを受ける。

人件費改革の継続

ま発F早晟マじ準Th黒香翁笑暑冤慇こ棟素警薯皇忙
季籠瑾長各碁隻現犠1場統密寝慢筆努発遁眉雷下?
棒魯ち翻鳳でlξ、雪造電ifm婚祓絵
禽り否♀雷劣2矢雪拒塀晃葎聟こ勇ド2F阜段:レ渾度響死悌ξ集焼諭宅1複鵠禦惚輸等についてホームページで公表する。

オ 契約の競争性・透明性の確保
・契約締結状況を公表するとともに、ll■意契約見直し
計画に基づく取組状況についても公表 し、フォローア
ップを行う。

・契約については、原則 として一般競争入札等による
ものとし、「随意契約見直し計画Jに沿つて随意契約の
適正化を推進する。なお、一般競争入札を行 う場合に
おいては、真に競争性、透明性が確保される方法によ
り実施することとする。
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中 期 日 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

「独立行政法人整理合理化計画」(平成 19年 12
月 24日 閣議決定)を踏まえ、中期目標期間中に、
本部事務所移転の適否も含めた検討を行い、必要な
措置を講ずること。

力 効果的・効率的な事業運営に資するための事務
所移転の検討
・機構の事務所について、申請者の利便性、厚生
労働省 との緊密な連携の必要性及び人員増による
スペースの確保の必要性を踏まえ、より効果的か
つ効率的な事業運営の観点から、中期目標期間中
において、他の場所への移転を含めた検討を行い、
必要な措置を講 じる。

力 効果的・効率的な事業運営に資するための事務所移
転の検討
・機構の事務所について、申請者の利便性、厚生労働
省との緊密な連携の必要性及び人員増によるスペース
の確保の必要性を踏まえ、より効果的かつ効率的な事
業運営の観点から、中期目標期間中において、他の場
所への移転を含めた検討を進める。

評価項 目 【評価項目3 各種経費節減】 自己評定 評  定

評価の視点等

[数値目標]
020年度時点において、一般管理費を15年度比で15%程度削減すること。

020年 度時点におし 事業費を 15年度比で 5%程度削減すること

020年 度時点におし 人件費を 17年度比で 3%程度削減すること

[評価の視点]
○一般管理費及び事業費の削減について、中期計画に掲げる目標値の達成に向
けた取り組みが講 じられ、着実に進展 しているか。

○一般管理費のうち人件費について、「行政改革の重要方針」 (平成17年 12月 2
4日 閣議決定)を踏まえ、平成18年度以降の 5年間において5%以上の削減
を行うための取組を進めたか。

○国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について必要な見直し
を進めたか。

[数値目標]
○中期目標終了時までに、一般管理費を平成 20年度と比べて 15%程度節減

○中期貝標終I時までに、事業費を平成 20年度と比べて 5%程度節減するこ
と。

○中期目標終了時において、運営費交付金を平成 2o年度と比べて 18%節減
すること。

O平成 18年度から5年間で人件着ケ5%以 L削 I減すること^

[評価の視点]
○一般管理費及び事業費の削減について、中期計画に掲げる目標値の達成に向
けた取 り組みが講じられ、着実に進展 しているか。

○契約監視委員会での見直し。点検は適切に行われたか (その後のフォローア
ップを含む。)。 ま                画どおり進んでぃるか。

○事業費における冗費を点検 し、その削減を図っているか^

○総人件費改革は進んでいるか。

○国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。

○法定外福利費の支出は、適切であるか。
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○契約の締結に当たって、透明性・競争性等が確保されているか。

こ向 け た 見直 しを 図 っ て い るカ
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医薬品医療機器総合機構

中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

((2)業務運営の効率化に伴う経費節減等)

ウ 副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金
の業者品ロデータ等の一元管理等を行うことにより、
業務の効率化を推進すること。

((2)業務運営の効率化に伴 う経費節減等)

ウ 拠出金の効率的な徴収
・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金
の徴収業務に関する事務、並びに財政再計算のため
の拠出金率の見直しに関する事務において、拠出金
徴収管理システムを活用することにより、効率的な
徴収・管理業務を行 う。

・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金
の収納率を99%以 上とする。

((2)業務運営の効率化に伴う経費節減等)

ウ 拠出金の効率的な徴収
・冨1作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の
徴収業務に関する事務、並びに財政再計算のための拠
出金率の見直 しに関する事務において、拠出金徴収管
理システムを活用することにより、効率的な徴収・管
理業務を行 う。

・副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の
未納業者に対 し、電話や文書による督促を行い、収納
率を99%以上とする。

・各拠出金の効率的な収納と収納率の向上を図るため、
①薬局医薬品製造販売業者の多数が加入 している
(社 )日 本薬斉」師会に当該薬局に係る拠出金の収
納業務を委託。
②安全対策等拠出金については、納付義務者の円滑
な納付を促すため、制度の理解と周知を図る。
また、拠出金の納付・申告のための手引きを作成
し、全納付義務者に配布。          ｀

③ 納付義務者の利便性を図り、また、迅速な資金移
動を行 うため、収納委託銀行及び郵便局による金
融収納システムを活用した徴収を行 う。

評価項目 【評価項目4 拠出金の徴収及び管理】 自己評定 評  定

評価の視点等 (現行) 評価の視点等 (案 )

[数値目標 ]
○副作用拠出金及び感染拠出金の収納率を99%以上とすること。

○安全対策等拠出金については、中期 目標期間終了時までに、副作用及び感染
拠出金と同様の収納率を目指すものとする。

[評価の視点]
○冨1作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の徴収業務を効率的に行 う
ため、中期計画に掲げる各種取組みが着実に進められ、その結果として副作
用・感染拠出金の収納率について、 99%以上の達成となっているか。

○また、安全対策等拠出金の収納率についても、同様の目標値の達成を目指す
ため、当該拠出金の制度普及、納付義務者の管理の徹底に向けた取組みが講
じられているか。

[数値目標]
○副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策等拠出金の収納率を99%以 上とす
ること。

[評価の視点]
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(具体的取り組み)

基霧網ξ層りを雖 丑γ癸二支1″躇墓踏蹴摯眩

庭設欝倉″熙 ズ弄ズこ験そ垢よを兼め、各拠出金ごとに、算定基

は 離 曇蟄 亀伊〔☆為 、
デ~夕 を謙 して販 再計算における拠出

(具体的取組)
・拠出金徴収管理システムを活用することにより、効率的な徴収・管理業務を
行っているか。
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医薬品医療機器総合機構

中 期  目 標 中 期 計 画 平 成 21年 度 計 画 平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

(3)国民に対するサービスの向上

国民に対して、機構の事業及び役割についての周知
を図 りつつ、国民に対する相談体制を強化するととも
に、業務運営及びその内容の透明化を確保 し、国民に
対するサー ビスの向上を図ること。

13)国民に対するサービスの向上

。平成 20年度に策定した「PMDA広 報戦略」の
着実な実施を図るため、下記の事項をはじめとする
各種施策を実施する。
①機構に係るニュースレターなどを活用した広報。
②「国民」が視聴対象・購読対象とするテレビ媒体
や雑誌媒体への本機構に関する情報の定期的な提
供及び掲載の実施。
③英文版ニュースレターの作成や外国特派員クラブ
や海外メディアヘの情報配信。
④国民などからの相談や苦情に対する体制の強化・
充実。

・医薬品、医療機器の安全性及び機構の全体業務に
対する理解を深めるため、業務内容及びその成果に
ついて、本機構のホームページにおいて適宜、公表
するとともに、広報誌においても公表することによ
り、一般国民向け情報発信の充実を図る。

・独立行政法人制度に基づ く外部監査の実施に加
え、計画的に内部業務監査や会計監査を実施 し、そ
の結果を公表する。

・支出面の透明性を確保するため、法人全体の財務
状況、勘定別及びセグメン ト別の財務状況等につい
て公表する。

(3)国民に対するサービスの向上

・「PMDA広 報戦略Jに基づき、下記をは じめとす
る諸々の施策を実施する。
①既存の資料などを活用 しつつ、ニュースレターの作
成を行い、機構のホームページで提供する。
②機構の業務を紹介するビデオDVDの 作成を行 う。
③一般消費者・国民からの相談や苦情に対応するため
に設置した一般相談窓日の円滑な運用を図る。
④「PMDA広 報戦略」の各項 目の実施状況を把握す
る。

・業務内容及びその成果について、機構のホームペー
ジ及び機構パンフレットにおいて、できる限り国民に
分かりやすい形で、適宜、公表する。

・機構業務の透明性を高めるとともに、国民等が利用
しやすいものとするため、日本語及び英語のホームペ
ージの掲載内容の充実を図る。

・機構の業務や活動に関する情報を能動的に発信する
とともに、医薬品や医療機器に関する正しい知識・情
報の普及を進める。

・情報公開法令に基づき、法人文書の開示請求処理を
適切に行 う。

・外部監査、内部業務監査や会計監査を適正に実施 し、
その結果を公表する。

・財務状況を年次報告として公表する。また、財務情
報について、できる限リー覧性のある形で公表する。
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評価項目 【評価項目5 相談体制の整備、業務内容の公表等】 自己評定 評  定

評価の視点等 (現行) 評価の視点 (案 )

[数値目標]
○特になし

[評価の視点ヨ°
牙傍腹彙雰察曰螢尖壺51｀な鼻肇繁にI:丞黛製3霜香す(ヒ菌査黎窺奮モギ
すいものになっているか。

○外部監査の実施に加え、計画的な内部監査が実施され、その結果が公表され

ξttrなれきぁ従唇曇鍼 ぶ型群衛ilま擬翡砲瓶
区分経理が規定

[数値目標 ]
○特になし

[評価の視点]
○国民に対するサービスの向上のため全 lPMD A広 報戦略」に基づいた各種
施策に取 り組んでいるか。

○外部監査の実施に加え、計画的な内部監査が実施され、その結果が公表され
ているか。また、審査手数料及び安全対策等拠出金について区分経理が規定
され、それらの使途等、財務状況について公表されているか。

○業務改善の取組を適切に講じているか。

ぎ、見直 l_を図っているか。

-13-


